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当行が契約している
銀行法上の指定紛争解決機関
一般社団法人  全国銀行協会
連絡先：全国銀行協会相談室
住　所：東京都千代田区大手町2-6-1
　　　　朝日生命大手町ビル19階（全国銀行協会内）
電　話：0570-017109 または 03-5252-3772

●指定紛争解決機関とは
　銀行業務等に関するお客さまからの苦情のお申出および紛争解決（あ
っせん）のお申立てについて、公正中立な立場で解決のための取組み
を行う金融庁から指定された機関です。

※�本誌は、銀行法第21条に基づき作成したディスクロージャー誌（業務及び財産の状況に関する
説明書類）です。

※本誌に掲載してある計数は、原則として切り捨てのうえ表示しています。 見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

名称…………………………… 株式会社七
しちじゅうしち

十七銀行
英文名称……………………… The 77Bank, Ltd.
本店…………………………… 仙台市青葉区中央三丁目3番20号
創業…………………………… 1878年12月9日
資本金………………………… 246億円
従業員数……………………… 2,846人
拠点数………………………… 143（本支店137、出張所6）
発行済株式総数……………… 76,655千株
株主数………………………… 11,790名
自己資本比率（国内基準）… … 単体10.20％
	 連結10.38％
総資産………………………… 8兆6,103億円
預金・譲渡性預金…………… 7兆8,918億円
貸出金………………………… 4兆7,250億円
格付け………………………… AA	（日本格付研究所（JCR）、長期発行体格付け）
	 A	 （格付投資情報センター（R&I）、発行体格付け）
	 A２	（ムーディーズ（Moody′s）、長期預金格付け）
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七
十
七
銀
行

金融関連業務
を専ら営む
連結子会社5社

金融関連業務
を専ら営む

非連結子会社3社 77ニュービジネス投資事業有限責任組合
（投資業務）

77ストラテジック・インベストメント投資事業有限責任組合
（投資業務）

七十七リース株式会社
（リース業務）

七十七信用保証株式会社
（信用保証業務）

株式会社七十七カード
（クレジットカード業務）

七十七証券株式会社
（金融商品取引業務）

七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社
（調査研究業務、コンサルティング業務、電子計算機器
 等による計算業務の受託）

七十七キャピタル株式会社
（ファンド運営業務）

本店ほか支店136、
出張所6

（2019年7月31日現在）主要な事業の内容と組織の構成
　七十七銀行グループは、銀行業務を中心に、リース業務・クレジットカード業務・調査研究業務・コンサルティング業務な
どの金融サービスを提供しています。組織の構成は以下のとおりです。

七十七銀行グループ全体図

連結子会社の概況

会社名 所在地・電話番号 設立年月日 資本金 当行
議決権比率

連結子会社
議決権比率

七十七リース株式会社 仙台市青葉区本町二丁目15番1号
☎022-262-4341（代） 1974.11.25 100百万円 100.00％ ─

七十七信用保証株式会社 仙台市青葉区木町通二丁目1番12号
☎022-723-3685（代） 1978.10.  2 30百万円 100.00％ ─

株式会社七十七カード 仙台市宮城野区榴岡二丁目4番22号
☎022-298-1877（代） 1983.  2.22 64百万円 100.00％ ─

七十七証券株式会社 仙台市青葉区中央一丁目7番5号
☎022-398-3977（代） 2016.  7.27 3,000百万円 100.00％ ─

七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社 仙台市青葉区中央三丁目3番20号
☎022-748-7877（代） 2018.  7.18 200百万円 100.00％ ─
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資本金の推移
年月日 資本金 増加額 摘要

2015年3月31日 24,658 ―――
2016年3月31日 24,658 ―――
2017年3月31日 24,658 ―――
2018年3月31日 24,658 ―――
2019年3月31日 24,658 ―――

（単位：百万円）

株式所有者別内訳
区　分 株主数 所有株式数 割合

政府及び地方公共団体 12 人 10,713 単元 1.40 ％
金融機関 55 336,458 44.02
金融商品取引業者 39 13,585 1.78
その他の法人 417 103,081 13.48
外国法人等 個人以外 244 159,839 20.91

個人 1 12 0.00
個人その他 9,056 140,740 18.41
合計 9,824 764,428 100.00

（2019年3月31日現在）

（注）1.１単元の株式数は100株であります。なお、上記のほか単元未満株式が212,946株あります。
2.自己株式1,901,006株は「個人その他」に19,010単元、単元未満株式に6株含まれております。

大株主 （2019年3月31日現在）

（注）1.当行は2019年3月31日現在、自己株式を1,901千株保有しており、上記大株主から除外しております。
2.�2017年6月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、明治安田生命保険相互会社が2017年6月15日現在で以下の株式を所有している旨が

記載されておりますが、当行として2019年3月31日現在における実質所有株式数が確認できておりませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に
記載しております。

株主名 所有株式数 発行済株式（自己株式を除く。）の
総数に対する所有株式数の割合

1 明治安田生命保険相互会社 3,785 千株 5.06 ％

2 日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 3,260 4.36

3 日本生命保険相互会社 3,086 4.12

4 住友生命保険相互会社 3,082 4.12

5 日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社（信託口） 2,604 3.48

6 第一生命保険株式会社 2,455 3.28

7 株式会社三菱UFJ銀行 1,775 2.37

8 東北電力株式会社 1,695 2.26

9 日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社（信託口4） 1,267 1.69

10 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1,236 1.65

計 24,249 32.43
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　　　 �当該報告書の内容は以下のとおりであります。なお、当行は2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しておりますが、所有株式数は株式併合前の株式数を記載
しております。

氏名又は名称 住所 所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1番1号 19,177 5.00

3.�2018年4月16日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから、株式会社三菱UFJ銀行他3社を共同保
有者として、2018年4月9日現在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当行として2019年3月31日現在における実質所有株式数が確認でき
ておりませんので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載しております。

　　　 �当該報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 1,775 2.32
三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 2,092 2.73
三菱UFJ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番1号 291 0.38
エム・ユー投資顧問株式会社 東京都千代田区神田駿河台二丁目3番地11 202 0.26

計 ─ 4,361 5.69

4.�2019年1月9日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三井住友信託銀行株式会社から、同社他2社を共同保有者として、2018年12月31日現
在で以下の株式を保有している旨が記載されておりますが、当行として2019年3月31日現在における実質所有株式数が確認できておりませんので、上記大株主
の状況には含めておりません。

　　　 �当該報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 200 0.26
三井住友トラスト・アセットマネジメント
株式会社 東京都港区芝公園一丁目1番1号 3,064 4.00

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目7番1号 571 0.75
計 ─ 3,836 5.00
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従業員数・平均年齢・平均勤続年数及び平均給与月額
2017年度 2018年度

従業員数
男性 1,815人 1,855人
女性 1,007人 991人
合計 2,822人 2,846人

平均年齢
男性 39歳　0ヵ月 39歳　5ヵ月
女性 36歳 10ヵ月 37年　1ヵ月
平均 38歳　2ヵ月 38年　7ヵ月

平均勤続年数
男性 16年　0ヵ月 15年　9ヵ月
女性 15年　2ヵ月 15年　3ヵ月
平均 15年　9ヵ月 15年　7ヵ月

平均給与月額
男性 492千円 476千円
女性 293千円 292千円
平均 422千円 413千円

採用人員
2018年4月 2019年4月

採用人員
男性 95人 75人
女性 56人 60人
合計 151人 135人

（注） 1.従業員数は、次の出向者を含み、臨時雇員を含んでおりません。なお、下表の外部出向者数には、当行のグループ会社、関連団体への出向者を含んでおりません。

2017年度 2018年度
出向者 109人 119人
　うち外部出向者 47人 41人
　（うち宮城県内企業） （43人） （36人）
臨時雇員 1,228人 1,342人

2.平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
3.平均給与月額は、3月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものであります。

（2019年6月30日現在）
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［社外取締役］ 山

やま

　浦
うら

　正
まさ

　井
い

取締役監査等委員
［社外取締役］ 若

わこ

　生
う

　正
まさ

　博
ひろ

取締役監査等委員
［社外取締役］ 牛

うし

　尾
お

　陽
よう

　子
こ

上席執行役員
［監査部長］ 菊

きく

　地
ち

　健
けん

　二
じ

上席執行役員
［卸町支店長］ 中

なか

　島
じま

　芳
よし

　樹
き

上席執行役員
［本店営業部長兼芭蕉の辻支店長］小

こ

　林
ばやし

　　　淳
あつし

執行役員
［東京支店長］ 村

むら

　主
ぬし

　正
まさ

　範
のり

執行役員
［営業統轄部長］ 遠

えん

　藤
どう

　禎
よし

　弘
ひろ

執行役員
［人事部長］ 青

あお

　柳
やぎ

　直
なお

　志
し

執行役員
［コンプライアンス統轄部長］千

ち

　田
だ

　一
かず

　仁
ひと

執行役員
［石巻支店長兼湊支店長］井

い

　深
ぶか

　修
しゅう

　一
いち

執行役員
［資金証券部長］ 福

ふく

　士
し

　博
ひろ

　公
きみ

取締役会長
［代表取締役］ 氏

うじ

　家
いえ

　照
てる

　彦
ひこ

取締役頭取
［代表取締役］ 小

こ

　林
ばやし

　英
ひで

　文
ふみ

専務取締役
［代表取締役］ 五

い

十
が

嵐
らし

　　　信
まこと

常務取締役 菅
すが

　𠩤
わら

　　　亨
とおる

常務取締役 鈴
すず

　木
き

　広
こう

　一
いち

常務取締役 志
し

　藤
とう

　　　敦
あつし

常務取締役 小
お

野
の

寺
でら

　芳
よし

　一
かず

常務取締役 田
た

　畑
ばた

　卓
たく

　治
じ

取締役
［社外取締役］ 杉

すぎ

　田
た

　正
まさ

　博
ひろ

取締役
［社外取締役］ 中

なか

　村
むら

　　　健
けん

取締役
［社外取締役］ 奥

おく

　山
やま

　恵
え

美
み

子
こ
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近年、金融機関を取り巻く経営環境が大きく変化し、金
融機関はこれまでとは比較できないほど様々なリスクにさら
されるようになりました。こうしたなか、金融機関には、従
来以上にリスクを正確に把握、分析し、適切に管理するこ
とが求められています。

当行は、経営の健全性を高める観点から、直面するリス
クに関して、リスクの種類毎に評価したものを総体的に捉
え、自己資本と比較・対照することによって、自己管理型
のリスク管理を行う統合的リスク管理態勢を構築するととも
に、リスク計量技術の高度化等のリスク管理方法の向上を

図っています。
統合的リスク管理の具体的枠組みとしては、「リスク資本

管理」を行っています。「リスク資本管理」とは、リスクの
種類毎にリスクの許容度であるリスク資本予算を部門（国
内業務部門、資金証券部門等）に配賦したうえで、各部門
のリスク量が配賦額の範囲内に収まっていることをモニタリ
ングする管理方法です。また、リスク資本管理は、リスクテ
イクに見合った期待された収益が確保されているかのモニタ
リングにも活用しています。

■  七十七銀行の統合的リスク管理態勢

アウトソーシングに
伴うリスク管理

外部の業務委託先の事務ミス・
システムトラブル等への対応

［アウトソーシングに伴うリスク管理方針］

法令等遵守
（コンプライアンス）

信用リスク管理
信用供与先の

財務状況悪化への対応

事務リスク管理
事務堅確化への対応
事故・不正の防止

［事務リスク管理方針］

システムリスク管理
システム障害への対応・

不正使用の防止
［システムリスク管理方針］
（セキュリティポリシー）

法務リスク管理
法令等遵守状況等への対応

［法務リスク管理方針］

人的リスク管理
人事労務上の問題等への対応

［人的リスク管理方針］

有形資産リスク管理
有形資産の毀損への対応

［有形資産リスク管理方針］

風評リスク管理
市場や顧客の間における
事実と異なる風評への対応

［風評リスク管理方針］

災害等偶発事態発生
によるリスク管理

災害等偶発事態発生への対応

［災害等偶発事態発生による
リスク管理方針］

オペレーショナル・
リスク管理

業務の過程等が不適切で
あることや外生的な
事象による損失への対応

流動性リスク管理
資金繰りへの対応

市場取引が不能となった場合や
取引後に決済が不能と
なった場合への対応

統合的リスク管理
リスクを総体的に捉え
自己資本と比較・対照する
自己管理型のリスク管理

市場リスク管理
金利、為替、株式等
市場の変動への対応

［　　　　　］

経営環境の変化

金融市場のボーダレス化

金融行政の変革

金融サービスの多様化

金融技術の発展

［　　　　　］統合的リスク管理方針 オペレーショナル・
リスク管理方針

［　　　　　］流動性リスク管理方針

［　　　　　］信用リスク管理方針

［　　　　　］市場リスク管理方針

統合的リスク管理態勢の強化

リスク管理態勢
コーポレートデータ
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「信用リスク」とは、信用供与先の財務状況の悪化等により、
資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクをいいます。

貸出金の運用にあたっては、厳正な審査基準に基づく審
査を行うとともに、貸出債権の日常管理徹底のためのシステ
ム開発や事務手続の厳正化等により、信用リスク管理の強
化に努めています。また、行員に対しては、融資実務の研
修をきめ細かく実施しているほか、審査部による営業店指導
を通じ実践的な与信管理の指導を行うなど、融資審査能力
の一層の向上を図っています。

また、信用リスク管理の基本方針である「信用リスク管理
方針」を定め、資産の健全性確保のための基本的スタンス
ならびに信用リスクの評価、モニタリング、コントロール等
の管理の実施について明確化しています。さらに、信用リス
クを客観的に把握し、信用リスク管理の高度化を図る観点か
ら、信用供与先に対する「信用格付制度」を活用しています。

監査等委員会監査法人
取締役会

法令等遵守
（コンプライアンス）

各種リスク管理担当役員

自己資本管理

統合的リスク管理

オペレーショナル・リスクの総合的な管理

本部・営業店・グループ会社

資産監査 内部監査

信用リスク
管理

市場リスク
管理

流動性リスク
管理

事務リスク
管理

システム
リスク管理

法務リスク
管理

人的リスク
管理

有形資産
リスク管理

風評リスク
管理

災害等偶発事態発生
によるリスク管理

アウトソーシング
に伴うリスク管理

リスク統轄部

リスク統轄部

事務
統轄部

デジタル
戦略部

コンプライアンス
統轄部 人事部

監査部

総務部 リスク
統轄部

デジタル戦略部
総務部
事務統轄部

コンプライアンス
統轄部

常務会／役員部長連絡会／コンプライアンス委員会

法令遵守担当役員

■  七十七銀行のリスク管理態勢

信用格付制度
「信用格付制度」では、財務状況に対する定量的評価と経営
環境などに対する定性的評価等をもとに取引先毎に信用リスク
を管理する個別与信管理と、小口の事業性与信や消費性与信
の信用リスクを集合的に管理するリテール管理を行っています。

「信用格付制度」はポートフォリオ管理など信用リスク管理の
基盤となるとともに、取引先の信用状態変化の把握や融資判
断の迅速化・効率化に活用されています。

信用リスク管理

内部監査・資産監査部署としてすべての業務部門から独
立した監査部が、内部管理態勢（金融円滑化推進管理態
勢、法令等遵守態勢、顧客保護等管理態勢、経営管理態
勢、リスク管理態勢）の検証を中心とした総合監査と不正
事故防止を主な目的とした現物等検査により、営業店、本
部およびグループ会社を監査しております。

監査部によるリスク管理態勢等の検証

リスク管理部署と役割
区　分 主管部 役　割

統合的リスク管理 リスク統轄部 各リスクの統合的 
管理

信用リスク リスク統轄部 各リスクの管理手
法を理解し、リスク
管理を適正に行う
ための規定を整備
するとともに、管理
方針、管理規定等
に沿った業務運営
が行われているか
を検証し、必要に
応じて手法等の見
直しを行う。

市場リスク リスク統轄部
流動性リスク リスク統轄部
オペレーショナル・ 
リスクの総合的な管理 リスク統轄部

事務リスク 事務統轄部
システムリスク デジタル戦略部

法務リスク コンプライアンス
統轄部

人的リスク 人事部
有形資産リスク 総務部
風評リスク リスク統轄部
アウトソーシング
に伴うリスク

デジタル戦略部、
事務統轄部

災害等偶発事態 
発生によるリスク

デジタル戦略部、
総務部、事務統轄部

コーポレートデータ

－7－ －8－

010_0253528051907.indd   8 2019/07/31   16:37:49



市場リスク管理

流動性リスク管理

オペレーショナル・リスク管理

「市場リスク」とは、金利・価格・為替等市場の変動によ
って保有資産の価値が変動し、損失を被るリスクをいいます。

当行では、市場取引方針を年度毎に決定しており、ポジ
ション枠等の設定など一定のリスクテイクを行いながら、安
定的な収益を上げることを基本的スタンスとしています。

組織面では、当行全体の市場リスク管理部署としてリス
ク統轄部を置き、また市場取引における相互牽制を図るた
め、業務運営部署の資金証券部と事務管理部署の市場国
際部を分離するとともに、資金証券部内にリスク統轄部員
を駐在させ、市場リスクの状況を管理しています。

管理態勢面では、リスクの状況について、資金証券部が
日次で担当役員に報告する一方で、リスク統轄部からも日
次で担当役員に報告しています。さらにリスク統轄部は、
月次で市場取引を含めた資産・負債全体のリスクの状況に
ついて、ALM・収益管理委員会に報告しています。

また、市場リスク管理の基本方針として、「市場リスク管
理方針」を定め、さらにリスク管理の運営および手法等に
ついて「市場リスク管理規定」を定めるなど、厳正な管理
に努めています。

「流動性リスク」とは、銀行に対する信用力低下から、
所要資金が確保できず、資金繰りがつかなくなること、
調達コストが著しく上昇すること等により、損失を被る
リスクをいいます。

当行では、資金繰り管理部署および決済の管理部署と
して市場国際部が当行全体の日々の資金繰りおよび資金
や証券の受渡を管理しており、また、流動性リスク管理
部署としてリスク統轄部が資金繰り管理部署および決済
の管理部署の統轄、当行全体の流動性リスクの把握を行
うなど、両部署間の牽制機能を十分発揮できる態勢を整
備しています。

資金繰り管理では、日次または月次の資金繰り見通し
を作成するとともに、調達可能額や資産の流動性の把握、

大口資金の期日集中の確認などに努めています。決済の
管理では、日銀ネット決済等の決済制度における決済の
状況および他の金融機関等との間で行う決済の状況につ
いて管理を行っています。リスク管理では預金・貸出金
計画の実績との乖離状況や資金ギャップ分析などの管理
を行っています。さらに、各管理の状況をALM・収益管
理委員会に報告しています。

また、流動性リスク管理の基本方針として「流動性リ
スク管理方針」を定め、さらに、リスク管理の運営方法
等について「流動性リスク管理規定」を、不測の事態へ
の対応について「流動性危機対応プラン」および「決済
リスクにかかる緊急時対応プラン」を定めるなど様々な
ケースに対応できるよう万全を期しています。

ＡＬＭ・収益管理委員会
ALM・収益管理委員会は、先行きの金利・相場・資金・景気
動向を予測し、その変動に伴うリスクを回避するとともに、リ
スク管理と収益管理の一元化による適正な資産・負債の総合
管理を踏まえ、経営の健全性確保と収益向上の両立をはかる
ため、機動的に運用戦略等を検討することを目的としていま
す。各種リスク管理手法を用いて、銀行全体のリスク量を把握
するとともに、主要勘定の動向や予算・実績の差異ならびに収
益構造等を分析し、市場リスク・流動性リスク等の対応策や収
益増強方策の検討を行っています。これらALM・収益管理委
員会の審議結果は、役員部長連絡会に報告しています。

「オペレーショナル・リスク」とは、業務の過程、役職
員の活動もしくはシステムが不適切であることまたは外
生的な事象により損失を被るリスクをいいます。

当行では、「オペレーショナル・リスク」を損失の発生
原因などから8つのリスク（「事務リスク」、「システムリ
スク」、「法務リスク」、「人的リスク」、「有形資産リスク」、

「風評リスク」、「アウトソーシングに伴うリスク」、「災害
等偶発事態発生によるリスク」）に分類し、それぞれの担
当部が管理しています。

また、各オペレーショナル・リスクを総合的に管理す
るため、その基本方針として「オペレーショナル・リス
ク管理方針」を定めるとともに、リスク統轄部をオペレー
ショナル・リスクの総合的な管理部署と位置付け、適切
な管理を行っています。

事務リスク管理
「事務リスク」とは、役職員が正確な事務を怠ったり、事

故・不正等を起こすことにより、損失を被るリスクをいい
ます。

当行は事務リスクへの対応として、事務管理体制、監
査体制の充実強化に努めています。また、事務リスク管
理の基本方針として「事務リスク管理方針」を定め、適
切な事務リスクの管理を行っています。

事務管理面では、正確・迅速な事務処理体制の向上を
図るため、事務統轄部による臨店指導の実施、研修会の
開催などを行っています。また、監査部による総合監査
についても、内部監査機能の充実・強化を図り、事務処
理状況の点検にとどまらず、事務リスクを含めたリスク
管理態勢を総合的に監査しています。

コーポレートデータ
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システムリスク管理
「システムリスク」とは、業務を行うために利用してい

るシステムの取扱いに関連し、システムの障害・不正使
用等により、損失を被るリスクをいいます。

当行は、コンピュータシステムの安定稼働をシステム
リスク管理上の最重要課題と考え、その基本方針として

「システムリスク管理方針」を定め、安全性と信頼性の確
保に向けた取組みを行っています。

特にオンラインシステムに関しては、万が一システム
障害が発生した場合に備え、システム機器や回線を二重
化しているほか、大規模地震などの災害に備え、バック
アップセンターを設置するなど、安全性の確保に努めて
います。

さらに、システム・データ保護に関する規定等を整備
し、全役職員に対し周知徹底するとともに、その遵守状
況については監査部が定期的に監査を実施しています。

特に個人データについては、個人情報の保護に関する
法律の基本理念に従いつつ、「個人データ管理基準」を制
定し、適正な管理を行っています。

このようにハード・ソフト両面からコンピュータシス
テムの信頼性をさらに向上させるべく努めています。

アウトソーシングに伴うリスク管理
「アウトソーシングに伴うリスク」とは、委託先の日常

的管理下で業務が行われるアウトソーシングにおいて、
委託した業務に対して、事務ミスやシステムトラブル等
が発生し、損失を被るリスクをいいます。

当行では、リスクの発生源が当行から委託先に振替わ
るなどのアウトソーシングの特性を踏まえ、管理の基本
方針として「アウトソーシングに伴うリスク管理方針」
を定め、さらに具体的管理方法について、「アウトソーシ
ングに伴うリスク管理規定」を定めて適正なリスク管理
を行っています。特に個人データの取扱いを委託する場
合は、「個人データ管理基準」に基づき適正な管理を行っ
ています。

アウトソーシング開始にあたっては、チェックリスト
による評価に基づき、リスク管理部署であるデジタル戦
略部または事務統轄部と協議のうえ委託先を選定し、権

当行では、日々、高度化・巧妙化しているサイ
バー攻撃に対応するため、「サイバーセキュリティ管
理規定」を制定し、不正侵入の防止、情報流出の阻
止、不正なウィルスの検知等の多層的な技術的対策
を施しております。

また、サイバー攻撃を想定した対応訓練・演習等
の組織的対策も講じており、サイバー攻撃に迅速に
対応できる態勢の継続的な強化に努めております。

社会問題化するサイバー攻撃への対応

利義務関係、機密保持等を明示した業務委託契約を締結
しています。

また、委託後においても、定期的に委託先の安全性・
信頼性等についてもモニタリングを実施しています。

また、万が一事務ミスやシステムトラブル等が発生し
た場合の影響を最小限に抑えるために、代替手段の確保
や緊急時対応策の策定など万全を期しています。

その他のオペレーショナル・リスク管理
「法務リスク」とは、法令等の遵守状況が十分でないこと

により損失を被るリスク、取引の法律関係に不備・不確実な
部分があることによって損失を被るリスクをいいます。「人
的リスク」とは、人事労務上の問題等に起因して損失を被る
リスクをいいます。「有形資産リスク」とは、災害や資産管
理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損により損失を被るリスク
をいいます。「風評リスク」とは、市場や顧客の間における
事実と異なる風評によって損失を被るリスクをいいます。「災
害等偶発事態発生によるリスク」とは、災害等偶発事態発生
により業務に支障をきたし、損失を被るリスクをいいます。

当行では、「法務リスク」、「人的リスク」、「有形資産リス
ク」、「風評リスク」、「災害等偶発事態発生によるリスク」に
つきましても、リスク管理の基本方針を定めるとともに、適
切な管理を行っています。

当行では、大規模地震などの災害やシステム障害
等の緊急事態発生時における基本的な行動原則を明
確にするため「災害等緊急時対応プラン」を策定し
ています。
「災害等緊急時対応プラン」では、当行が不慮の

災害等により損害を被り、銀行業務が通常どおり果
たせなくなった場合においても、金融機能の維持の
観点から必要最低限の業務を継続するため、あるい
は早期に再開・復旧をはかるため「業務継続計画」
を定め、業務継続体制の整備に努めています。また、

「災害等緊急時対応プラン」の実効性を確認するため、
定期的な災害訓練や業務継続訓練を実施しているほ
か、東日本大震災による被害を踏まえ、災害等に対
する備えをより強固なものとする見直しを実施し、当
行の危機対応力の強化に努めております。

大規模災害発生時における業務継続体制の整備

コーポレートデータ
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法令等遵守（コンプライアンス）の体制

【基本指針】
１．（銀行の社会的責任）透明かつ健全な経営に徹し、もって信用秩序と円滑な金融の維持に最大限の意を払います。
２．（コンプライアンスの徹底）法令や企業倫理を遵守し、公正で誠実な行動を徹底します。
３．（反社会的勢力との対峙）社会の秩序や安寧に脅威を与えるものに対しては確固たる信念をもって対処します。
４．（地域社会発展への貢献）地域からお客様から広く社会から信頼を得られる金融サービスを提供し、「良き企業市民」と
　 して銀行と地域の共存に努めます。
５．（健全な職場風土の推進）自由闊達な職場の気風の醸成に努め、健全な職場づくりを推進します。

【行動基準】
１．（コンプライアンスの履行）わたしたちは、法令・定款・就業規則・行内規定を遵守しその職責を果たします。
２．（不公正取引の排除）わたしたちは、お客様に対して不公正な取引を強要しません。
３．（守秘義務）わたしたちは、お客様や銀行の秘密情報、公表に至らない重要情報を他に漏らしません。
４．（正確な報告義務）わたしたちは、法令や行内規定で定められた報告を怠ったり虚偽の報告をしません。
５．（職務専念義務）わたしたちは、銀行の公共性と高い社会的責任を自覚しその職務に専念します。
６．（不当な指示命令の受任排除）わたしたちは、権限を超えまたは権限を逸脱した指示命令には従いません。
７．（信用・名誉の保持）わたしたちは、銀行の信用を傷つけまたは名誉を汚すような行為をしません。
８．（不法な便宜供与の禁止）わたしたちは、法令や行内規定に反してお客様に便宜を図りません。
９．（不法な利益行為の禁止）わたしたちは、職務やその地位を利用して不当な利益を図りません。

10．（取引先等からの借財の禁止）わたしたちは、お客様や他の役員および行員から正当な理由なしに借財またはその斡旋をしません。
11．（適正な社交儀礼の徹底）わたしたちは、職務に関連し社会的相当性を欠く接待や贈答を行いません。
12．（職場の秩序維持）わたしたちは、職場の秩序維持に努めます。

　当行が金融機関としての社会的責任と公共的使命のもと真に地域やお客さまおよび広く社会から信頼されるためには、法令
や企業倫理の遵守の徹底が最も重要であると考えています。当行では、法令等遵守体制確立のため、1998年に統轄部署として
法務室を新設し、その後の組織改正を経て、現在はコンプライアンス統轄部が法令等遵守の統轄部署になっています。
　法令等遵守体制として、最高責任者に頭取、統轄者にコンプライアンス統轄部長、統轄コンプライアンス・オフィサーに法務課
長、各部店にはコンプライアンス・オフィサー等を配置し、遵守状況の日常点検を行うとともに、違反行為の未然防止、法令等遵
守意識の醸成および法令等の周知徹底に努めています。
　また、法令等遵守体制の一層の整備・強化を目的に、頭取を委員長とするコンプライアンス委員会を設置しているほか、コン
プライアンス委員会の下部機関としてコンプライアンス部会を、また、部店内にはコンプライアンス推進委員会を設置しています。

子会社等

（法令等の遵守に係わる統轄）

法令遵守統轄者（コンプライアンス統轄部長）
統轄コンプライアンス・オフィサー（法務課長）

コンプライアンス統轄部

監査部

総合企画部

人事部

総務部

事務統轄部

法令遵守統轄者
〔主な役割〕
各社内におけるコンプライアンスに
係わる教育・点検・監視等

法令遵守監視者（主任監査員）
（不正事故、内部監査）

（各部・母店）
コンプライアンス・オフィサー

（その他）
法令遵守連絡担当者

※コンプライアンス・オフィサーおよび法令遵守連絡担当者は、 コンプライアンスに係わる職務については、上位職位者の指示によらず、 
　独立性を確保して遂行する。

コンプライアンス委員会
（委員長：頭取）

コンプライアンス部会
 （部会長：コンプライアンス統轄部長）

頭取=
法令遵守
担当役員

取締役会
（各取締役）

（危機管理、情報開示）

（綱紀・服務規律維持）

（株主総会、交通事故）

（事務事故）監査等委員会
（監査等委員）

（苦情、反社会的勢力
　マネー・ローンダリング）

法令等遵守にかかるガイドライン（遵守基準）

本部・営業店

コンプライアンス
推進委員会

（委員長：部店長）

　当行は、法令等遵守に関する取組姿勢を明確化し、その実効性を確保するため、「法令等遵守方針」を制定しています。また、役
職員が法令等遵守を重視し、業務の適法な運営を確保するため、「法令等遵守にかかるガイドライン（遵守基準）」を制定し、法令
等遵守に関する具体的な指針（基本指針）と行動基準を明示しています。

法令等遵守（コンプライアンス）の体制

コーポレートデータ

コンプライアンスの徹底
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「反社会的勢力への対応にかかる基本方針」の遵守「反社会的勢力への対応にかかる基本方針」の遵守

反社会的勢力への対応にかかる基本方針

　わたしたちは、反社会的勢力に断固たる態度で対応し、関係を遮断するため、以下のとおり、「反社会的勢力への対応
にかかる基本方針」を定めます。
1．わたしたちは、反社会的勢力排除に向けた社会的責任および反社会的勢力による苦情・相談を装った圧力等からの企業防衛の重要性を
十分認識し、反社会的勢力との関係遮断を重視した業務運営を行います。

2．わたしたちは、反社会的勢力との関係遮断に向けた取組みは、子会社を含めグループ一体となって組織として断固たる対応を行います。
3．わたしたちは、反社会的勢力に対しては、資金提供および不適切・異例な便宜供与は行いません。
4．わたしたちは、反社会的勢力への対応に際し、適切な助言、協力を得ることができるよう、平素より外部専門機関との連携強化を図ります。

5．わたしたちは、反社会的勢力による苦情・相談を装った圧力等、不当要求があった場合には、法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応を行います。
注）外部専門機関とは、警察、弁護士、暴力追放運動推進センター等、反社会的勢力への対応を専門に行う機関をいいます。

　当行では、反社会的勢力に断固たる態度で対応し、関係を遮断するため、「反社会的勢力への対応方針」を制定し、役職員に遵
守するよう徹底するとともに、「反社会的勢力への対応にかかる基本方針」を当行ホームページに掲載しています。また、普通預金
取引規定や銀行取引約定書をはじめとする各種取引規定等に暴力団排除条項を導入し、反社会的勢力との関係遮断に向けた取
組みを行っております。

「マネー・ローンダリング等防止にかかる当行の方針」の遵守
　当行では、マネー・ローンダリング等の犯罪による金融サービスの濫用が、銀行経営における重大なリスクであるとの認識に立
ち、マネー・ローンダリング等防止を経営上の重大な課題の一つとして位置付けたうえで、「マネー・ローンダリング等防止にかか
る当行の方針」を制定し、当行ホームページに掲載しています。

マネー・ローンダリング等防止にかかる当行の方針

　七十七銀行（以下、「当行」といいます。）および当行の子会社は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与（以下、「マ
ネー・ローンダリング等」といいます。）の防止に向け、以下のとおり、「マネー・ローンダリング等防止にかかる当行の方針」
を定め、適切に業務を遂行いたします。
1．関連法令等の遵守
　マネー・ローンダリング等防止にかかる各種法令等を遵守し、適切に業務に取り組みます。

2．組織的対応の実施
　経営陣の主体的関与のもと、関係する全ての部署が相互に連携・協働し、組織一体となって対応します。

3．リスクに応じた態勢の構築
　国際情勢や営業地域内の動向など、時々変化する経営環境に対し、適時・適切にリスクの特定・評価を行い、リスク
に見合った管理態勢を整備のうえ、リスクの低減を図ります。

4．取引受入時の厳正な判断
　お客様から取引依頼を受けた際は、マネー・ローンダリング等にかかるリスクを都度、厳正に判定します。

5．コルレス契約先の管理
　コルレス契約先に関する情報を定期的に収集し、その評価を適切に行うとともに、リスクに応じた対応策を講じます。
また、営業実態のない架空銀行との取引は行いません。

6．内部監査の実施
　定期的に内部監査を実施し、マネー・ローンダリング等防止にかかる管理態勢の適切性を検証のうえ、更なる態勢の
高度化を図ります。

7．研修の充実
　役職員全員がマネー・ローンダリング等防止の重要性を十分に認識し、知識や専門性を高めるため、適切な教育・研
修を実施します。

コーポレートデータ
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「利益相反管理についての当行の方針」の遵守

4．利益相反管理の対象とする当行の子会社の範囲
　　　利益相反管理の対象とする当行の子会社は、以下に掲げる会社です。
　（１）株式会社七十七カード
　（２）七十七証券株式会社
　（3）七十七キャピタル株式会社
　　以上につき、ご不明な点がございましたら、当行コンプライアンス統轄部（代表：022-267-1111）までお問い合わせください。

利益相反管理についての当行の方針

　七十七銀行（以下、「当行」といいます。）は、当行および利益相反管理の対象とする当行の子会社（以下、「七十七グループ」
といいます。利益相反管理の対象とする当行の子会社の範囲は以下4.に記載します。）と七十七グループのお客様との間、ならび
に、七十七グループのお客様相互間における利益相反のおそれがある取引に関し、法令等および利益相反管理方針に従い、お客様
の利益を不当に害することのないよう適正に業務を遂行いたします。
1．利益相反管理の対象とする取引（対象取引）
　当行は、利益相反管理の対象とする取引（以下、「対象取引」といいます。）として、七十七グループがお客様の信頼を
受け、お客様の利益を念頭において行動、助言しなければならない法令または契約に基づく義務（信認義務）を負って
いる取引を管理いたします。

3．利益相反管理体制
　適正な利益相反管理の遂行のため、当行に利益相反管理統轄部署および利益相反管理部署を設置し、対象取引に関する
情報を集約するとともに、対象取引の特定・類型化および管理方法の選択を行います。対象取引の管理方法として、以下
に掲げる方法その他の方法を適宜選択、または組み合わせることにより、適切な利益相反管理を行います。また、これら
の管理を適切に行うため、研修・教育を実施し、七十七グループ内において周知・徹底いたします。

　（１）利益相反を発生させる可能性のある部門を分離する方法（情報共有先の制限）
　（２）利益相反のおそれがある取引の一方もしくは双方の取引条件または方法を変更する方法
　（３）利益相反のおそれがある取引の一方の取引を中止する方法
　（４）利益相反のおそれがあることをお客様に開示（およびお客様の同意を取得）する方法

2．対象取引の特定・類型化
　対象取引は、以下の区分を踏まえて特定・類型化し、お客様の利益を不当に害することのないよう適正に管理いたします。

お客様と七十七グループ お客様と七十七グループの他のお客様
利害衝突（対立）型
利害競合型

お客様と七十七グループの利害が衝突（対立）する場合
お客様と七十七グループの利害が競合する場合

お客様と七十七グループの他のお客様の利害が衝突（対立）する場合
お客様と七十七グループの他のお客様の利害が競合する場合

　当行では、利益相反のおそれがある取引に関してお客さまの利益を不当に害することのないよう、「利益相反管理方針」
および「利益相反管理規定」を制定し、役職員に遵守するよう徹底するとともに、「利益相反管理についての当行の方針」を
当行ホームページに掲載しています。

コーポレートデータ
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情報資産の保護

プライバシーポリシー

　株式会社七十七銀行（以下「当行」といいます。）は、お客様個人を識別できる「個人情報」を適切に保護することの
重要性に鑑み、その利用、保護および保有するデータベース等に含まれる個人情報（以下「個人データ」といいます。）
の安全管理にかかる基本方針として、本プライバシーポリシーを定めます。

【 基本理念 】
1．法令等の遵守
（１）当行は、「個人情報の保護に関する法律」、「同法律施行令」、個人情報保護委員会および金融庁が定める「金融分野

　　　　における個人情報保護に関するガイドライン」等、関係法令ならびに指針等を遵守します。
（２）本プライバシーポリシーを当行役職員（パート、派遣社員等を含みます。）に周知徹底するとともに、内容および取
　　　　組みについて継続的な改善に努めます。

2．個人情報の取得・利用
（１）当行は、業務上必要な範囲内で適正かつ適法な手段により、お客様の個人情報を取得します。
（２）法令等により定められた場合を除き、お客様の同意を得ることなく、公表する利用目的の範囲を超えて個人情報を

　　　　利用しません。
（３）人種、信条、門地、本籍地、保健医療または犯罪経歴についての情報その他の特別の非公開情報については、適切な
　　　　業務の運営の確保その他必要と認められる目的以外の目的のためには、取得・利用しません。

3．個人データの第三者への提供
　当行は、お客様の同意を得ている場合および法令により例外として扱われる場合を除いて、お客様にかかる個人データ
を第三者に提供しません。

4．個人データの管理
（１）当行は、お客様にかかる個人データを正確かつ最新の内容に保つよう努めるとともに、個人データの紛失、破壊、改
　　　　ざん及び漏洩等を防止するため、適切な安全管理措置を講じます。
（２）個人データの取扱いを委託する先においても同様の安全管理措置が講じられるよう、適切に監督します。

5．お客様本人への保有個人データの開示等
（１）お客様からご自身に関する保有個人データ（当行が開示・訂正等の権限を有する等一定の要件を満たすものとして「個
　　　　人情報の保護に関する法律」に定義される個人データ）の開示および利用目的の通知のご請求があった場合は、当行
　　　　所定の手続に従い、特別な理由のない限り開示等を行います。
（２）保有個人データの訂正、利用停止、消去等のご請求に関しては、その理由等をお伺いした上で、同じく当行所定の手

　　　　続に従い、必要な対応を行います。

6．お客様からのご意見・ご要望への取組み
　当行は、個人情報の取扱いに関するお客様からのご意見・ご要望への取組み体制を整備し、適切かつ迅速な対応に
努めます。

【 個人情報の利用目的ならびに保有個人データの開示請求等にかかる手続等の公表 】
　当行では、お客様からご提示いただく個人情報の利用目的ならびに保有個人データの開示等の請求にかかる手続等に
ついて、あらかじめお客様のご理解を得られるよう、当行ホームページに掲載するとともに、窓口でも冊子により配
付します。本プライバシーポリシーと併せてご覧いただきますようお願いします。
　また、利用目的については、当行本支店に掲示・備付けするポスター、チラシでもお知らせします。

【 個人情報の取扱いに関するご質問ならびにご意見・ご要望の受付先 】
● 個人情報の取扱い、開示請求等に関するご質問については、最寄りの当行本支店窓口までお申し出下さい。
● 当行の個人情報の取扱いに関するご意見・ご要望については、以下の受付先までお申し出下さい。
　七十七銀行　お客様サポート課
　〒980-8777　仙台市青葉区中央三丁目3番20号　Tel：022-267-1111（代表）
　電子メール：当行ホームページ（http://www.77bank.co.jp/）より

　金融機関は業務の性格上、お客さまの取引情報や個人情報など、適切に保護しなければならない重要な情報を多く有し
ています。当行では、個人情報を適切に保護するため、「プライバシーポリシー」を制定し遵守するとともに、当行ホームペ
ージに掲載しています。
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「勧誘方針」の遵守

　当行では、お客さまに対して金融商品やサービスを勧誘する際の基本方針を示した「勧誘方針」を制定し、役職員に遵守するよ
う徹底するとともに、「勧誘方針」は、営業店ロビー・キャッシュサービスコーナーに掲示するほか、当行ホームページに掲載してい
ます。

「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の勧誘に当たっては次の勧誘方針を遵守いたします。
● お客様の金融商品に関する知識、購入経験、財産の状況および購入目的などに応じ、適切な商品をお勧めいたします。
● お客様に商品内容やリスクなどの重要な事項を正しくご理解いただけるよう、適切な説明に努めます。 
● 断定的な判断や事実でない情報を提供するなどお客様の誤解を招くような勧誘は行いません。
● お客様にとってご迷惑となるような時間帯、場所および方法での勧誘は行いません。
● お客様に対して適切な勧誘が行われるよう、研修などを充実し商品知識の習得に努めます。

勧誘方針

「＜七十七＞お客さま本位の業務運営に関する取組方針」の遵守

＜七十七＞お客さま本位の業務運営に関する取組方針

　七十七銀行グループ（※）は、お客さまの資産形成・運用に資する金融サービスの提供に際し、お客さま本位の業務
運営を実現するため、以下のとおり「＜七十七＞お客さま本位の業務運営に関する取組方針」を定めます。

1．お客さまにふさわしいサービスの提供
（１）お客さまの資産状況、取引経験、知識および取引目的・ニーズに応じ、お客さまにふさわしい金融商品・サービスの

　　　　組成、選定および販売・推奨等を行います。
（２）金融商品・サービスをご提供したお客さまに対しては、市場環境の変化等を踏まえつつ、適切なアフターフォローを

　　　　行います。
（３）株式会社七十七銀行と七十七証券株式会社の連携（銀証連携）を通じて、お客さまの多様化する資産形成・運用

　　　　ニーズを捉えた金融商品・サービスをご提供いたします。

2．お客さまに分かりやすい情報提供
（１）金融商品・サービスの販売・推奨等にかかる重要な事項については、お客さまに提供する資料の充実等を通じて、

　　　　積極的に情報提供を行います。とくに、お客さまが負担する手数料その他の費用については、販売者による説明力
　　　　の向上や説明資料の充実等を通じて、積極的に情報提供を行います。

（２）お客さまに正しくご理解いただけるよう、明確、平易かつ誠実に情報提供を行います。

3．利益相反の適切な管理
　 　お客さまとの利益相反の可能性について正確な把握・管理に努めますとともに、利益相反管理の実効性の検証
　  等を通じて、継続的な改善に取り組みます。

4．行内・社内の体制強化および啓蒙
（１）お客さまのニーズ・利益に即した行動を評価する営業店の業績評価体系を構築するとともに、行員・社員等の評価

　　　　に対して適切な反映を行います。
（２）お客さま本位の業務運営の実践に向けて、研修機会の充実を図ります。

5．取組状況の定期的な公表
　　　本取組方針に基づく七十七銀行グループの取組みの状況については、年度毎に作成する「ディスクロージャー誌」等に
　  おいて、定期的に公表します。

　以上の取組みを通じて、七十七銀行グループは、お客さまに対する公正で誠実な行動の徹底と専門性および職業倫理
の維持・向上を図りますとともに、お客さまの最善の利益を追求する業務運営が「企業文化」として定着するよう努めて
まいります。

※本取組方針の対象となるグループ会社：株式会社七十七銀行・七十七証券株式会社

　当行および七十七証券株式会社では、お客さまに対するより良い金融商品・サービスの提供を促進する観点から、「＜七十七＞
お客さま本位の業務運営に関する取組方針」を制定し、役職員に遵守するよう徹底するとともに、当行および七十七証券株式会社
のホームページに掲載しています。
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「金融円滑化推進についての当行の方針」の遵守

　当行では、現在の経済金融情勢や雇用環境の状況などに鑑み、お借入れおよび返済条件のご変更等にかかるお客さまからの
ご相談等に、より適切に対応するため、「金融円滑化推進についての当行の方針」を制定し、役職員に遵守するよう徹底するととも
に、当行ホームページにも掲載しています。

金融円滑化推進についての当行の方針

〔基本方針〕

　七十七銀行では、1961年に経営の基本理念として「行是」を制定しておりますが、そのなかで「奉仕の精神の高揚」
を第一に掲げ、地域社会の繁栄のために奉仕することを、当行役職員の規範として定めております。
　当行では、この基本理念にもとづき、従来より地域への円滑な資金の供給や、お客さまの経営改善あるいは再生に向
けた支援など、地域密着型金融の推進に積極的に取り組んでまいりましたが、東日本大震災からの復旧・復興情勢や雇
用環境におけるお客さまのお借入れ負担の状況などに鑑み、地域における震災復興支援と経済の活性化の推進に向けて、
中小企業金融円滑化法の期限到来後においても、お客さまからのご相談等に引き続き適切に対応するため、「金融円滑化
推進についての当行の方針」を定め、金融円滑化の推進に向けた取組みを一層強化してまいります。

10．経営実態や成長性および将来性等を適切に見極めるための能力の向上
　担保および個人保証に過度に依存することなく、経営実態をよりきめ細かく把握したうえで成長性および将来性等
を重視したご融資の提供に取り組むほか、研修の実施等により、お客さまの経営実態や成長性および将来性等を適切
に見極めることのできる能力の向上を図ります。

1．ご相談等に対する真摯な対応
　新規のお借入および返済条件のご変更等にかかるご相談・お申込みをお受けした場合には、当該ご相談等に真摯
に対応するとともに、ご相談等をいただいた案件の進捗について適切な管理を行います。

2．適切な審査の実施
　事業を営まれているお客さまの審査については、決算書等、財務の表面上の数値のみで画一的な判断をせず、経営
実態をきめ細かく把握したうえで、成長性および将来性等を重視した適切な審査を行います。
また、住宅ローンご利用のお客さまについては、将来にわたる無理のないご返済に向けて、お客さまの収入状況や生活
状況をきめ細かく把握したうえで審査を行います。

3．事業を営まれているお客さまからのお申込みへの対応
（１）新規のお借入のご相談・お申込みについては、事業の特性およびその事業の状況等を重視のうえ、可能な限りお客

さまのご要望に沿えるよう適切な対応を行います。
（２）返済条件のご変更等にかかるご相談・お申込みをお受けした場合には、事業の改善の見通し等を重視のうえ、可能

な限りお客さまのご要望に沿った返済条件のご変更を行うなど適切な対応を行います。
4．住宅ローンご利用のお客さまからのお申込みへの対応
　返済条件のご変更等にかかるご相談・お申込みをお受けした場合には、お客さまの財産や収入の状況等を勘案のう
え、可能な限りお客さまのご要望に沿った返済条件のご変更を行うなど適切な対応を行います。

5．他金融機関等との緊密な連携
　返済条件のご変更等にかかるお申込みにあたり、他の金融機関、信用保証協会および中小企業再生支援協議会等と
お取引等がある場合には、お客さまの同意を得たうえで、その関係機関と緊密な連携を図ります。

6．説明の徹底
（１）お借入に関連する各種の契約を締結するにあたり、お客さまの理解を得るために、知識、経験等を踏まえ、適切かつ

丁寧な説明を行います。
（２）返済条件のご変更等にあたり、条件を付す場合は、その内容を可能な限り速やかにお客さまに提示のうえ、十分に

説明を行います。
（3）新規のお借入および返済条件のご変更等にかかるご要望に沿えない場合には、これまでのお取引やお客さまの知

識等を踏まえ、ご要望に沿えない理由について可能な限り具体的かつ丁寧な説明を行います。

9．経営改善に向けた積極的な支援
　お客さまへの継続的な訪問等を通じて、お客さまの経営実態に応じて経営改善に向けた積極的な支援を行います。
　特に、事業を営まれているお客さまからご依頼がある場合には、事業に関する改善計画等の策定を支援するととも
に、計画を策定した場合には、進捗状況の把握に努め、必要に応じて助言等を行います。

7．ご意見・ご要望および苦情への対応
　新規のお借入および返済条件のご変更等にかかるご相談・お申込みに関して、お客さまからお申し出のあったご意
見・ご要望および苦情については、迅速かつ適切な対応を行います。

8．事業の再生手続への対応
　事業再生ADR手続（注）や株式会社地域経済活性化支援機構ならびに株式会社東日本大震災事業者再生支援機構
等を通じた事業の再生手続に関するご要請等をお受けした場合には、事業の改善、再生の見通し等を重視し、可能な
限り適切な対応を行います。
注．民間の第三者機関が債権者の間の調整役となり再建計画をまとめる制度で、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法第
２条第25項に規定する特定認証紛争解決手続をいいます。
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〔体制整備の概要〕
1．返済条件のご変更等の対応状況を適切に把握するための体制の概要

2．返済条件のご変更等にかかる苦情相談を適切に行うための体制の概要
　お客さまからの苦情相談をお受けするためコンプライアンス統轄部お客様サポート課に「苦情相談窓口」を設置す
るとともに、各営業店に苦情受付担当者を配置しております。また、苦情相談をお受けした場合には、その内容を法令
等にもとづき適切に記録・保存します。

4．行内体制の概要
　次頁「金融円滑化推進にかかる行内体制の概要」のとおり

　経営陣は、金融機関の信頼の維持、業務の健全性および適切性の確保のための金融円滑化推進の重要性を十分認
識し、お客さまの経営改善支援を含め、金融円滑化推進を重視した経営管理を行い、本方針の適切な実施に積極的に
取り組んでまいります。

11．経営者保証に関するガイドラインへの適切な対応
　経営者保証に関するガイドライン（注）の趣旨を踏まえ、経営者等の個人保証に依存しないお借入れの一層の促進
を図るとともに、保証契約の締結、保証契約の見直しならびに保証債務の整理について、適切な対応を行います。
注．経営者等による個人保証に関する合理的な保証契約の在り方等を示すとともに、主たる債務の整理局面における保証債務の整理を公正
かつ迅速に行うための準則であり、2013年12月5日に経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会と日本商工会議所が共同事
務局）より公表されています。

（１）ご相談受付体制の整備
A．「震災復興・金融円滑化『融資ご相談窓口』」の設置
　最寄りの営業店でお気軽にご相談いただけるよう、各営業店に「震災復興・金融円滑化『融資ご相談窓口』」を
設置しております。
B．「個人ローンご返済相談窓口」の設置
　住宅ローンを含め消費者ローン全般をご利用のお客さまを対象として、ご相談をお受けする「個人ローンご
返済相談窓口」を全ローンセンターに設置しております。
C．ご相談専用のフリーダイヤルを、本部および全ローンセンターに開設しております。
D．「休日相談窓口」の臨時設置
　事業を営まれているお客さまを対象として、休日にご相談をお受けする「休日相談窓口」を経済情勢等に応
じ臨時設置いたします。なお、設置日等については、別途お知らせいたします。

（２）「金融円滑化推進委員会」の設置（2009年12月1日設置）

A．お客さまのお借入および返済条件のご変更等にかかるご相談等に対して、適切な対応を行うための態勢整備の検討
B．経営改善支援を適切に行うための態勢整備の検討
C．実施状況等を適切に把握し、開示・報告等を行うための態勢整備の検討

3．事業を営まれているお客さまの事業についての改善または再生のための支援を適切に行うための体制の概要
（１）事業に関する改善計画等を策定した場合には、その進捗状況の確認・検証を定期的に行い、計画の見直し等

について適切な支援・助言等を行います。
（２）抜本的な事業再生等の支援を必要としているお客さまについては、専門性が高度化、多様化している現状を

踏まえ、審査部企業支援室において、外部専門家、外部機関と連携して計画策定支援を行うとともに、第三
者的な視点や専門的な知識・機能を積極的に活用した事業再生支援に取り組みます。

（３）金融円滑化推進管理の責任者および担当者の配置
　2010年1月より、金融円滑化推進の状況等を適切に把握し、お客さまに対するサポート体制の一層の強化に
取り組むため、本部関係部課および営業店等に金融円滑化推進管理の責任者および担当者を配置しております。

名　称 責任者・担当者区　分 役　割

本　部

営業店等

金融円滑化推進管理責任者

金融円滑化推進管理担当者

金融円滑化推進管理担当者

審査部長

関係課長

営業店長
出張所長

ローンセンター所長

金融円滑化推進管理全般の統轄
所管業務における金融円滑化推進管理の状況
の把握、改善・指導

営業店等における金融円滑化推進管理の状況
の把握、改善・指導

（４）返済条件のご変更等にかかる案件の適切な管理
A．返済条件のご変更等にかかる案件については、内容の記録を行い、各営業店の金融円滑化推進管理担当者が、
案件の記録状況等の点検を毎営業日実施し、適切な管理を行います。また、記録した内容は、法令等にもとづき
適切に保存します。
B．各営業店の金融円滑化推進管理担当者は、案件の申込状況や進捗状況等を定期的にとりまとめ、金融円滑化
推進管理責任者に報告を行います。
C．金融円滑化推進管理責任者は、各営業店からの報告を取りまとめ、金融円滑化推進の状況について、定期的に
役員部長連絡会へ報告を行います。
　また、金融円滑化推進管理責任者は、金融円滑化推進管理の状況を取りまとめ、定期的に常務会へ報告を行い
ます。
Ｄ．常務会は、金融円滑化推進管理の状況を分析・評価のうえ、必要に応じて、金融円滑化推進管理責任者へ改善
を実施させるとともに改善状況等の報告を受け、金融円滑化推進管理を適切に行う態勢を整備します。

　金融円滑化の推進を図る観点から、次の事項を任務として設置しております。

コーポレートデータ

－17－ －18－

010_0253528051907.indd   17 2019/07/31   16:37:50



■  金融円滑化推進にかかる行内体制の概要

お
客
さ
ま

報告
推進状況の
報告

管理状況の
報告

研修･指導

報告･協議

ご来店

お電話

電話・
ホームページ

（苦情相談窓口）

コンプライアンス統轄部
お客様サポート課

（金融円滑化推進管理態勢の整備・確立）
審査部担当役員

（方針の決定、組織・体制整備）
取締役会

（推進管理状況の分析、評価・改善）
常務会 監査等

委員会

監査部頭　取 役員部長連絡会

関係部
○ 総合企画部
○ コンプライアンス統轄部
○ リスク統轄部
○ 営業統轄部
○ コンサルティング営業部
○ 個人ダイレクト推進部

部会長：企業支援室長
部　員：関係課の課長

〈金融円滑化支援チーム〉
（具体的対応策の検討）

【金融円滑化推進委員会】
（適切な対応に向けた態勢整備）

委　員　長：役付取締役
　　　　　 （審査部担当役員）
副 委 員 長：審査部長
委　　   員：関係部の部長

審査部
（方針の策定・推進管理の統轄）

企業支援室
（経営改善支援・再生支援の統轄）

外部専門家（駐在）

【連携】
外部専門家（経営コンサルタント等）
外部機関（中小企業再生支援協議会等）

営業店（出張所）
（震災復興・金融円滑化

「融資ご相談窓口」）

（事業資金にかかる休日相談窓口）
※経済情勢等に応じ臨時設置

営業店（出張所）
ローンセンター
苦情受付担当者

ご相談・
お申込み

真摯かつ適切な対応

コンサルティング営業部

フリーダイヤル

フリーダイヤル

営業店長（出張所長）
【金融円滑化推進管理担当者】

審査部長
【金融円滑化推進管理責任者】

（金融円滑化推進管理全般を統轄）

ローンセンター
（個人ローンご返済相談窓口）

ローンセンター所長
【金融円滑化推進管理担当者】

（営業推進支援等）

苦情相談

連携

真摯かつ
適切な対応

苦情相談

真摯かつ
適切な対応

コーポレートデータ
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預金業務
預金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、

納税準備預金、非居住者円預金、外貨預金等を取扱っています。

譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取扱っています。

貸出業務
貸付 手形貸付、証書貸付および当座貸越を取扱っています。

手形の割引 銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引を取扱っています。

商品有価証券売買業務 国債等公共債およびコマーシャル・ペーパーの売買業務を行っています。

有価証券投資業務 預金の支払準備および資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証
券に投資しています。

内国為替業務 送金為替、口座振込および代金取立等を取扱っています。

外国為替業務 輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っています。

社債受託業務 担保附社債信託法による社債の受託業務および公社債の募集受託に関する業務
を行っています。

金融先物取引等業務 金融先物取引、オプション取引、スワップ取引等の業務を行っています。

附帯業務

代理業務

日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店業務

地方公共団体の公金取扱業務

勤労者退職金共済機構等の代理店業務

株式払込金の受入代理業務および株式配当金、公社債元利金の支払代理業務

日本政策金融公庫等の代理貸付業務

信託代理店業務

損害保険代理店業務

生命保険代理店業務

保護預りおよび貸金庫業務

有価証券の貸付

債務の保証（支払承諾）

金の売買

公共債の引受

国債等公共債および投資信託の窓口販売

企業型確定拠出年金取扱業務

コマーシャル・ペーパー等の取扱い

金融商品仲介業務

コーポレートデータ
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店舗

宮城県
仙台市青葉区

本店営業部   
〒980-8777　青葉区中央3-3-20
TEL（022）267-1111

JR仙台出張所 （本店営業部内にて営業中）
〒980-8777　青葉区中央3-3-20［本店営業部内］
TEL（022）222-9808

芭蕉の辻支店 （本店営業部内にて営業中）
〒980-8777　青葉区中央3-3-20［本店営業部内］
TEL（022）222-7731

南町通支店   
〒980-0021　青葉区中央3-5-7
TEL（022）221-4101

名掛丁支店   
〒980-0021　青葉区中央1-7-5
TEL（022）224-0161

仙台駅前支店   
〒980-0021　青葉区中央1-10-1［ヒューモスファイヴ内］
TEL（022）221-1681
※�2019年9月2日（月）に仙台市青葉区中央1-7-5 
（名掛丁支店内）に移転予定であります。

新伝馬町支店   
〒980-0021　青葉区中央2-4-1
TEL（022）221-5511

一番町支店   
〒980-0811　青葉区一番町4-10-20
TEL（022）222-1721

県庁支店
〒980-0014　青葉区本町3-8-1［宮城県庁舎内］
TEL（022）223-3454

仙台市役所支店
〒980-8671　青葉区国分町3-7-1［仙台市庁舎内］
TEL（022）223-2111

二日町支店   
〒980-0802　青葉区二日町7-15
TEL（022）222-4156

大学病院前支店   
〒980-0824　青葉区支倉町4-29
TEL（022）224-1577

八幡町支店   
〒980-0871　青葉区八幡4-1-5
TEL（022）273-3411

国見支店   
〒981-0943　青葉区国見2-9-8
TEL（022）275-5188

北仙台支店   
〒981-0914　青葉区堤通雨宮町12-20
TEL（022）234-1311

上杉支店   
〒980-0011　青葉区上杉5-3-36［第三勝山ビル内］
TEL（022）211-7221

宮町支店   
〒980-0004　青葉区宮町2-1-56
TEL（022）225-8331

小松島支店   
〒981-0905　青葉区小松島3-5-16
TEL（022）234-6281

旭ヶ丘支店   
〒981-0904　青葉区旭ヶ丘3-26-23
TEL（022）273-2121

東勝山支店   
〒981-0923　青葉区東勝山3-12-28
TEL（022）271-3501

荒巻支店   
〒981-0965　青葉区荒巻神明町25-3
TEL（022）233-0186

中山支店   
〒981-0952　青葉区中山4-23-28
TEL（022）279-7011

吉成支店   
〒989-3205　青葉区吉成1-17-1
TEL（022）279-8444

栗生支店   
〒989-3126　青葉区落合6-11-2
TEL（022）392-8777

宮城町支店   
〒989-3125　青葉区下愛子字観音46-3
TEL（022）392-6567

仙台市宮城野区
仙台東口支店   
〒983-0852　宮城野区榴岡2-4-22［仙台東口ビル内］
TEL（022）293-7741

榴岡支店   
〒983-0852　宮城野区榴岡5-1-35［三共仙台東ビル内］
TEL（022）296-1411

仙台原町支店   
〒983-0841　宮城野区原町2-3-50
TEL（022）256-3131

宮城野支店   
〒983-0045　宮城野区宮城野2-12-17
TEL（022）256-8441

卸町支店   
〒983-0043　宮城野区萩野町3-9-1
TEL（022）232-3277

扇町支店   
〒983-0034　宮城野区扇町2-2-22
TEL（022）231-7511

幸町支店   
〒983-0836　宮城野区幸町1-22-7
TEL（022）275-1177

東仙台支店   
〒983-0833　宮城野区東仙台1-2-17
TEL（022）251-5251

鶴ヶ谷支店   
〒983-0824　宮城野区鶴ヶ谷2-1-8
TEL（022）251-8185

岩切支店   
〒983-0821　宮城野区岩切字青津目121-5
TEL（022）396-8777

仙台市若林区
荒町支店   
〒984-0073　若林区荒町106-1
TEL（022）225-5411

河原町支店   
〒984-0816　若林区河原町1-4-3
TEL（022）223-7105

南小泉支店   
〒984-0823　若林区遠見塚2-1-18
TEL（022）285-1877

沖野支店   
〒984-0838　若林区上飯田1-5-34
TEL（022）285-5161

六丁目支店   
〒984-0013　若林区六丁の目南町4-5
TEL（022）288-5611

中央市場支店
〒984-0015　若林区卸町4-3-1［仙台市中央卸売市場内］
TEL（022）232-8171

東卸町支店   
〒984-0002　若林区卸町東2-7-1
TEL（022）231-7551

仙台市太白区
長町支店   
〒982-0011　太白区長町3-8-29
TEL（022）248-2111

長町南支店   
〒982-0011　太白区長町7-19-70
TEL（022）247-7077

泉崎支店   
〒982-0012　太白区長町南4-20-30
TEL（022）249-3161

富沢支店   
〒982-0036　太白区富沢南1-23-3
TEL（022）246-0477

八本松支店   
〒982-0001　太白区八本松1-15-25
TEL（022）249-2151

中田支店   
〒981-1104　太白区中田3-6-5
TEL（022）241-1177

西中田支店   
〒981-1105　太白区西中田7-10-50
TEL（022）241-8572

袋原支店   
〒981-1102　太白区袋原6-1-3
TEL（022）242-0871

西多賀支店   
〒982-0034　太白区西多賀1-21-5
TEL（022）245-5161

（2019年7月31日現在）
店舗一覧
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八木山支店   
〒982-0832　太白区八木山緑町8-30［紅久ビル内］
TEL（022）229-4721

南八木山支店   
〒982-0807　太白区八木山南4-1-6
TEL（022）243-2151

仙台市泉区・富谷市・大和町
仙台市泉区

南光台支店   
〒981-8003　泉区南光台7-1-5
TEL（022）272-7761

長命ヶ丘支店   
〒981-3212　泉区長命ヶ丘4-14-3
TEL（022）378-5271

加茂出張所   
〒981-3122　泉区加茂4-1-4
TEL（022）378-3111

泉中央支店   
〒981-3133　泉区泉中央1-13-4［泉エクセルビル内］
TEL（022）373-9711

泉支店   
〒981-3117　泉区市名坂字町68-2
TEL（022）372-2311

向陽台支店   
〒981-3102　泉区向陽台3-15-15
TEL（022）373-1201

将監支店   
〒981-3132　泉区将監8-8-8
TEL（022）372-3177

泉パークタウン支店   
〒981-3204　泉区寺岡6-7-5
TEL（022）377-0877

高森支店   
〒981-3203　泉区高森7-2

［ショッピングガーデン・キャラウェイ内］
TEL（022）378-1731

富谷市
明石台支店   
〒981-3332　富谷市明石台6-1-415
TEL（022）773-9377

富谷支店   
〒981-3304　富谷市ひより台2-36-4
TEL（022）358-4555

大和町
吉岡支店   
〒981-3621　黒川郡大和町吉岡字上町45
TEL（022）345-2101

宮城県南部
名取市

増田支店   
〒981-1224　名取市増田2-2-7
TEL（022）382-3177

仙台空港出張所   
〒989-2401　名取市下増田字南原

［仙台空港ターミナルビル内］
TEL（022）383-4655

杜せきのした支店   
〒981-1227　名取市杜せきのした1-3-4
TEL（022）383-0077

閖上支店 （杜せきのした支店内にて営業中）
〒981-1227　名取市杜せきのした1-3-4

［杜せきのした支店内］
TEL（022）385-0211

名取西支店   
〒981-1232　名取市大手町4-9-2
TEL（022）384-1151

岩沼市
岩沼支店   
〒989-2432　岩沼市中央1-3-24
TEL（0223）22-2177

岩沼西支店   
〒989-2459　岩沼市たけくま1-11-13
TEL（0223）22-6477

亘理町
亘理支店   
〒989-2351　亘理郡亘理町字新町64-4
TEL（0223）34-1171

山元町
山下支店   
〒989-2201　亘理郡山元町山寺字山下64
TEL（0223）37-1177

角田市
角田支店   
〒981-1505　角田市角田字町74
TEL（0224）63-1077

丸森町
丸森支店   
〒981-2165　伊具郡丸森町字町西22
TEL（0224）72-2077

柴田町
船岡支店   
〒989-1601　柴田郡柴田町船岡中央1-7-3
TEL（0224）55-2077

槻木支店   
〒989-1753　柴田郡柴田町槻木上町1-1-44
TEL（0224）56-1221

大河原町
大河原支店   
〒989-1241　柴田郡大河原町字町190-2
TEL（0224）52-2077

村田町
村田支店   
〒989-1305　柴田郡村田町大字村田字町163-1
TEL（0224）83-2077

川崎町
川崎支店   
〒989-1501　柴田郡川崎町大字前川字本町64-2
TEL（0224）84-5755

白石市
白石支店   
〒989-0273　白石市字中町35-1
TEL（0224）25-3131

蔵王町
蔵王支店   
〒989-0821　刈田郡蔵王町大字円田字西浦4-2
TEL（0224）33-2031

宮城県浜通り地区
多賀城市
多賀城支店   
〒985-0874　多賀城市八幡3-16-18
TEL（022）364-7741

高砂支店   
〒985-0853　多賀城市高橋2-10-15
TEL（022）368-8191

下馬支店   
〒985-0835　多賀城市下馬5-3-1
TEL（022）367-5865

塩釜市
塩釜支店   
〒985-0021　塩釜市尾島町17-11
TEL（022）364-4111

北浜支店   
〒985-0003　塩釜市北浜4-1-20
TEL（022）364-1335

塩釜西支店   
〒985-0036　塩釜市東玉川町2-22
TEL（022）367-1151

七ヶ浜町
七ヶ浜支店   
〒985-0821　宮城郡七ヶ浜町汐見台1-1-2
TEL（022）357-4111

利府町
利府支店   
〒981-0112　宮城郡利府町利府字新揺橋65-1

（18街区5画地）
TEL（022）356-8444

松島町
松島支店   
〒981-0215　宮城郡松島町高城字町177
TEL（022）354-2171

東松島市
矢本支店   
〒981-0503　東松島市矢本字上新沼14-1
TEL（0225）82-3115

鳴瀬出張所   
〒981-0303　東松島市小野字中央23-1
TEL（0225）87-3841

石巻市
石巻支店   
〒986-0824　石巻市立町2-5-12
TEL（0225）95-3311
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湊支店 （石巻支店内にて営業中）
〒986-0824　石巻市立町2-5-12［石巻支店内］
TEL（0225）22-1131
※�2020年2月17日（月）に石巻市湊字筒場40番地に移

転予定であり渡波支店と同一建物内で営業いたします。

穀町支店   
〒986-0855　石巻市大街道東1-1-27
TEL（0225）22-5128

渡波支店
〒986-2103　石巻市流留字七勺1-1

［イオンスーパーセンター石巻東店敷地内］
TEL（0225）24-0121
※�2020年2月17日（月）に石巻市湊字筒場40番地に移

転予定であり湊支店と同一建物内で営業いたします。

新中里支店   
〒986-0814　石巻市南中里2-9-33
TEL（0225）96-4131

蛇田支店   
〒986-0868　石巻市恵み野3-4-2［ホーマック敷地内］
TEL（0225）94-5711

のぞみ野出張所   
〒986-0860　石巻市のぞみ野1-1-6
TEL（0225）90-4501

鮎川支店   
〒986-2523　石巻市鮎川浜鬼形山1-13

［石巻市牡鹿総合支所内］
TEL（0225）45-2121

飯野川支店   
〒986-0101　石巻市相野谷字飯野川町127
TEL（0225）62-3711

中津山支店   
〒986-0313　石巻市桃生町中津山字内八木111-2
TEL（0225）76-2117

女川町
女川支店   
〒986-2261　牡鹿郡女川町女川浜字女川133

（SG-11街区3画地）
TEL（0225）54-3141

南三陸町
志津川支店   
〒986-0725　本吉郡南三陸町志津川字沼田150-34

［志津川商工団地内］
TEL（0226）46-2633

気仙沼市
気仙沼支店
〒988-0085　気仙沼市三日町1-1-11
TEL（0226）22-6770
※�2020年1月27日（月）に気仙沼都市計画事業魚町・

南町地区被災市街地復興土地区画整理事業施行地区
内16街区1画地、2画地に移転予定であります。

内脇支店
〒988-0053　気仙沼市田中前2-2-2
TEL（0226）22-7070

宮城県北部
大崎市

古川支店   
〒989-6162　大崎市古川駅前大通2-5-17
TEL（0229）22-3077

古川十日町支店   
〒989-6165　大崎市古川十日町7-27
TEL（0229）23-2717

南古川支店   
〒989-6141　大崎市古川南新町5-37
TEL（0229）24-1877

岩出山支店   
〒989-6436　大崎市岩出山字二の構109
TEL（0229）72-0077

鳴子支店   
〒989-6823　大崎市鳴子温泉字湯元2-1
TEL（0229）83-2177

鹿島台支店   
〒989-4102　大崎市鹿島台木間塚字小谷地383-1
TEL（0229）56-2077

松山出張所   
〒987-1304　大崎市松山千石字広田46
TEL（0229）55-3119

田尻支店   
〒989-4415　大崎市田尻字町尻6-1
TEL（0229）39-1077

加美町
中新田支店   
〒981-4251　加美郡加美町字西町1
TEL（0229）63-3177

小野田支店   
〒981-4334　加美郡加美町字町屋敷二番28-1
TEL（0229）67-3077

涌谷町
涌谷支店   
〒987-0111　遠田郡涌谷町字柳町25-3
TEL（0229）42-2751

美里町
小牛田支店   
〒987-0002　遠田郡美里町字藤ヶ崎町93
TEL（0229）33-3111

栗原市
築館支店   
〒987-2216　栗原市築館伊豆1-8-12
TEL（0228）22-2171

一迫支店   
〒987-2308　栗原市一迫真坂字本町20
TEL（0228）52-2177

岩ヶ崎支店   
〒989-5301　栗原市栗駒岩ヶ崎六日町96
TEL（0228）45-2277

若柳支店   
〒989-5501　栗原市若柳字川北新町37-1
TEL（0228）32-2131

登米市
佐沼支店   
〒987-0511　登米市迫町佐沼字西佐沼94
TEL（0220）22-2577

米谷支店   
〒987-0902　登米市東和町米谷字元町166
TEL（0220）42-2277

登米支店   
〒987-0702　登米市登米町寺池九日町5
TEL（0220）52-2277

宮城県外
福島県

福島市
福島支店   
〒960-8691　福島市大町5-6［日本生命福島ビル内］
TEL（024）522-0171

郡山市
郡山支店   
〒963-8017　郡山市長者3-5-1
TEL（024）933-0007

いわき市
平支店   
〒970-8026　いわき市平字三町目14
TEL（0246）23-3131

小名浜支店   
〒971-8164　いわき市小名浜寺廻町3-1
TEL（0246）53-2221

南相馬市
原町支店   
〒975-0008　南相馬市原町区本町2-51
TEL（0244）23-3177

相馬市
相馬支店   
〒976-0042　相馬市中村字大町78-1
TEL（0244）36-2141

宮城・福島県外
東京都中央区

東京支店
〒104-0061　中央区銀座4-14-11［七十七銀座ビル内］
TEL（03）3542-8181

日本橋支店
〒103-0025　中央区日本橋茅場町1-5-3
TEL（03）3666-1581

岩手県盛岡市
盛岡支店   
〒020-0022　盛岡市大通3-3-10［七十七日生ビル内］
TEL（019）624-1177

岩手県北上市
北上支店   
〒024-0083　岩手県北上市柳原町1-4-10
TEL（0197）64-1777

コーポレートデータ
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山形県山形市
山形支店   
〒990-0039　山形市香澄町3-1-3
TEL（023）631-8157

秋田県秋田市
秋田支店   
〒010-0001　秋田市中通4-12-1［丸島ビル内］
TEL（018）833-9371

愛知県名古屋市中区
名古屋支店
〒460-0008　名古屋市中区栄3-1-1

［広小路本町ビルディング内］
TEL（052）262-3721

大阪府大阪市中央区
大阪支店
〒541-0059　大阪市中央区博労町3-5-1

［御堂筋グランタワー内］
TEL（06）6244-0531

北海道札幌市中央区
札幌支店   
〒060-0061　札幌市中央区南一条西4-5［大手町ビル内］
TEL（011）261-2551

その他
振込専用支店

事務所
海外駐在員事務所

上海駐在員事務所
中華人民共和国上海市浦東新区陸家嘴環路1000号
恒生銀行大厦16階
TEL 86-21-6841-2077

シンガポール駐在員事務所
50 Collyer Quay, #11-09 OUE Bayfront,
Singapore 049321
TEL 65-6509-0077

ローンセンター・相談プラザ・
ほけんプラザ

ローンセンター
本店ローンセンター
〒980-8777　仙台市青葉区中央3-3-20

［本店3階］
TEL（022）211-9752

長町ローンセンター
〒982-0011　仙台市太白区長町7-19-70

［長町南支店2階］
TEL（022）246-4466

泉ローンセンター
〒981-3133　仙台市泉区泉中央1-13-4

（泉エクセルビル内）［泉中央支店2階］
TEL（022）218-6311

仙台東口ローンセンター
〒983-0852　仙台市宮城野区榴岡2-4-22

（仙台東口ビル内）［仙台東口支店2階］
TEL（022）293-6077

石巻ローンセンター
〒986-0868　石巻市恵み野3-4-2（ホーマック敷地内）

［蛇田支店2階］
TEL（0225）95-7788

杜せきのしたローンセンター
〒981-1227　名取市杜せきのした1-3-4

［杜せきのした支店内］
TEL（022）382-9277

六丁目ローンセンター
〒984-0013　仙台市若林区六丁の目南町4-5

［六丁目支店内］
TEL（022）390-0020

相談プラザ
仙台駅前相談プラザ
〒980-0021　仙台市青葉区中央1-10-1

（ヒューモスファイヴ内）［仙台駅前支店内］
（0120）60-4377

※�2019年8月30日（金）15時をもちまして営業を終了
いたします。

泉相談プラザ
〒981-3117　仙台市泉区市名坂字町68-2

［泉支店内］
（0120）55-4277

明石台相談プラザ
〒981-3332　富谷市明石台6-1-415

［明石台支店内］
（0120）87-5077

栗生相談プラザ
〒989-3126　仙台市青葉区落合6-11-2

［栗生支店内］
（0120）56-2977

利府相談プラザ
〒981-0112　宮城郡利府町利府字新揺橋65-1

（18街区5画地）［利府支店内］
（0120）34-7077

古川相談プラザ
〒989-6162　大崎市古川駅前大通2-5-17

［古川支店内］
（0120）75-0477

ほけんプラザ
77明石台ほけんプラザ
〒981-3332　富谷市明石台6-1-415

［明石台支店内］
（0120）25-2377（予約専用ダイヤル）

77長町南ほけんプラザ
〒982-0011　仙台市太白区長町7-19-70

［長町南支店2階］
（0120）10-7577（予約専用ダイヤル）

法人営業所

法人営業所
青森法人営業所
〒030-0861　青森市長島2-13-1

［AQUA青森スクエアビル内］
TEL（017）774-3077

八戸法人営業所
〒031-0041　八戸市廿三日町10

［石万ビルディング内］
TEL（0178）38-9677

海外発行カード対応ATM

本店営業部   

仙台空港出張所   

JR仙台駅3階   

仙台空港鉄道杜せきのした駅   

コーポレートデータ
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重点戦略 1 成⻑戦略 

営業推進体制と人材育成
地域社会・お客さまの成長・発展に向け、本部・営業店およびグループ会社が連携して、多様なニーズに対し付加価値の
高いソリューションを提供してまいります。また、コンサルティング能力向上に向けた人材育成にも取り組んでまいります。

人材育成プログラム

取引先（個人・法人・地方公共団体）

コンサルティング営業部

⃝「地域サポートチーム」による付加価値の⾼い
　ソリューションの提供、営業店のサポート
⃝成長分野⽀援
（医療介護、環境エネルギー、アグリ）

⃝法⼈向け決済ビジネス推進（FB、でんさい）

営業渉外課（法人営業推進デスク）

⃝事業承継⽀援
⃝ M＆Aアドバイザ

リー
⃝相続対策
⃝預り資産推進

コンサルティング
営業課

⃝シンジケート・ローン組成
⃝ストラクチャード･ファイナンス推進
⃝私募債推進
⃝ファンド活用

コーポレート
ファイナンス課

青森・八戸法人営業所

2018年4月組織改正、
今後人員を80名程度へ拡大

⃝ 事業性評価等を通じた多様なニーズの捕捉・
掘り起こし

⃝ 幅広い情報ネットワークの活用による収益獲
得機会の創出

情報・ニーズ
⃝ 付加価値の⾼いコンサルティングの実施・ 

ソリューションの提供
⃝ ライフステージに応じたスピーディーかつタイ

ムリーな提案
⃝ 強固なリレーション構築による取引囲い込み

ソリューション

協
　働

連　携
グループ会社

七十七リース
七十七信用保証
七十七カード
七十七証券
七十七リサーチ＆コンサルティング
七十七キャピタル

営　業　店

本　部

外部
専門機関

本部渉外機能の発揮
⃝専門人材によるコンサルティング
⃝積極的な案件組成支援
⃝外部専門家の効果的な活用
⃝帯同訪問等を通じた人材育成

⃝創業・起業⽀援
⃝ 地域中核企業⽀援・

育成
⃝まちづくり（PPP/PFI）
　促進
⃝観光振興⽀援
⃝情報活用
⃝ビジネスマッチング
⃝公共ビジネス⽀援

地域開発部
（地方創生推進デスク）

⃝非対面チャネル強化
⃝マス顧客セールス拡大

個人ダイレクト推進部

⃝事業性評価推進
⃝営業推進体制整備

営業統轄部
（事業性評価推進デスク）

⃝外為推進
⃝海外ビジネス⽀援

市場国際部

⃝事業再⽣⽀援
⃝経営改善⽀援

審査部

E S GE S G
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求める⼈材像　～地域に根ざしたコンサルティング力の強化に向けて～

■　コンサルティング能力向上に向けた人材育成プログラム

▪ 飽くなき向上心：自己啓発意欲に溢れ、広い視野で常に向上心や探究心を持って成長し続ける人材
▪ 旺 盛 な 挑 戦 力：前例や成功体験に捉われず、高い目標に向かって失敗を恐れずに挑戦し続ける人材
▪ 主体的な実⾏力：自ら主体的に考え、何事も責任感を持って最後までやり遂げる人材
▪ 豊 か な ⼈ 間 力：豊かな人間力で周囲の人々と信頼関係を築き、協働して成果を上げることができる人材
▪ ⾼ い 倫 理 観：高い倫理観を持ち、コンプライアンスや顧客本位の取組みを誠実に実践できる人材

⼈材育成の基本的な考え⽅

ＯＪＴ

⃝「共育（僚店短期留学）」によるＯＪＴの実施
「共育」とは、地域内営業店が一致協力し、自店のみならず、地域全体の人材育成と生産性の向上を実現さ
せるもの。２０１７年度より開始した営業店業務改革を通じて確⽴された当行オリジナルの人材育成スキーム。

地域における「共育」の取組みイメージと主な効果

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
能
力
向
上

自己啓発

⃝ＳＤウェブサポート（ｅラーニング）の拡充
コンサルティング能力向上を目的とする動画コンテンツを拡充
⃝�休日・平日夜間セミナーの開催　２０１８年度開催実績：４７回（受講者３,０７２名）
働き方改革の一環として新たに平日夜間セミナーを開催
（主なテーマ）
・知識習得（事業性評価、預り資産推進等）
・試験対策（ＣＦＰ、中小企業診断士）、
・人間力向上（コミュニケーション能力、一般教養等）
⃝通信講座の受講勧奨
⃝資格試験の受検勧奨
コンサルティング力の強化に向けたＫＰＩとして「ＦＰ１級・ＣＦＰ・中小企業診断士の資格取得者数」
を掲げ、資格取得を積極的に勧奨。

行内（行外）研修

⃝⾏内研修の拡充　２０１８年度開催実績：４７回（受講者５,７０５名）
【個⼈】
⃝�「事業承継・相続コンサル研修会」の新設
　企業オーナー等に対する事業承継・相続対策の提案力向上を目的に新設

【法⼈】
⃝�「審査部・コンサルティング営業部個別指導」の新設
　�融資業務遂行力およびコンサルティング力向上を図る観点から、審査部（６ヵ月間）およびコン
サルティング営業部（６ヵ月間）での個人指導を実施

⃝⾏外研修の拡充　２０１８年度海外トレーニー派遣者：９名
⃝�専⾨的知識を持った人材の育成ならびに行外者と議論をする機会を拡充する観点から、行外研
修・行外トレーニーへの派遣者を増員

ＯＪＴ 勧奨資格の取得と⾏内研修受講修了実績等によりコンサルティングにかかる⾏内資格を付与

指導支援者の派遣
（スキルの提供）

業務上の「新たな気
付き」等の持帰り、
競争意識・モチベー
ションの向上

　職場での「ＯＪＴ」を人材育成の根幹とする。各人が自分に必要である、また自分が勉強したいと考える知識やスキルは、
自学自習による「自己啓発」を基本とする。各種「研修」は、ＯＪＴと自己啓発を補完し、より専⾨的な知識やスキルを学ぶと
ともに、更なるスキルアップのきっかけとするために実施するものとする。
　以上の「ＯＪＴ」「自己啓発」「研修」を繰り返し行うことで、人材育成を図っていく。

母　店

B支店

C支店

D支店

A支店
「共育」により新入⾏員等

の早期育成に取り組む

● 成功事例等の共有
● 意見・アイデアの集約

●  課題・問題点の共有、 
対応策の検討・実施

（「共育」計画策定）

コミュニケーション・
交流機会の促進

短期間での成長・
スキルアップ
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重点戦略 1 成⻑戦略 

事業性評価への取組み　

地域の経済・産業の現状および課題を適切に認識・分析するとともに、様々なライフステージにあるお取引先の事業内容や
成長可能性などを適切に評価し、円滑な資金供給や課題解決策の提案を行う事業性評価に積極的に取り組んでおります。

行�内�体�制 取　引　先

⃝資金供給
⃝創業支援、ビジネスマッチング
⃝事業承継、M＆A相談
⃝ファンド活用、デリバティブ提案
⃝産学官連携、補助金提案
⃝販路拡大支援（商談会の開催）
⃝海外ビジネス支援
⃝事業再生、経営改善支援
⃝取引先、業務提携先の紹介等

専門的知見に
基づくアドバイス

⃝�専⾨性が高い案件に対する
本部機能の発揮

⃝�外部専⾨家等と連携した�
コンサルティング営業の推進

営　業　店
企業価値向上に向けた課題

資金調達 ビジネス
マッチング

販路拡大 人材確保

M＆A 事業承継

海外進出 補助金活用
本　部

グループ会社
（七十七リサーチ＆
コンサルティング等）

地域サポートチーム等

事業性評価による多様な
顧客ニーズの捕捉・掘り起こし

コンサルティング機能発揮による
ソリューション提供

外部専門機関

■ 事業性評価の概念図

（単位：先）

0

2,000

4,000

6,000

4,978

1,776

3,255

事業性評価先数（累計）

2019年3月末2018年3月末2017年3月末

（単位：先）

0

10,000

20,000

30,000

課題解決策共有件数、課題解決策成約件数（累計）

2019年3月末2018年3月末2017年3月末

25,543

6,239

16,394

5,175

577
2,473

■ 課題解決策共有件数
■ 課題解決策成約件数

（単位：億円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000 7,155

4,011

5,346

事業性評価先の貸出金残高（累計）

2019年3月末2018年3月末2017年3月末
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2018年4月に組織改正により新設した「コーポレートファイナンス課」では、多様な資金供給手段の提供に向け、シンジケー
ト・ローンやストラクチャード・ファイナンスなどの法人向け貸出業務の推進を強化しております。

■ シンジケート・ローン、ストラクチャード・ファイナンス（※）

（※）�取引上の仕組み（ストラクチャー）を工夫することにより、企業の信用力から独⽴させた事業から生じるキャッシュフローの信用力や資産の
価値をもとに融資を実行するもの。

（単位：百万円）

0

300

150

450

600

シンジケート・ローン、コミットメントライン手数料

475

319

437

2019年度計画2018年度2017年度

（単位：件）

0

5

10
（単位：億円）

0

500

1,000

759億円
9件

279億円

5件

2018年度2017年度

シンジケート・ローン組成件数

「77ストラテジック・インベストメントファンド」の設⽴
　2019年3月、七十七キャピタル株式会社とともに、地域の商業・教育・医療施設等のインフラ整備運営、再生可能エネル
ギー等のプロジェクトから生じるキャッシュフローや不動産等のアセットを裏付けとした匿名組合出資持分等を投資対象とする
「77ストラテジック・インベストメントファンド」を設⽴いたしました。
　本ファンドは、ストラクチャード・ファイナンスにかかるエクイティ投資を実行するものであり、地方銀行の系列ファンドとして
極めてユニークな取組みであると同時に、当行グループにとって新たなファイナンス領域を開拓していくものであります。

出資者 本ファンド 投資対象

不動産流動化

地域インフラ整備運営
プロジェクト

再生可能エネルギー
プロジェクト

プロジェクトファイナンス
アセットバックファイナンス

77ストラテジック・
インベストメントファンド

（総額：20億円）

七十七銀行
（LP）

七十七
キャピタル

（GP）

出資

出資・
運営

匿名組合出資、
信託受益権 等

小笠原村（東京都） 七十七銀行

株式会社共勝丸（宮城県石巻市）

東京と小笠原を結ぶ航路貨物船（株式会社共勝
丸が事業運営）の存続危機

新造船建造の必要性を
七十七銀行に直接説明

融　資
▪�船舶老朽化による
新造船建造の要望
▪�自社の再建

▪�東日本大震災からの復興状況確認
▪�小笠原村の現状・総合戦略を検討
▪�運賃・修繕費等の変動を加味した収支検証・アドバイス
の実施（コンサルティング能力の発揮）

事業内容・成⻑可能性を評価※被災後も小笠原村への貨物船は休まず運航

課 題
事業性評価の実施

結　果

日本政策金融公庫 商工中金

課 題

▪課題共有
▪事業計画
▪資金相談

協調 呼掛け

事業性評価への取組事例

〈株式会社共勝丸〉
新造船建設・運航事業の維持

▪�業績向上・安定収益確保
▪�石巻市の産業、雇用等の維持
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重点戦略 1 成⻑戦略 

お取引先の新たなビジネスチャンスの創出や経営課題の支援など、地域のネットワークを活用したビジネスマッチングの推進
に積極的に取り組んでおります。

■ ビジネスマッチング

（単位：件）

0

200

100

300

400

500 434

290
342

七十七ビジネスマッチングサービス（※）成約件数

2018年度2017年度2016年度

（単位：百万円）

0

100

200

300
240

122

240

ビジネスマッチング手数料

2019年度
計画

2018年度2017年度

（単位：先）

0

30

60

90

120 109

63

82

ビジネスマッチング提携先数

2019年3月末2018年3月末2017年3月末

高齢化社会の進展を背景として、高まる事業承継に関する支援ニーズにお応えするため、「コンサルティング営業課」に
M&Aの担当者を配置し、営業店と連携し各種ご相談に対応しております。

■ M&A

（単位：百万円）

0

100

200

300

M&A手数料

250

83

125

2019年度計画2018年度2017年度

（単位：件）

0

10

20

30

M&Aアドバイザリー契約締結先

23

10

15

2018年度2017年度2016年度

事業承継にかかる連携協定

　2019年6月、中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継の進展と、地域経済の活性化を図るため、公益財団法人みやぎ
産業振興機構および株式会社バトンズとの三機関による「事業承継支援に向けた連携・協力に関する協定」を締結いたしました。

（公財）みやぎ産業振興機構 （株）バトンズ

（株） 七十七銀⾏ 

事業承継の課題解決に向けた可能性の拡大 

⃝��県内事業者等からの事業承継に関す
る相談対応�（累計相談対応件数約
900件）�

⃝��他県も含めた事業承継ニーズのデータ
ベースを保有�（全国で約6,000先）�

⃝��小規模事業者の事業承継を支援するイ
ンターネットによるマッチングサービス
を運営�(累計成約件数約200件)�

⃝��全国規模での事業承継ニーズを集約
し、データベース化� (利用登録者数約
25,000先)�

⃝��事業承継、Ｍ＆Ａに関するコンサルティング�
⃝��県内事業者との強固なリレーションと豊富な
情報量�(融資取引企業等約18,000先)�

⃝�宮城県内預金シェア５割強�

⃝��スムーズな連携�
⃝��マッチング先の選択肢増加
⃝��セミナーの開催協力�

譲渡先�
後継者難等により廃業
を検討する事業者等�

譲受先�
事業拡大や新規事業⽴
上げを検討する事業者等��

事業承継

※��取引先の課題解決を目的に当行の提携先�
を紹介するサービス

E S G
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お客さまの長期・固定金利での資金調達ニーズに対応するとともに、その発行が適債基準を充足した優良企業に限られ、イ
メージアップにもつながる「銀行保証付私募債」の推進を図っております。また、震災からの復旧・復興に取り組む企業を対
象とした「７７復興私募債」や、私募債発行に際し、当行が発行企業から受け取る手数料の一部で、地域の教育機関や老人
介護保険施設等に必要な物品を寄贈する「７７社会貢献私募債（寄付型）」などの取扱いも行っております。

■ 私募債

（単位：百万円）

0

100
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300

私募債引受手数料
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135

2019年度計画2018年度2017年度

（単位：件）
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2018年度2017年度

私募債引受件数・金額

「77地元プロスポーツ応援私募債（寄付型）」および「77ESG私募債」の取扱開始

　2019年4月、お客さまの地域貢献活動へのニーズに対応するとともに、ESGへの取組みに賛同しているお客さまの持続的
な成長を支援するために、「77地元プロスポーツ応援私募債（寄付型）」および「77ESG私募債」の取扱いを開始いたしました。
　「77地元プロスポーツ応援私募債（寄付型）」は、お客さまが本商品を発行する際、当行がお客さまから受け取る手数料の
一部を、当行が指定する宮城県のプロスポーツチーム（ベガルタ仙台、マイナビベガルタ仙台レディース、東北楽天ゴールデ
ンイーグルス、仙台89ERS）の中から、お客さまが希望する先への活動資金として金銭寄付するものです。
　「77ESG私募債」は、ESGへの取組みに賛同し、具体的な施策目標を策定しているお客さまを対象として、私募債発行時
の手数料の一部を優遇することにより持続的な成長を支援するものです。

異なる経営基盤・営業エリアにおいて有する情報・ネットワークを活用し、新たな価値の共創、地域経済の再生および活性
化を図るため、地方銀行9行（※）が連携するビジネスアライアンス「地域再生・活性化ネットワーク」（9行連携）に参加してお
ります。
2018年2月、東北から西日本への進出を目指していた当行取引先と、後継者不在に悩んでいた同業の広島銀行の取引先

との間でM&Aを成約するなど、自行内のみではマッチングが困難な事案に対し、当行と連携行のそれぞれの取引先を結びつ
け、販路拡大や仕⼊先の紹介等、経営課題解決に向けて連携して取り組んでおります。

■ 地域再⽣・活性化ネットワーク（9行連携）

企業

企業

複数の金融機関がそれぞれの情報・ネットワークを共有・活用

《 行連携の案件実績（ 年度）》

案件数

ファイナンス

Ｍ＆Ａ

情報マッチング

合　計

種　別

※9行連携参加行

七十七銀行、北海道銀行、千葉銀行、八十二銀行、静岡銀行、京都銀行、広島銀行、伊予銀行、福岡銀行
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重点戦略 1 成⻑戦略 

海外ビジネス支援　

■ 海外派遣行員数

海外ネットワークの拡充

行員派遣先　 主な提携機関等　※提携機関等のカッコ内は提携年月

当行では、アジアビジネス支援室が中心となり、海外2つの駐在員事務所（上海、シンガポール）や、6ヵ国8都市に派遣し
ている当行海外駐在員、提携する海外金融機関など、幅広いネットワークを活用し、お取引先の海外進出や、海外への販路開
拓、各種貿易取引等の海外ビジネス支援を行っております。

［提携機関数］
・海外提携金融機関�：�11機関
・海外専⾨機関（※）�：� 8機関
　※メキシコ4州を含みます

海外派遣⾏員数
中国・大連 宮城県大連事務所 1名

中国・上海 駐在員事務所他 3名

香港 金融機関 1名

ベトナム・ハノイ 金融機関 1名

タイ・バンコク 金融機関他 2名

シンガポール 駐在員事務所他 3名

英国・ロンドン 日本貿易振興機構 1名

米国・ニューヨーク 金融機関 1名

合計 13名

地元企業の海外拠点数推移

■ 地元企業の海外拠点数推移
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2019年2011年

110

169

76

149

172

66

32

55

66

55

17

45

59

470拠点

151拠点

300拠点

407拠点

2016年2005年

■ アジア以外
■ その他アジア
■ 中国
■ 東南アジア

上海駐在員事務所開設 アジアビジネス支援室設置 シンガポール駐在員事務所開設

※2019年5月30日現在

E S GE S G
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海外での商談会等開催実績（2018年度）
商談会名 対象企業 時期 開催地

Mfairバンコク2018
ものづくり商談会 製造業 2018年6月 タイ

（バンコク）

FBC広東2018
ものづくり商談会in南海 製造業 2018年9月 中国

（広東）

みやぎ・東北食材試食商談会 食品 2018年10月 シンガ
ポール

Food�Japan�2018 食品 2018年10月 シンガ
ポール

FBC上海2018ものづくり
商談会in未来工業展覧会 製造業 2018年11月 中国

（上海）

2018大連－地方銀行合同
ビジネス商談会

製造業、
食品ほか 2018年11月

中国
（大連）

ビジネスマッチングin台北
（日台企業商談会） 製造業 2018年11月 台湾

（台北）

日タイビジネス商談会 製造業
ほか 2019年1月 タイ

（バンコク）

JAPANブランド「東北“郷土の膳”」
シンガポールプロモーション事業 食品 2019年2月 シンガ

ポール

海外ビジネス関連融資実績
■ 取引先に対する海外ビジネス支援状況等
海外ビジネス⽀援（※）件数

（単位：百万円）
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海外ビジネスマッチング

2019年1月、株式会社七十七銀行は、仙台市、東洋ビジネ
スサービス、豊田通商タイランドの四者間で、仙台市およびタイ
の中小企業ビジネス活性化に向けた協力協定を締結しました。
仙台市およびタイにおいて事業を行う、または事業展開を

検討している中小企業に対して、各機関が有する専⾨的な知
見や情報等を共有し、
海外ビジネスに関す
る様々なニーズに協
力して支援を行って
おります。

2019年2月、ベトナム日本人材開発インスティチュート
と業務連携・協力に関する覚書を締結しました。同団体は、
日本とベトナム両国政府の合意のもと設⽴された人材育成
機関で、様々な事業のひとつとして、ベトナム人経営者に
日本式経営を指導し育成する「経営塾」を運営しています。
当行では、当塾の修了企業と日本のお客さまのマッチング
支援等を行っております。

「みやぎ・東北食材試食商談会」・「Food Japan 2018」
当行では、2018年10月25日（木）～27日（土）にシン

ガポールで開催された、ASEAN諸国で最大規模の日本食品
総合見本市「Food� Japan�2018」に協力し、海外販路開
拓ニーズがある当行のお取引先6社に出店いただきました。
また、Food� Japan�2018開催前日には、当行および宮

城県内の関係機関が連携し、「みやぎ・東北食材試食商談会」
を開催しました。当行のお取引先8社が、現地飲食店関係者
など約40名の来場者と商談を行いました。
このほか、出店企業のテストマーケティングを目的に、

現地飲食店シェフに出店企業の食材を使ったメニューの開
発を依頼し、試食商談会前の約1ヵ月間、実際に店舗で提供
し感想を募りました。

試食商談会の様子 Food�Japan�2018の様子

※海外進出支援、販路拡大・調達支援、海外情報の提供等

Pick Up

トピックス トピックス
仙台市等との海外ビジネス支援等に
関する協力協定締結

「ベトナム日本人材開発インスティチュート」
との業務連携・協力に関する覚書の締結
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重点戦略 2 地域経済活性化戦略

震災復興支援　

復興⽀援⽅針
　当行では、東日本大震災による甚大な被害を踏まえ、金融サービスの提供と金融仲介機能の発揮に努めるとともに、�
地域・お客さまの復興に向けた取組みを金融面から支援し、地域と共にある金融機関としての責務を果たしていく観点から、
地域経済の復興と発展への貢献に向けた「復興支援方針」を策定しております。
　活力に満ち、豊かで優しさにあふれる宮城、東北を取り戻すため、さまざまな課題に積極的に取り組み、全役職員を挙げ
て、地域、お客さまを支援するために行動してまいります。

1. 金融仲介機能の発揮
　私たちは、地域と共にある金融機関として、復旧・復興に向けた資金需要に積極的に対応するとともに、再建に
向け主体的に取り組むお客さまに対する貸出条件の変更や二重債務の解消等、被災されたお客さまが抱える問題の
解決に真摯に対応してまいります。

2. 地域の復興と更なる発展への貢献
　私たちは、コンサルティング能力・目利き能力を一層強化し、積極的なお客さま訪問等を通じて把握した復興ニー
ズに対し、迅速かつ最適なソリューションを提供していくとともに、地域の復興施策の実行主体である地方公共団体
等との連携を一層強化し、地域の再生や産業の活性化に資する施策に積極的に参画していくことにより、地域の復
興と更なる発展に貢献してまいります。
　また、お客さまの利便性の向上を図るとともに、金融サービスの安定的な提供を通じて地域の再生、再建を十分
に支援していくため、店舗網および営業体制の整備に努めてまいります。

3. 防災・安全、環境配慮型社会への対応
　私たちは、甚大な震災被害を踏まえ、防災や減災、安全に一層配慮するとともに、災害等緊急時においても継続
的な金融サービスの提供を行うために業務継続体制の強化に取り組みます。
　また、復興後に見込まれる地域の環境配慮型社会を見据え、省エネルギー、環境に配慮した取組みを進め、地域
社会に長期的・持続的に貢献してまいります。

＜復興支援方針＞
〜活力に満ち、豊かで優しさにあふれる宮城、東北を取り戻すために〜

震災関連貸出の対応状況

事業性
運転 設備 合計

件数 5,933件 2,483件 8,416件
金額 2,656億円 1,577億円 4,233億円

個人
無担保 住宅ローン 合計

件数 4,290件 13,318件 17,608件
金額 74億円 2,849億円 2,923億円

震災関連貸出実績（震災後～2019年3月末累計）
26,024件／7,156億円

震災復興委員会
　金融インフラの復旧や、お客さまとのお取引の早期正常化に取り組むとともに、金融仲介機能の更なる向上に向けた取組み
を推進し、地域社会・経済の復興、発展に貢献するため、2011年5月、本部に頭取を委員長とする「震災復興委員会」を
設置しております。震災復興委員会では、被災店舗の対応および復興支援にかかる施策等の審議やその実施状況等について
モニタリングを行うとともに、実効性に応じて施策の見直しも適宜行っております。

E S GE S G
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資金供給手段の多様化

「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（宮城
県）」関連貸出の実績
震災により被災された中小企業等グループの施設や設備

の復旧・整備に対する支援として、国と宮城県が補助を行う
「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」が実施さ
れております。当行は、補助金申請サポート等のほか、補
助金が交付されるまでのつなぎ資金や、補助金では賄い切
れない自己資金部分（投資額の4分の1）にあたる資金需
要に対し、積極的にお応えしております。

つなぎ資金実績
801件／579億円

自己資金部分実績
168件／128億円

被災した事業者等の二重債務問題への対応実績
震災に伴う二重債務問題に対応するため、債権買取に加

え多様な支援メニューを有する東日本大震災事業者再生支
援機構や、宮城産業復興機構などの公的機関を活用してお
ります。

東日本大震災事業者再⽣支援機構支援決定先
188件

産業復興機構支援決定先
75件

七十七震災復興支援住宅ローン（集団移転・借地型）
取扱実績
防災集団移転促進事業に伴い、借地上に建物を新築する
場合、建物のみに担保設定を行う専用住宅ローン「七十七
震災復興支援住宅ローン（集団移転・借地型）」のお取扱
いを、2013年2月より開始しております。

929件／207億円

住宅再建相談会の開催実績
被災者の住宅再建を支援するため、みやぎ復興住宅整備
推進会議、住宅金融支援機構および宮城県内地方公共団
体等と連携のうえ「住宅再建相談会」を開催しております。

220回

被災した個人のお客さまの二重債務問題への対応実績
住宅ローンなどをご利用いただいている個人のお客さま

の二重債務問題の解決を目的に運用されている「個人版私
的整理ガイドライン」の周知と利用促進に積極的に努めて
おります。

個人版私的整理ガイドライン対応実績
相談受付 506件 弁済計画案受付 216件
申出受付 257件 弁済計画案

同意件数
216件
（不同意はゼロ）

利便性向上の取組事例
湊支店および渡波支店の店舗移転
東日本大震災による建物の損壊等により、これまで元位置以外の場所で営業

を継続しておりました湊支店および渡波支店について、石巻魚市場近隣に建物
を新築のうえ、2020年2月より同一建物内で営業いたします。

気仙沼支店の店舗移転
東日本大震災による建物の損壊等により、これ

まで旧気仙沼商工会議所の建物で営業を継続し
ておりました気仙沼支店について、元の支店所在
地と概ね同位置に建物を新築のうえ、2020年1
月に移転いたします。

南町海岸商業施設「ムカエル」 石巻魚市場
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重点戦略 2 地域経済活性化戦略

地方創生への取組み　

地⽅創⽣に向けた推進体制

■　重点推進項目の設定
地方創生に向けて当行が主体的に取り組む4つの重点推進項目を設定し推進しております。

まちづくり事業の促進

⃝官民連携事業（PPP/PFI）の促進
⃝地域開発プロジェクトへの参画
⃝外部機関と連携した支援

観光振興支援等

⃝観光関連産業の事業化支援・成長支援
⃝インバウンド推進支援

地域中核企業支援・育成

⃝販路開拓・拡大支援� ⃝経営改善・事業再生
⃝海外ビジネス支援� ⃝事業承継・Ｍ＆Ａ
⃝産学連携による支援
⃝農林水産業の成長産業化

創業・新規事業支援

⃝創業・第二創業支援
⃝ベンチャーファンド等を通じた資金供給支援
⃝�起業家応援イベント、ビジネスグランプリなどの�
開催・協力

ビジネスグランプリ おいしい山形・食材王国みやぎ�ビジネス商談会

古民家を改修した観光交流拠点次世代放射光施設（イメージ図）

七十七リサーチ＆
コンサルティング

七十七キャピタル
等

地域産業・企業
農林水産 観光製造 サービス医療 その他

支
援

支
援

支
援

融
資

出
資

出
資

７７ニュービジネスファンド等

七十七銀行
地方創⽣推進担当

※地方公共団体取引営業店の支店⻑

地方公共団体

日本政策投資銀行
商工組合中央金庫
日本政策金融公庫
せんだい創業支援
ネットワーク
東京証券取引所
ＲＥＶＩＣ　等

東北大学
宮城大学
東北学院大学

等

連携連携

総合戦略推進
への協力

E S G
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■　補助金等申請支援
当行は2012年11月に「経営革新等支援機関」の認定を
受けており、営業店と本部の渉外担当者がお取引先を訪問
し、「ものづくり補助金」や「創業補助金」等の補助金申請
支援や事業計画作成を支援しております。

内容 実績
ものづくり中小企業・小規模事業者試作
開発等支援補助金（通称：ものづくり補
助金）

支援件数56件
採択実績33件

中小企業・小規模事業者ものづくり・商
業・サービス革新事業（通称：新ものづ
くり補助金）

支援件数99件
採択実績52件

ものづくり・商業・サービス革新補助金 支援件数51件
採択実績26件

ものづくり・商業・サービス新展開支援
補助金

支援件数47件
採択実績19件

ものづくり・商業・サービス開発支援補
助金

支援件数25件
採択実績11件

ものづくり・商業・サービス経営力向上
支援補助金

支援件数49件
採択実績24件

地域需要創造型等起業・創業促進補助金
（通称：創業補助金）

支援件数79件
採択実績39件

創業補助金（通称：創業促進補助金） 支援件数58件
採択実績18件

2014年度補正予算創業・第二創業促進
補助金

支援件数25件
採択実績21件

小規模事業者活性化補助金（通称：小規
模補助金）

支援件数10件
採択実績� 9件

2015年度予算創業・第二創業促進補助
金

支援件数17件
採択実績14件

2017年度予算創業・事業承継補助金 支援件数� 7件
採択実績� 0件

■　七十七キャピタル㈱による投資
2016年7月に設⽴した七十七キャピタル㈱では、創業・起業または第二創業等に取り組み、地方創生および地域活性化に
資する企業を対象に投資を行う「77ニュービジネスファンド」を当行とともに組成し、投資を実行しております。

創業・新規事業⽀援

■　創業・新規事業支援
当行では、地方創生に関する取組強化の一環として、地
域での創業・起業の促進による新規事業創出ならびに地域
経済の活性化を目的に、外部支援機関と連携しながら各種
サポートに取り組んでいるほか、宮城県の創業・新規事業
関連融資制度等の活用を通じて、積極的な資金供給に努め
ております。
また、優れた技術・アイデアを有する企業に対しては、
東北大学、宮城大学等の外部支援機関への紹介を通じた�
ハンズオン支援を行っております。

外部⽀援機関等を活用したハンズオン⽀援実績
2016年度 2017年度 2018年度

東北大学・宮城大学 � 3 10 12
中小企業基盤整備機構 18 22 23
よろず支援拠点 � 1 � 4 13
宮城県プロフェッショナル人材 � 4 17 � 4
東経連ビジネスセンター � 2 � 7 � 1
宮城県産業技術総合センター � 0 � 2 � 1
その他 � 5 14 22

合　計 33 76 76

投資先の内容
投資分野 先数（社） 投資金額（百万円）

製造 � 8 171
エネルギー � 2 85
創薬 � 2 80
サービス � 2 40
病院 � 1 50
介護 � 1 � 49.5
建設 � 1 20
水産加工 � 1 15
合　計 18 510.5

※�創業計画の策定支援、創業期の取引先への融資、政府系金融機関や創
業支援機関の紹介、ベンチャー企業への助成金・融資・投資

（単位：先）

0

500

1,000

創業支援（※）件数
864

765
818

2018年度2017年度2016年度

（単位：百万円） （単位：件）

0

150

300

0

5

10

ニュービジネスファンド投資実績

205

4

115

191

8

6

2018年度2017年度2016年度
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重点戦略 2 地域経済活性化戦略

■　公益財団法人七十七ビジネス振興財団
当行は、宮城県の産業振興と経済発展への貢献を目的として、1998年4月に七十七ビジネス
振興財団を設⽴しております。
当財団では、評価の高い商品・サービス、優れた技術力・経営手法を持ち、県内の産業・経済の発展に寄与した企業を対
象とした「七十七ビジネス大賞」と、新規性や独創性のある技術やノウハウ等により積極的な事業展開を行っている企業、お
よび新規事業活動を志している起業家を対象とした「七十七ニュービジネス助成金」の表彰事業（年1回、11月）を行ってお
ります。また、講演会やセミナーの開催のほか、ビジネス情報誌の発行などを行っております。

＜2018年度表彰式＞
第21回七十七ビジネス大賞 第21回七十七ニュービジネス助成金

キョーユー株式会社
セルコホーム株式会社

株式会社OLPASO
株式会社東北マグネットインスティテュート
株式会社manaby
株式会社未来企画
医療法人社団やまと

■　＜七十七＞創業応援パッケージの取扱開始
2019年4月、創業期にあるお客さまの会計・決済等の業務効率化ニーズにお応えするため、
当行の創業支援メニューをまとめた「＜七十七＞創業応援パッケージ」の取扱いを開始しました。
本パッケージは、当行に預金口座をお持ちの設⽴後2年以内の法人のお客さまが対象で、お申込
みいただくと対象商品の導⼊時に契約料や初年度の年会費が無料になるなどの優遇特典をご利用
いただけます。

■　「福島SiC応用技研株式会社」への支援
当社は、SiC半導体（シリコンと炭素で構成される化合物半導体）を活用した技術開発および製品製造を行うため
2014年に設⽴された医療機器製造ベンチャーです。当社新技術の社会実装により、東日本大震災の被災地における雇
用や新産業が創出されるほか、画期的ながん治療装置の製品化による社会への貢献に繋がるものです。
当行は、事業計画の策定段階から協力しており、地域未来牽引企業への推薦や補助金受領までのつなぎ資金、グルー

プ会社の七十七キャピタル株式会社とともに組成した「七十七ニュービジネスファンド」による資本性資金の供給等、当
社の開発期間における各種支援を行っております。

国
（経済産業省）

国⽴研究開発法⼈
科学技術振興機構

「イノベーション
コースト補助金」

「研究成果最適展開
支援プログラム」

七十七
銀行

七十七
キャピタル

課題 ��東日本大震災からの復興、雇用創出と産業創造

● 雇用の創出、新産業の創出
●  画期的ながん治療装置の開発・製品化による大きな社会的意義

⾼性能半導体素材（SiC）を用いた新たながん治療装置の 
開発・製造

福島ＳｉＣ応用技研株式会社（福島県双葉郡楢葉町、2014年9月設⽴）地域未来
牽引企業
認定

補助金

①地域未来
　牽引企業
　推薦

②補助金　
つなぎ融資

④投資
　実行

③事業計画
　資金相談

創業・新規事業支援の事例

E S G
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地域中核企業⽀援・育成

■　東北大学および東京証券取引所との連携
2017年11月、当行、国⽴大学法人東北大学および株式会社東京証券取引所の三者により、資本市場の活用等による�

ベンチャー企業および地域
企業の成長支援や起業家人
材育成の推進等に関する連
携についての基本協定を締
結しました。地域金融機関、
大学ならびに東京証券取引
所の三者による地域経済発
展に向けた連携の取組みは
全国初となります。

▼地域企業の成長支援
 （IPO等）

▼イノベーションの
　創出

１．事業プラン策定・
　　実行支援
２．株式上場促進・
　　支援
３．地域への情報発信

地
方
創
生
の
実
現

地
域
経
済
の
活
性
化

資本市場活用を目指す産学官連携スキーム　七十七銀行 × 東北大学 × 東京証券取引所

上 場

東京証券取引所

産学官金
連携 ●優秀な学生の

　受け皿
●投資先企業の
　EXIT

地域に付加価値、
質の高い雇用を
生み出す
上場企業の創出

七十七銀行 東北大学

■　仙台未来創造企業創出プログラム
当行は、仙台市が実施する「仙台未来創造企業創出プログラム」へ「プロジェクトパー

トナー」として協力し、地元企業の上場に向けた集中的な支援に連携して取り組んで
おります。
本プログラムは、概ね5年以内での株式上場の実現可能性のある地元企業を公募・
選定し「仙台未来創造企業」として認定のうえ、株式上場に向けた集中的なサポート
を行うプログラムとなります。
※�本プログラムへの協力は、資本市場の活用等によるベンチャー企業および地域企業の成長支援や起業家人材育成の推進等を目的に、当
行、国⽴大学法人東北大学、株式会社東京証券取引所が2017年11月に締結した三者連携協定に基づく新たな取組みとして実施するもの

■　「77ビジネスフォーラム～For The Future～」の開催
2019年1月、お取引先のビジネスチャンスの拡大と地域経済の活性化に貢献するため、

「未来」をテーマとしたビジネスフォーラムを開催しました。各界著名人による講演、パネ
ルディスカッションおよび最新技術等を紹介する展示ブース等、地方創生にかかる様々な
プログラムを提供しました。

■　「有限会社伊豆沼農産」への⽀援
登米市の農業生産法人である有限会社伊豆沼農産は、登米総合産業高校と共同開発した甘酒「初恋さくら」など、地域

食材の6次化などに取り組んでおり、販路開拓・拡大に向け当行が主催する商談会「食材王国みやぎビジネス商談会」に
参加しておりました。また、仙台国際空港を拠点とするアイベックスエアラインズ株式会社は、自社の航空機内で提供可能
な宮城県産の飲料を求めていたことから、取引営業店より商談会への参加を案内し、有限会社伊豆沼農産との個別商談
を実施しました。その後継続商談を重ねた結果、宮城県産品のPRにつながるビジネスマッチングの成約に至っております。

甘酒「初恋さくら」

食材王国みやぎビジネス商談会
共同開催

共同開発

共同開催

個別商談

〇商談会への参加呼びかけ

課題
地域の魅力が詰まって
いる甘酒「初恋さくら」
の県外へのアピール

「初恋さくら」の航空機内における提供決定！！

結　果 　⃝ 甘酒「初恋さくら」の広告宣伝　⃝ 宮城県産品のＰＲ　 ⃝ 機内カタログへの掲載による販路拡大　⃝ 宮城県北地域の魅力発信

地域中核企業支援・育成の事例

七十七銀行

登米総合産業⾼校
（宮城県登米市）

宮城県

包括連携協定
・仙台国際空港利用促進
・観光振興・県産品ＰＲ
・教育支援・災害時輸送等

アイベックスエアラインズ
株式会社
（東京都）

課題    自社航空機内での 
宮城県産飲料の取扱い
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重点戦略 2 地域経済活性化戦略

まちづくり事業の促進

■　PPP／PFI事業への取組み
人口減少、公共施設の老朽化に伴い、地方公共団体等が主導するPPP／PFI事業の増加が見込まれることから、当行で

は、案件の組成段階から関与するなど、地方公共団体との関係を一層強化しております。
当行は、これまで宮城県内で13件の事業について融資金融機関として参加しており、うち7件についてはメイン行としてア

レンジャー・エージェント業務を行っております。

まちづくり事業の促進の事例

当行の宮城県内におけるPPP／PFI取組実績
●��仙台市／松森工場関連市民利用施設整備事業�
（融資金融機関、アレンジャー兼エージェント）
●��仙台市／野村学校給食センター整備事業�
（融資金融機関、アレンジャー兼エージェント）
●��石巻地区広域行政事務組合／養護老人ホーム改築事業�
（融資金融機関、アレンジャー）
●��宮城県／消防学校移転整備事業�
（融資金融機関、アレンジャー）
●��仙台市／南吉成学校給食センター整備事業�
（融資金融機関、アレンジャー）
●��東松島市／学校給食センター整備運営事業�
（融資金融機関、アレンジャー）
●��東北大学／三条学生寄宿舎整備事業（融資金融機関）
●��仙台市／天文台整備・運営事業�
（融資金融機関、コ・アレンジャー）

●��石巻地区広域行政事務組合／消防本部庁舎移転整備事業�
（融資金融機関、コ・アレンジャー）
●��宮城県／教育・福祉複合施設整備事業�
（融資金融機関、建中アレンジャー）
●��女川町／水産加工団地排水処理施設整備等事業�
（融資金融機関）
●��国土交通省／仙台空港特定運営事業（融資金融機関）
●��東北大学／青葉山ユニバーシティ・ハウス等整備事業�
（融資金融機関、アレンジャー兼エージェント）

スポパーク松森 野村学校給食センター

仙台国際空港仙台市天文台宮城県消防学校 青葉山ユニバーシティ・ハウス等

■　「株式会社東北農都共⽣総合研究所」への支援
当社は、6次産業化や地域ブランド化等の支援を行う経営コンサルティング会社で、地方公共団体等からの6次産業化サポー

ト事業の受託が主力事業です。本プロジェクトは、全国的に社会課題となっている廃校を利活用し、農山村における地域コミュ
ニティの維持と、農業を基盤とした地域産業の創出を図ることで、持続可能な地域経営モデルを構築することを目指しています。
当行では、当事業の実現に向けた事業計画策定支援や宮城大学との産学連携、宮城調理製菓専⾨学校とのマッチン

グによる商品開発への協力、地元金融機関等との協調融資の組成などを行ったほか、ビジネスマッチングなど販路拡大
の面でも支援を継続しています。

▲

地域農業の
　維持・再生

【直売所・物販】
�農産物直売、加工品
�土産品、雑貨�等

地域復興６次産業化雇用創出を目的として、廃校を活用した
物販・飲食・体験交流施設整備（旧支倉小学校）

▲

新たな雇用
　の創出

【飲食・テイクアウト】
カフェレストラン、地元
食材・チョコ�等

▲

観光拠点化・
　交流人口の拡大

【体験交流・学び】
味噌づくり

カカオtoチョコ体験�等

・地域農業の衰退　・町内の廃校増加課題
宮城県川崎町

新しいコミュニティの形成による地域経済への波及

株式会社東北農都共⽣総合研究所（宮城県仙台市、2012年12月設⽴）

商品開発協力 / 
フィールド学習

①事業計画策定支援
② ファイナンス面での支援  

運転・設備資金 /  
クラウドファンディング

③ PR面での協力  
ビジネスマッチング

廃校活用
事業の募集

相談

業務提携
（産学連携）

七十七銀行

株式会社東北農都
共⽣総合研究所地公体

宮城大学
宮城調理製菓専門学校

E S G
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■　東北観光金融ネットワークの設⽴
2017年3月、青森銀行、秋田銀行、岩手銀行、山形銀行、東邦銀行および日本政策投資銀行と「観光振興事業への�
支援に関する業務協力協定」を締結し、「東北観光金融ネットワーク」（愛称：「FINE+東北」）を設⽴いたしました。
業務協力協定を通じて、各行が情報交換や金融サービスの提供等に関して連携を図るとともに、観光振興への支援を行い、
地域の更なる魅力向上と地方創生に貢献してまいります。

観光振興⽀援等

●観光関連産業の事業化支援・成長支援
●ネットワークの活用・ビジネスマッチング
●観光関連事業者への投融資
●観光資源の発掘・開発支援
●共同調査

個別行のアクション 銀行間連携のアクション

秋田銀行青森銀行七十七銀行 日本政策
投資銀行東邦銀行山形銀行岩手銀行

東北観光金融ネットワーク
Financial Network of TOHOKU Tourism

DMO･観光関連事業者 観光拠点整備 観光地域づくり

■　「宮城蔵王観光株式会社」への⽀援
当社は、宮城県内のスキー場で最大規模の集客を誇る「みやぎ蔵王えぼしスキー場」を運営していますが、地域観光

の主要拠点であることからウインターシーズンにおいて気候条件に依存しない営業体制の構築を目指しており、その一環
として人工降雪機等を整備しました。
当行は、事業計画の策定段階から協力するとともに、東北観光金融ネットワークに参加する日本政策投資銀行と連携

し、共同出資する「みやぎ復興・地域活性化支援ファンド」を活用した投資を実行するなど、当社の課題解決に向けた支
援を行っております。

観光振興支援等の事例

みやぎ蔵王えぼしスキー場
⃝蔵王エリアの市町
⃝ＤＭＯ 宮城蔵王観光株式会社

七十七銀行

▲

観光資源の充実・魅力向上▲

観光産業の⽣産性向上

宮城蔵王観光株式会社

・天候不順
・人材不足
・スキー人口の減少

地域観光の主要拠点としての役割が求めら
れており、スノーシーズンの集客に加え、夏
のトレッキングや秋の紅葉など通年で楽しめ
るリゾート施設を目指す。

（宮城県刈田郡蔵王町、1966年10月設⽴）
みやぎ復興・地域活性化支援ファンド

日本政策
投資銀行

連携促進

情報共有

連　携

④投資実行 ① 事業計画 
策定支援

② ビジネス 
マッチング

③人材紹介

事業性
評価の
実施

課題
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重点戦略 2 地域経済活性化戦略

E S G

地公体との連携

当行と各地方公共団体が相互に連携し、双方の資源を効
果的に活用しながら、地域経済の持続的な発展につなげる
ことを目的に、22の地方公共団体と「地方創生に向けた包
括連携に関する協定」を締結しております。また、当行と県
内9金融機関が連携のうえ、宮城県と「高齢者地域見守り
に関する協定」を締結しております。
地方公共団体との連携を強化し、協定に基づく官民連携

の取組みを進めながら、地域経済の活性化に取り組んでま
いります。

協定締結先⼀覧

 

新地町
（福島県）

富谷市
ブルベリッ娘とブルピヨ

南相馬市
（福島県）

のまたん

川崎町
チョコえもん

登米市
はっとン

七ヶ浜町
ボーちゃん

塩竈市
源ねりかま

大和町
アサヒナサブロー

柴田町
はなみちゃん

村田町
くらりん

石巻市
いしぴょん

女川町
シーパルちゃん

大崎市
パタ崎さん

 
 

角田市
むうひめ

利府町
十符の里の妖精
リーフちゃん

大河原町
さくらっきー

東松島市
イート・イ～ナ

丸森町
しょこ丸

蔵王町
ざおうさま

亘理町
わたりん

 

岩沼市
岩沼係長

加美町
かみ～ご

■　地方公共団体との協定締結

営業店では、債務者区分のランクアップへの取組みを強
化するため、お取引先ごとに経営改善支援の必要性につい
て分析し、支援先を抽出したうえで、財務内容や収益性の
課題解決に向けた方向性を提示するなど、経営改善支援を
実施しております。
具体的には、経営者に事業継続の意思があり、経営改
善支援の実施により改善が見込まれるお取引先を「経営改
善支援先」として抽出したうえで、お取引先との十分な協
議による経営改善計画の策定や、審査部企業支援室および
外部専⾨家等との連携による支援を行っております。
なお、震災の影響等を踏まえ、2012年4月から「経営改
善支援先」の対象を拡げるとともに、経営改善支援にかか
る本部の関与を強化するため、企業支援室による「経営改
善支援先」の定期的なモニタリングを開始しております。
2018年度は、2,121先を「経営改善支援先」として抽
出し、各種経営改善支援を実施した結果、140先のお取引
先が、債務者区分のランクアップに至っております。

経営改善⽀援取組率：32.8％
＝経営改善⽀援取組先数2,121先／期初債務者数6,457先（正常先を除く）
ランクアップ率：6.6％
＝ランクアップ先数140先／経営改善⽀援取組先数2,121先（正常先を除く）
再⽣計画策定率：43.8％
＝再⽣計画策定先928先／経営改善⽀援取組先数2,121先（正常先を除く）

＜経営改善⽀援等の2018年度取組実績＞
期初

債務者数
うち経営改善
⽀援取組先

うちランク
アップ先数

うち再⽣計画
策定先

要注意先
（要管理先を除く） 5,484先 1,564先 96先 647先

要管理先 247先 144先 20先 58先
破綻懸念先 552先 409先 21先 220先
実質破綻先 154先 4先 3先 3先
破綻先 20先 0先 0先 0先
合　計 6,457先 2,121先 140先 928先

■　営業店における経営改善支援

事業再⽣⽀援・経営改善⽀援

審査部に企業支援室を設置し、お取引先の事業再生や経
営改善に向けた取組みを進めております。震災後は、企業
支援室の人員を震災前の5名から11名（2019年3月末現
在）へ増員するなど、事業再生支援と経営改善支援への取
組みを強化しております。
地域経済の活性化と当行資産の健全化を図るため、長年

に亘り貸出条件変更を繰り返し行っている先等、特に再生
支援策の⽴案・実行に取り組む必要があるお取引先を「事
業再生支援先」に選定し、再生支援などに直接関与してお
ります。

「事業再⽣⽀援先」選定先（2018年度） 57先
うち業況改善先 22先

■　審査部による事業再⽣・経営改善支援

地方創生への取組み　

重点戦略 3
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金融経済情勢
2018年度におけるわが国の経済情勢をみますと、海外経済の拡大にやや減速感がうかがわれるなかで、生産・輸出の増勢の

鈍化や設備投資における慎重な動きなど、一部に弱めの動きがみられたものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、基調と
しては緩やかな回復を続けました。一方、主要営業基盤である宮城県の景況は、東日本大震災からの復興需要の反動などから、
回復の動きが鈍化してきているものの、経済活動は総じて高水準で推移し、基調としては緩やかな回復を続けました。

こうしたなか、金利情勢については、長期金利は、日本銀行による長短金利操作付き量的・質的金融緩和政策の修正を受け、
上昇する局面もみられたものの、当年度末にかけて再びマイナス金利となるなど、低い水準で推移しました。一方、短期金利
は、引続き低い水準で推移しました。また、株価は、米中貿易摩擦への懸念から、2018年12月には日経平均株価が一時1万9
千円台前半まで下落しましたが、当年度末にかけては2万1千円台を回復しました。この間、為替相場は、当年度当初の1ドル
=105円台から、2018年10月には1ドル=114円台まで円安が進行しましたが、当年度末には1ドル=110円台となりました。

東日本大震災による甚大な被害を踏まえ、当行は、地域と共にある金融機関として、地域社会・経済の復興や発展に貢献す
るため、金融サービスの安定的な提供と継続的な金融仲介機能の発揮に努めてまいりました。

被災された事業者のお客さまへの対応としましては、「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」や「復興特区支援利子
補給金」をはじめとする、国や自治体の支援策などを活用し、事業の再開や設備の復旧に向けた資金需要に積極的にお応えし
ましたほか、ビジネスマッチングなどの本業支援等を通じて、お客さまの販路の開拓・拡大などの経営課題解決に向けた取組
みを継続しました。

このほか、震災の影響により事業の継続やお借入れのご返済に支障をきたしているお取引先を支援するため、お取引先の状
況等を踏まえ、お借入れ条件の変更に応じるなど弾力的な対応を継続してまいりました。特に、いわゆる二重ローン問題への
対応につきましては、事業者のお客さまに対しまして、必要に応じて株式会社東日本大震災事業者再生支援機構や宮城産業復
興機構をはじめとする外部機関等を活用しましたほか、本部に駐在する外部専門家等と連携し、経営改善や事業再生支援に向
けたコンサルティング機能の発揮に取り組みました。また、個人のお客さまに対しましては、「個人版私的整理ガイドライン」
のメリットや効果等の周知に努めてまいりましたほか、防災集団移転促進事業の対象となるお客さま向けの専用住宅ローン「七
十七震災復興支援住宅ローン（集団移転・借地型）」を活用し、新たな住宅建築を支援しました。

2018年度の営業概況
2018年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日）の業績は、次のとおりとなりました。
預金（譲渡性預金を含む）は、当年度中732億円減少し、当年度末残高は7兆8,728億円となりました。
一方、貸出金は、当年度中978億円増加し、当年度末残高は4兆7,189億円となり、有価証券は、当年度中1,636億円減少

し、当年度末残高は2兆9,582億円となりました。
なお、総資産は、当年度中905億円減少し、当年度末残高は8兆6,275億円となりました。
損益状況につきましては、貸出金利息は増加したものの有価証券利息配当金の減少等により資金運用収益が減少したこと等

から、経常収益は前年度比36億97百万円減少の1,094億83百万円となりました。他方、経常費用は、与信関係費用の増加等
によりその他経常費用が増加したものの、国債等債券償還損の減少等によりその他業務費用が減少したこと等から、前年度比
12億99百万円減少の861億31百万円となりました。

この結果、経常利益は前年度比23億98百万円減少の233億51百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、前年度比6億
44百万円減少の176億70百万円となり、1株当たり当期純利益は237円90銭となりました。

当年度のキャッシュ・フローにつきましては、次のとおりとなりました。
営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加等により△1,943億64百万円となり、前年度比891億76百万円減少し

ました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還等により2,007億73百万円となり、前年度比920億95百万円増加し

ました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により△33億66百万円となり、前年度並みとなりました。
以上の結果、現金及び現金同等物は当年度中30億47百万円増加し、当年度末残高は7,049億83百万円となりました。
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（注）	 1.当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
	 2.�連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を適用しております。
	 3.�「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  2013年9月13日）等を2015年度から適用し、「連結当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

2014年度
自2014年4月　1日
至2015年3月31日

2015年度
自2015年4月　1日
至2016年3月31日

2016年度
自2016年4月　1日
至2017年3月31日

2017年度
自2017年4月　1日
至2018年3月31日

2018年度
自2018年4月　1日
至2019年3月31日

連結経常収益 112,986 116,077 106,692 113,180 109,483
連結経常利益 32,849 27,531 23,796 25,749 23,351
親会社株主に帰属する当期純利益 17,049 15,857 16,114 18,314 17,670
連結包括利益 79,334 △ 16,466 25,048 26,450 1,437
連結純資産額 472,029 452,310 468,195 490,737 489,077
連結総資産額 8,588,463 8,598,583 8,649,396 8,718,097 8,627,510
連結自己資本比率＜国内基準＞（%） 12.51 11.21 10.73 10.43 10.38

（単位：百万円）

〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔　 　 　 　〕
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　会社法第444条第3項に定める当行の連結計算書類は、会社法第444条第4項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマ
ツの監査を受けております。また、当行の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人トー
マツの監査証明を受けております。
　次の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー
計算書は、上記の連結財務諸表に基づいて作成しております。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
（資産の部）

区　分 2017年度
（2018年3月31日）

2018年度
（2019年3月31日）

現金預け金 705,563 711,025
コールローン及び買入手形 530 511
買入金銭債権 4,895 4,071
商品有価証券 24,975 19,848
金銭の信託 170,985 115,613
有価証券 3,121,890 2,958,281
貸出金 4,621,062 4,718,942
外国為替 5,956 4,734
リース債権及びリース投資資産 16,124 17,622
その他資産 43,260 79,208
有形固定資産 35,128 32,442

建物 9,747 8,319
土地 19,873 19,321
リース資産 86 70
建設仮勘定 534 138
その他の有形固定資産 4,886 4,592

無形固定資産 341 317
ソフトウエア 66 50
その他の無形固定資産 274 267

繰延税金資産 859 1,136
支払承諾見返 29,060 24,622
貸倒引当金 △ 62,537 △ 60,868
資産の部合計 8,718,097 8,627,510

（負債及び純資産の部） （単位：百万円）

区　分 2017年度
（2018年3月31日）

2018年度
（2019年3月31日）

預金 7,464,530 7,432,614
譲渡性預金 481,570 440,220
コールマネー及び売渡手形 14,342 16,104
債券貸借取引受入担保金 12,886 17,414
借用金 111,704 116,643
外国為替 113 339
その他負債 49,130 44,000
役員賞与引当金 92 81
退職給付に係る負債 33,749 23,902
役員退職慰労引当金 52 29
株式給付引当金 876 750
睡眠預金払戻損失引当金 455 464
偶発損失引当金 695 781
特別法上の引当金 0 0
繰延税金負債 28,100 20,462
支払承諾 29,060 24,622

〔負債の部合計〕 8,227,360 8,138,432
資本金 24,658 24,658
資本剰余金 20,517 20,517
利益剰余金 332,619 346,926
自己株式 △ 6,658 △ 6,391
株主資本合計 371,137 385,710
その他有価証券評価差額金 127,283 111,108
繰延ヘッジ損益 △ 1,473 △ 1,451
退職給付に係る調整累計額 △ 6,209 △ 6,290
その他の包括利益累計額合計 119,600 103,367

〔純資産の部合計〕 490,737 489,077
負債及び純資産の部合計 8,718,097 8,627,510
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（単位：百万円）連結損益計算書

区　分
2017年度

自2017年4月　1日
至2018年3月31日

2018年度
自2018年4月　1日
至2019年3月31日

経常収益 113,180 109,483
資金運用収益 72,787 68,779

貸出金利息 41,491 42,119
有価証券利息配当金 31,078 26,381
コールローン利息及び買入手形利息 11 12
預け金利息 125 147
その他の受入利息 81 118

役務取引等収益 17,128 17,705
その他業務収益 11,350 10,832
その他経常収益 11,913 12,166

貸倒引当金戻入益 2,945 ―――
その他の経常収益 8,968 12,166

経常費用 87,430 86,131
資金調達費用 3,143 3,561

預金利息 1,400 1,393
譲渡性預金利息 111 96
コールマネー利息及び売渡手形利息 440 584
債券貸借取引支払利息 329 629
借用金利息 23 26
その他の支払利息 837 831

役務取引等費用 6,164 6,360
その他業務費用 19,220 13,937
営業経費 57,745 58,735
その他経常費用 1,156 3,536

貸倒引当金繰入額 ――― 1,521
その他の経常費用 1,156 2,015

経常利益 25,749 23,351
特別利益 ――― ―――
特別損失 709 761

減損損失 709 761
金融商品取引責任準備金繰入額 0 0

税金等調整前当期純利益 25,039 22,590
法人税、住民税及び事業税 4,280 5,809
法人税等調整額 2,444 △ 889
法人税等合計 6,725 4,919
当期純利益 18,314 17,670
親会社株主に帰属する当期純利益 18,314 17,670

〔　　　　　　〕 〔　　　　　　〕

連結包括利益計算書

区　分
2017年度

自2017年4月　1日
至2018年3月31日

2018年度
自2018年4月　1日
至2019年3月31日

当期純利益 18,314 17,670
その他の包括利益 8,136 △ 16,233

その他有価証券評価差額金 6,465 △ 16,174
繰延ヘッジ損益 375 22
退職給付に係る調整額 1,295 △ 80

包括利益 26,450 1,437
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 26,450 1,437

〔　　　　　　〕 〔　　　　　　〕

（単位：百万円）
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連結株主資本等変動計算書

2018年度〔自　2018年4月1日　至　2019年3月31日〕
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 24,658 20,517 332,619 △ 6,658 371,137
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,364 △ 3,364
親会社株主に帰属する
当期純利益 17,670 17,670
自己株式の取得 △ 4 △ 4
自己株式の処分 0 271 271
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ── 0 14,306 266 14,573
当期末残高 24,658 20,517 346,926 △ 6,391 385,710

（単位：百万円）

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 127,283 △ 1,473 △ 6,209 119,600 490,737
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,364
親会社株主に帰属する
当期純利益 17,670
自己株式の取得 △4
自己株式の処分 271
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 16,174 22 △ 80 △ 16,233 △ 16,233

当期変動額合計 △ 16,174 22 △ 80 △ 16,233 △ 1,659
当期末残高 111,108 △ 1,451 △ 6,290 103,367 489,077

2017年度〔自　2017年4月1日　至　2018年3月31日〕
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 24,658 20,267 317,655 △ 6,578 356,002
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,349 △ 3,349
親会社株主に帰属する
当期純利益 18,314 18,314
自己株式の取得 △ 1,530 △ 1,530
自己株式の処分 249 1,450 1,699
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ── 249 14,964 △ 79 15,134
当期末残高 24,658 20,517 332,619 △ 6,658 371,137

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 120,817 △ 1,848 △ 7,504 111,464 728 468,195
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,349
親会社株主に帰属する
当期純利益 18,314
自己株式の取得 △ 1,530
自己株式の処分 1,699
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 6,465 375 1,295 8,136 △ 728 7,408

当期変動額合計 6,465 375 1,295 8,136 △ 728 22,542
当期末残高 127,283 △ 1,473 △ 6,209 119,600 ── 490,737
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（単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書

区　分
2017年度

自2017年4月　1日
至2018年3月31日

2018年度
自2018年4月　1日
至2019年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 25,039 22,590
減価償却費 3,625 4,378
減損損失 709 761
貸倒引当金の増減（△） △ 7,847 △ 1,668
偶発損失引当金の増減（△） △ 48 85
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 48 △ 11
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 381 △ 9,963
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △ 10 △ 23
株式給付引当金の増減（△） 876 △ 125
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 12 9
資金運用収益 △ 72,787 △ 68,779
資金調達費用 3,143 3,561
有価証券関係損益（△） 5,525 △ 3,012
金銭の信託の運用損益（△は運用益） △ 4,044 △ 3,110
為替差損益（△は益） 9,598 △ 7,187
固定資産処分損益（△は益） 65 △ 91
貸出金の純増（△）減 △ 177,179 △ 97,879
預金の純増減（△） 110,109 △ 31,915
譲渡性預金の純増減（△） 30,130 △ 41,350
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 964 4,939
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 3,532 △ 2,414
コールローン等の純増（△）減 174 843
コールマネー等の純増減（△） △ 65,649 1,762
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △18,112 4,528
商品有価証券の純増（△）減 △ 4,181 5,127
外国為替（資産）の純増（△）減 △ 1,208 1,221
外国為替（負債）の純増減（△） 40 226
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △ 907 △ 1,497
資金運用による収入 77,880 73,299
資金調達による支出 △ 3,185 △ 3,669
その他 △ 19,715 △ 41,175

小計 △ 103,018 △ 190,541
法人税等の支払額 △ 2,170 △ 3,823

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 105,188 △ 194,364
投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 371,459 △ 344,105
有価証券の売却による収入 38,901 32,581
有価証券の償還による収入 441,505 461,174
金銭の信託の減少による収入 3,708 53,510
有形固定資産の取得による支出 △ 3,973 △ 2,520
有形固定資産の売却による収入 130 169
無形固定資産の取得による支出 △ 79 △ 8
資産除去債務の履行による支出 △ 54 △ 28

投資活動によるキャッシュ・フロー 108,678 200,773
財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △ 1,530 △ 4
自己株式の売却による収入 1,516 0
配当金の支払額 △ 3,348 △ 3,362

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,362 △ 3,366
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 5 5
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 120 3,047
現金及び現金同等物の期首残高 701,814 701,935
現金及び現金同等物の期末残高 701,935 704,983

〔　　　　　　〕 〔　　　　　　〕
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注記事項（2018年度）
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社　　5社

七十七リース株式会社
七十七信用保証株式会社
株式会社七十七カード
七十七証券株式会社
七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社

なお、七十七ビジネスサービス株式会社、七十七事務代行株式会社及び七
十七コンピューターサービス株式会社は、清算結了したため、当連結会計
年度より連結の範囲から除外しております。
また、七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社は、新規設立により、
当連結会計年度から連結の範囲に含めております。

（2） 非連結子会社
会社名

七十七キャピタル株式会社
77ニュービジネス投資事業有限責任組合
77ストラテジック・インベストメント投資事業有限責任組合

非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合
う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営
成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の
範囲から除外しております。
なお、77ストラテジック・インベストメント投資事業有限責任組合は、
新規設立により、当連結会計年度から非連結子会社に含めております。

2．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社　　該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社　　　　該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結子会社

会社名
七十七キャピタル株式会社
77ニュービジネス投資事業有限責任組合
77ストラテジック・インベストメント投資事業有限責任組合

持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰
余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与え
ないため、持分法の対象から除いております。
なお、77ストラテジック・インベストメント投資事業有限責任組合は、
新規設立により、当連結会計年度から持分法非適用の非連結子会社に含め
ております。

（4）持分法非適用の関連会社　　　該当ありません。
3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は次のとおりであります。
3月末日 　　　5社

4．会計方針に関する事項
（1） 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）によ
り行っております。

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法
イ 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償

却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については原則として連結決算日
の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、た
だし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動
平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により
処理しております。

ロ 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目
的の金銭の信託については時価法、その他の金銭の信託については上記
イのうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。

（3） デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。

（4） 固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　5年～31年
そ　の　他　　　4年～20年
連結子会社の有形固定資産については、主として定率法により償却して
おります。

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソ
フトウェアについては、連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基
づいて償却しております。

ハ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中の「リ
ース資産」は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
により償却しております。

（5） 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、

「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、
「実質破綻先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して
おります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る
債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上
の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシ
ュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッ
シュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の
帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し
た貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定
を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており
ます。
連結子会社の貸倒引当金については、自己査定結果に基づき、一般債権に
ついては過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
それぞれ計上しております。

（6） 役員賞与引当金の計上基準
役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（7） 役員退職慰労引当金の計上基準
連結子会社の役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規
定に基づく期末要支給額を計上しております。

（8） 株式給付引当金の計上基準
株式交付規定に基づく取締役等への当行株式の交付等に備えるため、当連
結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（9） 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上
しております。

（10） 偶発損失引当金の計上基準
信用保証協会との責任共有制度にかかる将来の負担金の支払に備えるた
め、対象債権に対する代位弁済の実績率を合理的に見積もり、必要と認め
る額を計上しております。

（11） 特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引法第46条の5第1項に定める金融商品
取引責任準備金であり、有価証券の売買その他の取引等の事故による損失
に備えるため、連結子会社が金融商品取引業等に関する内閣府令第175条
の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。

（12） 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの
期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、
過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりでありま
す。
過去勤務費用　　　　�発生時に一括費用処理
数理計算上の差異　　�各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

（13） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付
しております。

（14） 重要なヘッジ会計の方法
イ 金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法
は、原則として繰延ヘッジによっております。ヘッジ取引は、個別ヘッ
ジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号  
2002年2月13日。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）に
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基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変
動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッ
ジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピン
グのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定す
るヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関
係の検証により有効性の評価をしております。
このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受
払条件及び契約期間が対象資産とほぼ同一である金利スワップ等につい
ては、金利スワップの特例処理を行っております。

ロ 為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ
会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
25号　2002年7月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ
スクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ
対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション
相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価して
おります。

（15） 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上
の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

（16） 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜
方式によっております。ただし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消
費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

（追加情報）
（業績連動型株式報酬制度）
　1．取引の概要

当行は、取締役等の報酬と当行の株式価値との連動性をより明確にし、当
行の中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲を高める観点から、
役員報酬BIP信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」という。）
を導入しております。
本制度は、当行が拠出する取締役等の報酬を原資として当行株式が信託を
通じて取得され、取締役等に対して、役位、経営計画等の達成度に応じて
当行株式等が信託を通じて交付等される制度であり、当該取引は本制度に
係る取引であります。

　2．信託に残存する当行株式
信託に残存する当行株式は、株主資本において自己株式として計上してお
ります。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末におい
て1,243百万円、452千株であります。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年
2月16日。以下「税効果会計基準一部改正」という。）等を当連結会計年度か
ら適用しております。
税効果関係注記において、税効果会計基準一部改正第3項から第5項に定める

「税効果会計に係る会計基準」注解（注8）（評価性引当額の合計額を除く。）
に記載された内容を追加しております。

（連結貸借対照表関係）
　1．‌�非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

株式� 25百万円
出資金� 1,871百万円

　2．‌�有担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、
「有価証券」中の国債に含まれておりますが、その金額は次のとおりであ
ります。
� 61,439百万円

　3．‌�貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。
破綻先債権額� 4,974百万円
延滞債権額� 64,970百万円
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除
く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965
年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第
4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸
出金以外の貸出金であります。

　4．‌�貸出金のうち3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3カ月以上延滞債権額� 1,842百万円
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。

　5．‌�貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額� 24,917百万円
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及
び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

　6．�破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は次のとおりであります。
合計額� 96,704百万円
なお、上記3．から6．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

　7．‌�手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理し
ております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保とい
う方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次の
とおりであります。
� 11,530百万円

　8．‌�担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券� 245,060百万円
その他資産� 144百万円
計� 245,204百万円

担保資産に対応する債務
預金� 53,818百万円
債券貸借取引受入担保金� 17,414百万円
借用金� 110,129百万円

上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用とし
て、次のものを差し入れております。

有価証券� 100百万円
その他資産� 50,000百万円

また、その他資産には、金融商品等差入担保金及び保証金が含まれており
ますが、その金額は次のとおりであります。

金融商品等差入担保金� 3,700百万円
保証金� 92百万円

　9．‌�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反が
ない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高� 1,647,277百万円
うち原契約期間が1年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの� 1,564,783百万円
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャ
ッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く
には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の
減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も
定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、
必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10．‌�有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額� 82,684百万円

11．‌�有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額� 7,695百万円

（当連結会計年度の圧縮記帳額）� （―百万円）
12．‌�「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）

による社債に対する当行の保証債務の額
� 14,993百万円

（連結損益計算書関係）
　1．営業経費には、次のものを含んでおります。

給料・手当� 24,553百万円
　2．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

債権売却損� 434百万円
　3．固定資産の減損損失については次のとおりであります。

当連結会計年度において、当行は、宮城県内の営業用店舗22か所及び遊
休資産3か所並びに宮城県外の営業用店舗2か所について減損損失を計上
しております。
減損損失の算定にあたり、原則として、当行の営業用店舗については継続
的に収支の把握を行っている個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産に
ついては各資産単位で、グルーピングしております。また、連結子会社は
各社をそれぞれ1つのグループとしております。減損損失を計上した資産
グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等に
より、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないことか
ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額761百万円（土地
525百万円、建物165百万円、その他の有形固定資産等70百万円）を減損
損失として特別損失に計上しております。
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なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方として
おり、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価
値による場合は将来キャッシュ・フローを8.0%で割り引いて、それぞれ
算定しております。

（連結包括利益計算書関係）
その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
　その他有価証券評価差額金		
　　当期発生額� △16,741百万円
　　組替調整額� △6,431百万円
　　　税効果調整前� △23,173百万円
　　　税効果額� 6,998百万円
　　　その他有価証券評価差額金� △16,174百万円
　繰延ヘッジ損益
　　当期発生額� △795百万円
　　組替調整額� 827百万円
　　　税効果調整前� 31百万円
　　　税効果額� △9百万円
　　　繰延ヘッジ損益� 22百万円
　退職給付に係る調整額
　　当期発生額� △1,651百万円
　　組替調整額� 1,535百万円
　　　税効果調整前� △115百万円
　　　税効果額� 35百万円
　　　退職給付に係る調整額� △80百万円
　　　　その他の包括利益合計� △16,233百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）
　1．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘　　要

発行済株式
　普通株式 76,655 ――― ――― 76,655
合計 76,655 ――― ――― 76,655
自己株式
　普通株式 2,450 1 98 2,353 （注）1、2
合計 2,450 1 98 2,353

（注） 1.�自己株式（普通株式）の増加は単元未満株式の買取によるものであり、
減少は役員報酬BIP信託の制度における当行株式の交付等によるもの及び
単元未満株式の買増請求に応じたものであります。

 2.�当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式には、役員報酬BIP
信託が保有する当行株式がそれぞれ551千株、452千株含まれておりま
す。なお、役員報酬BIP信託に係る当連結会計年度の減少株式数は98千
株であります。

　2．新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

　3．配当に関する事項
（1） �当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり 
配当額（円）基　準　日 効力発生日

2018年
6月28日
定時株主総会

普通株式 1,682 22.5 2018年
3月31日

2018年
6月29日

2018年
11月9日
取締役会

普通株式 1,681 22.5 2018年
9月30日

2018年
12月7日

（注） 1.�2018年6月28日の取締役会決議による配当金の総額には、役員報
酬BIP信託が保有する当行株式に対する配当金12百万円が含まれて
おります。

 2.�2018年11月9日の取締役会決議による配当金の総額には、役員報
酬BIP信託が保有する当行株式に対する配当金10百万円が含まれて
おります。

（2） ‌�基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結
会計年度の末日後となるもの

（決議） 株式の
種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の
原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力
発生日

2019年
6月27日
定時株主総会

普通株式 1,868 利益剰余金 25.0 2019年
3月31日

2019年
6月28日

（注）‌�配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当行株式に対する配
当金11百万円が含まれております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
�現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係

現金預け金勘定� 711,025百万円
預け金（日銀預け金を除く）� △6,042百万円
現金及び現金同等物� 704,983百万円

（リース取引関係）
ファイナンス・リース取引
（貸手側）
（1） リース投資資産の内訳

リース料債権部分� 18,147百万円
見積残存価額部分� 1,194百万円
受取利息相当額� △1,847百万円
合計� 17,494百万円

（2） ‌�リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の金額の回収期日
別内訳

（単位：百万円）

リース債権 リース投資資産に係る
リース料債権部分

1年以内 67 5,633
1年超2年以内 24 4,517
2年超3年以内 8 3,458
3年超4年以内 7 2,377
4年超5年以内 6 1,283
5年超 20 876

合　計 134 18,147

（金融商品関係）
1．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務のほか、クレジットカー
ド業務などの金融サービスを提供しております。これらの業務では、主と
して預金等による資金調達を行い、貸出金、有価証券等による資金運用を
行っております。
このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有している
ため、金利変動による不利な影響が生じないように、当行では、資産・負
債の総合管理（ALM）を行っております。その一環としてデリバティブ取
引も行っております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の法人、地公体、個人
のお客様に対する貸出金や各種ローンであり、貸出先の契約不履行によっ
て損失を被る信用リスクや金利の変動により損失を被る金利リスクに晒さ
れております。
有価証券は、主として債券、株式、投資信託であり、満期保有目的、その
他目的で保有しているほか、お客様への販売に対応するため、一部の債券
等については売買目的で保有しております。これらは、発行体の信用リス
ク、金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。また、
市場の混乱など一定の環境の下で取引が困難になり損失を被る市場流動性
リスクに晒されております。
金融負債は、主として法人、個人のお客様からお預かりする流動性預金や
定期性預金により構成されておりますが、当行の格付が低下するなど一定
の環境の下で予期せぬ資金流出が発生し、必要な資金確保が困難になる資
金繰りリスクに晒されております。
外貨建の資産・負債は、為替の変動により損失を被る為替リスクに晒され
ております。
デリバティブ取引は、資産・負債の総合管理（ALM）の一環として、貸出
金や債券の金利リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引や債券先物取
引等を、外貨建の資産・負債に係る為替リスクをヘッジする目的で外国為
替先物予約取引等を利用しており、このうち貸出金や債券をヘッジ対象と
する一部のヘッジ取引にヘッジ会計を適用しております。

（3） 金融商品に関わるリスク管理体制
①信用リスクの管理

当行は、信用リスク管理の基本方針である「信用リスク管理方針」及び信
用リスク管理に係る各種規定等を定め、資産の健全性確保のための基本的
なスタンス並びに、信用リスクの評価、モニタリング、コントロール等の
管理の実施について明確化しているほか、信用リスクを客観的に把握し、
信用リスク管理の高度化を図る観点から、信用供与先に対する「信用格付
制度」を活用しております。
また、信用リスク管理に係る組織として、信用リスク管理部署および審査
管理部署を設置し、信用リスク管理の実効性を確保しております。
信用リスク管理部署であるリスク統轄部は、信用リスク量の計測や、与信
ポートフォリオの分析を通じ、将来発生する可能性のある信用リスク量や
大口与信先への与信集中の状況等を把握し、当行全体の信用リスクについ
ての評価、コントロールを行っております。
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審査管理部署である審査部は、貸出金の運用において厳正な審査基準に基
づく審査を行うほか、貸出債権の日常管理徹底のためのシステム開発や、
事務手続の厳正化等を行っております。

②市場リスクの管理
Ａ．市場リスク管理体制

当行は、市場リスク管理の基本方針である「市場リスク管理方針」及び市
場リスク管理に係る各種規定等を定め、適切な市場リスク管理の運営スタ
ンス並びに、市場リスクの評価、モニタリング、コントロール等の管理に
係る手法を明確化し、厳正な管理を行っております。
市場リスク管理に係る組織として、市場リスク管理部署（ミドル・オフィ
ス）を設置するほか、市場取引における相互牽制を図るため、業務運営部
署（フロント・オフィス）と事務管理部署（バック・オフィス）を分離し、
さらに業務運営部署に市場リスク管理部署の所属員を駐在させ、市場リス
ク管理の実効性を確保しております。
市場リスク管理部署であるリスク統轄部は、VaR（バリュー・アット・リ
スク）法等により当行全体の市場リスク量を計測するとともに、市場リス
ク量を一定の範囲内にコントロールするため、取引の種類や特性に応じて
設定したポジション枠や損失限度等の遵守状況を定期的にモニタリングし
ております。
また、先行きの金利・相場・資金・景気動向を予測し、その変動に伴うリ
スクを回避するとともに、リスク管理と収益管理の一元化による適正な資
産・負債の総合管理を踏まえ、経営の健全性確保と収益向上の両立をはか
るため、機動的に運用戦略等を検討することを目的として、ALM・収益管
理委員会を設置しております。

Ｂ．市場リスクに係る定量的情報
当行は、「金銭の信託」、「有価証券」、「円貨預貸金」、「円貨市場性資金」
に関するVaRの算定にあたっては、分散共分散法（保有期間:政策投資株式
125営業日、それ以外60営業日、信頼区間:99.0%、観測期間:250営業
日）を採用しております。2019年3月31日（当期の連結決算日）現在で
当行の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で76,667百万円となっ
ております。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられない
ほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があり
ます。
なお、当行は、「有価証券」において、モデルが算出するVaRと実際の損
益を比較するバックテスティングを実施し、使用する計測モデルが十分な
精度により市場リスクを捕捉していることを確認しております。

③流動性リスクの管理
当行は、流動性リスク管理の基本方針である「流動性リスク管理方針」及
び流動性リスク管理に係る規定を定め、安定的な資金繰り運営のための基
本的なスタンス並びに、流動性リスクの評価、モニタリング、コントロー
ル等の管理の実施について明確化しているほか、不測の事態への備えとし
て、「流動性危機対応プラン」等を定め、迅速かつ的確な対応を行えるよ
う体制を整備しております。
また、流動性リスク管理に係る組織として、当行全体の流動性リスクを管
理するために流動性リスク管理部署を設置し、日々の資金繰り及び資金や
証券に係る決済の管理を行うために資金繰り管理部署及び決済の管理部署
を設置しております。
流動性リスク管理部署であるリスク統轄部は、流動性リスクの評価、モニ
タリングを行い、必要に応じてコントロールを行うなど、当行全体の流動
性リスクを管理しております。
資金繰り管理部署及び決済の管理部署である市場国際部は、日次又は月次
の資金繰り見通しを作成するとともに、調達可能額や資産の流動性の把
握、大口資金の期日集中の確認等により資金繰り管理を行っております。
また、日銀ネット決済等の決済制度における決済の状況や他の金融機関等
との間で行う決済の状況を把握することにより決済の管理を行っておりま
す。

④子会社に係るリスク管理体制
子会社については、当行に準じたリスク管理体制としております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合
には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい
ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場
合、当該価額が異なることもあります。

2．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表
には含めておりません（（注2）参照)。また、「連結貸借対照表計上額」の重
要性が乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時　価 差　額

（1）現金預け金 711,025 711,025 ―――
（2）金銭の信託 115,613 115,613 ―――
（3）有価証券 2,951,299 2,951,303 3

満期保有目的の債券 4,099 4,103 3
その他有価証券 2,947,199 2,947,199 ―――

（4）貸出金 4,718,942
　貸倒引当金（※） △59,183

4,659,758 4,680,944 21,185
資産計 8,437,697 8,458,886 21,189

（1）預金 7,432,614 7,432,839 224
（2）譲渡性預金 440,220 440,224 4
（3）借用金 116,643 116,617 △26
負債計 7,989,478 7,989,681 202

（※）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法

資　産
（1） 現金預け金

預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。

（2） 金銭の信託
有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし
て運用されている有価証券については、株式は取引所の価格、債券は日本
証券業協会の価格又は取引金融機関が算定する価格等によっております。
投資信託は、公表されている基準価額や証券投資信託委託会社が提供する
基準価額によっております。
なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の
信託関係）」に記載しております。

（3） 有価証券
株式は取引所の価格、債券は日本証券業協会の価格又は取引金融機関が算
定する価格等によっております。投資信託は、公表されている基準価額や
証券投資信託委託会社が提供する基準価額によっております。
自行保証付私募債については、将来キャッシュ・フロー（クーポン、元本
償還額、保証料）を、市場金利、発行体の信用リスク等を考慮した利率で
割り引いて時価を算定しております。

（4） 貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するた
め、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価
額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金
利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、
商品性に応じて元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定され
る利率又は市場金利に信用格付ごとの標準スプレッド（経費率を含む）を
加味した利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短
期間（1年以内）で、時価が帳簿価額と近似しているものは、当該帳簿価
額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見
積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額
等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における
連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に
近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返
済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等か
ら、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時
価としております。

負　債
（1） 預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）
を時価とみなしております。また、定期預金は、期間に基づく区分ごとに、
元利金の合計額を同様の新規預金を受け入れる際に適用する利率で割り引
いて時価を算定しております。なお、預入期間が短期間（1年以内）で、
時価が帳簿価額と近似しているものは、当該帳簿価額を時価としておりま
す。

（2） 譲渡性預金
譲渡性預金については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様
の新規譲渡性預金を受け入れる際に適用する利率で割り引いて時価を算定
しております。なお、預入期間が短期間（1年以内）で、時価が帳簿価額
と近似しているものは、当該帳簿価額を時価としております。

（3） 借用金
借用金については、調達の種類ごとに、元利金の合計額を同様の新規調達
を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。な
お、約定期間が短期間（1年以内）で、時価が帳簿価額と近似しているも
のは、当該帳簿価額を時価としております。
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（注2）‌�時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照
表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産（3）その他
有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区    分 2019年3月31日

①非上場株式（※1）（※2） 1,995
②組合出資金（※3） 4,986
合計 6,982

（※1）‌�非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（※2）‌�非上場株式について減損処理はありません。
（※3）‌�組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極

めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示
の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預け金 657,359 ――― ――― ――― ――― ―――
有価証券 528,726 768,069 575,969 474,895 275,231 ―――

満期保有目的の債券 3,100 1,000 ――― ――― ――― ―――
　うち国債 2,800 ――― ――― ――― ――― ―――
　　地方債 300 1,000 ――― ――― ――― ―――
その他有価証券のうち
満期があるもの 525,626 767,069 575,969 474,895 275,231 ―――

　うち国債 260,000 331,050 96,000 12,000 ――― ―――
　　地方債 ――― 16,500 81,500 220,600 185,500 ―――
　　社債 188,982 294,082 306,195 132,464 9,959 ―――
　　その他 76,644 125,437 92,274 109,830 79,772 ―――

貸出金（※） 1,086,874 804,531 676,490 402,886 476,903 1,157,700
合計 2,272,960 1,572,601 1,252,459 877,781 752,134 1,157,700

（※）‌�貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還
予定額が見込めない69,944百万円、期間の定めのないもの43,611百万円
は含めておりません。

（注4）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預金（※） 7,018,527 356,618 57,468 ――― ――― ―――
譲渡性預金 435,750 4,470 ――― ――― ――― ―――
借用金 113,460 1,627 680 152 201 520
合計 7,567,738 362,716 58,149 152 201 520

（※）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。
（有価証券関係）
※1．�連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載し

ております。
※2．�「子会社株式及び関連会社株式」については、財務諸表における注記事項

として記載しております。
1．売買目的有価証券� （単位：百万円）

2019年3月31日
連結会計年度の損益に含まれた評価差額 50

2．満期保有目的の債券� （単位：百万円）

種類 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 2,799 2,801 1
地方債 1,300 1,301 1

小計 4,099 4,103 3

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 ―― ―― ――
地方債 ―― ―― ――

小計 ―― ―― ――
合計 4,099 4,103 3

3．その他有価証券� （単位：百万円）

 種類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

連 結 貸 借 対 照 表 
計上額が取得原価を 
超えるもの

株式 120,504 46,768 73,735
債券 2,127,151 2,104,213 22,937
　国債 709,806 702,527 7,278
　地方債 512,774 505,737 7,037
　社債 904,569 895,948 8,621
その他 390,735 333,342 57,393

小計 2,638,390 2,484,324 154,066

連 結 貸 借 対 照 表 
計上額が取得原価を 
超えないもの

株式 4,557 5,168 △611
債券 42,322 42,376 △54
　国債 － － －
　地方債 2,000 2,000 △0
　社債 40,322 40,376 △54
その他 261,929 270,113 △8,184

小計 308,808 317,658 △8,850
合計 2,947,199 2,801,983 145,216

4．当連結会計年度中に売却したその他有価証券� （単位：百万円）

種類 売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額
株式 13,560 5,989 135
債券 4,516 11 ―――
　国債 ――― ――― ―――
　地方債 ――― ――― ―――
　社債 4,516 11 ―――
その他 14,504 51 796
合計 32,581 6,051 932

5．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なもの
を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお
り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについて
は、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当
連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。
当連結会計年度における減損処理額は、44百万円（うち、株式44百万円）
であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定
基準において、有価証券の発行会社等の区分毎に次のとおり定めておりま
す。

正常先

時価が取得原価に比べて50%以上下落または、時
価が取得原価に比べて30%以上50%未満下落した
もので、過去1か月間の時価の平均が取得原価に
比べて50%（一定以上の信用リスクを有すると認
められるものは30%）以上下落

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
破綻先、実質破綻先、
破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実
質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の債務者であります。

（金銭の信託関係）
1．運用目的の金銭の信託� （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 連結会計年度の
損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 81,387 △800

2．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）� （単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 取得原価 差額

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えないもの

その他の
金銭の信託 34,225 21,581 12,644 12,644 ―――

（注）‌�「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照
表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
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3．減損処理を行った金銭の信託
その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち、当該有価証
券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復
する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸
借対照表計上額とするとともに、減損処理しております。なお、当連結会計
年度においては該当ありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定
基準において、有価証券の発行会社等の区分毎に次のとおり定めておりま
す。

正常先

時価が取得原価に比べて50%以上下落または、時
価が取得原価に比べて30%以上50%未満下落した
もので、過去1か月間の時価の平均が取得原価に
比べて50%（一定以上の信用リスクを有すると認
められるものは30%）以上下落

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
破綻先、実質破綻先、
破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実
質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の債務者であります。

（その他有価証券評価差額金）
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとお
りであります。

（単位：百万円）
評価差額 157,603
　その他有価証券 144,958
　その他の金銭の信託 12,644

（△）繰延税金負債 46,494
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 111,108

（△）非支配株主持分相当額 ―――
その他有価証券評価差額金 111,108

（デリバティブ取引関係）
1．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の
種類ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当
額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりでありま
す。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市
場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引� （単位：百万円）
区
分 種類 契約額等 時価 評価損益うち1年超

金
融
商
品
取
引
所

金利先物
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
金利オプション
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――

店
　
頭

金利先渡契約
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
金利スワップ

受取固定・支払変動 11,167 10,867 287 287
受取変動・支払固定 11,220 10,920 △183 △183
受取変動・支払変動 ――― ――― ――― ―――

金利オプション
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
金利スワップション
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
その他
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
合計 104 104

（注）1.�上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書
に計上しております。

2.�時価の算定
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル
等により算定しております。

（2） 通貨関連取引� （単位：百万円）

区
分 種類 契約額等 時価 評価損益うち1年超

金
融
商
品
取
引
所

通貨先物
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
通貨オプション
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――

店
　
頭

通貨スワップ 41,365 21,654 △498 △498
為替予約
　売建 138,940 198 △541 △541
　買建 4,742 198 2 2
通貨オプション
　売建 6,379 4,146 △149 160
　買建 6,379 4,146 149 △81
その他
　売建 ――― ――― ――― ―――
　買建 ――― ――― ――― ―――
合計 △1,038 △958

（注） 1.�上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書
に計上しております。

2.�時価の算定 
割引現在価値等により算定しております。

2．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種
類ごと、ヘッジ会計の方法別の連結決算日における契約額又は契約において
定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりで
あります。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に
係る市場リスクを示すものではありません。

（1） 金利関連取引� （単位：百万円）

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等 時価うち1年超

原則的処理方法 金利スワップ 貸出金、
　受取変動・支払固定 有価証券 227,920 226,608 △2,255

金利スワップの
特例処理

金利スワップ 貸出金
　受取変動・支払固定 69,832 58,080 △893
その他 貸出金
　買建 583 583 △3

合計 ――― ――― ――― △3,151
（注）1.�主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第24号　2002年2月13日）等に基づき、繰延ヘッジによってお
ります。

2.�時価の算定�  
割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しておりま
す。

（2） 通貨関連取引
該当ありません。

（退職給付関係）
1．採用している退職給付制度の概要

当行は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を
設けております。また、確定拠出制度として、当連結会計年度より企業型の
確定拠出年金制度を設けております。なお、当行では当連結会計年度より退
職一時金制度に退職給付信託を設定しております。
連結子会社は、退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付に係る
負債及び退職給付費用を計算しております。なお、一部の連結子会社は、企
業年金基金制度を採用しておりましたが、清算により脱退しました。

2．確定給付制度
（1） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

退職給付債務の期首残高 70,527
　勤務費用 1,782
　利息費用 447
　数理計算上の差異の発生額 523
　退職給付の支払額 △3,680
　過去勤務費用の発生額 ―――
　その他 181
退職給付債務の期末残高 69,781
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（2） 年金資産の期首残高と期末残高の調整表� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

年金資産の期首残高 36,778
　期待運用収益 1,287
　数理計算上の差異の発生額 △1,128
　事業主からの拠出額 763
　退職給付信託の設定 10,000
　退職給付の支払額 △2,002
　その他 181
年金資産の期末残高 45,879

（注） 一部の連結子会社が採用していた総合設立型厚生年金基金制度に係
る年金資産は、上記の年金資産の額に含まれておりません。

（3） 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職
給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

積立型制度の退職給付債務 69,643
年金資産 △45,879

23,764
非積立型制度の退職給付債務 137
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 23,902

� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

退職給付に係る負債 23,902
退職給付に係る資産 ―――
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 23,902

（4） 退職給付費用及びその内訳項目の金額� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

勤務費用 1,784
利息費用 447
期待運用収益 △1,287
数理計算上の差異の費用処理額 1,535
過去勤務費用の費用処理額 ―――
その他 ―――
確定給付制度に係る退職給付費用 2,480

（注）1.�企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
2.�一部の連結子会社が採用していた総合設立型厚生年金基金制度に

係る退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上してお
ります。

（5） 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおり
であります。� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

過去勤務費用 ―――
数理計算上の差異 △115
その他 ―――
合計 △115

（6） 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のと
おりであります。� （単位：百万円）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

未認識過去勤務費用 ―――
未認識数理計算上の差異 9,037
その他 ―――
合計 9,037

（7） 年金資産に関する事項
①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

債券 41％
株式 24％
現金及び預金 5％
一般勘定 23％
コールローン等 7％
その他 0％
合計 100％

（注） 当連結会計年度の年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定
した退職給付信託が22％含まれております。

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金
資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待さ
れる長期の収益率を考慮しております。

（8） 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

区　分
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

割引率 0.6％
長期期待運用収益率 3.5％
予想昇給率 4.5％

3．確定拠出制度
当行の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度275百万円でありま
す。

（ストック・オプション等関係）
1．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

営業経費　　―百万円
（注） �当行は、2017年8月17日付で株式報酬型ストックオプション制度を廃

止し、業績連動型株式報酬制度を導入しております。
なお、業績連動型株式報酬制度については、連結財務諸表の注記事項

（追加情報）に記載しております。
（税効果会計関係）
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 14,113百万円
退職給付に係る負債 10,318百万円
減価償却 6,002百万円
有価証券償却 3,272百万円
賞与引当金 636百万円
その他 5,917百万円

繰延税金資産小計 40,260百万円
評価性引当額（注） △12,758百万円
繰延税金資産合計 27,501百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △46,494百万円
固定資産圧縮積立金 △319百万円
その他 △14百万円

繰延税金負債合計 △46,828百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △19,326百万円

（注） �当連結会計年度において、評価性引当額が1,177百万円減少しておりま
す。この減少の主な内容は、当行及び連結子会社において貸倒引当金
に係る評価性引当額が1,328百万円減少したことに伴うものでありま
す。

2．‌�連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の
内訳
法定実効税率 30.5％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0％
住民税均等割額 0.3％
評価性引当額 △5.2％
連結子会社株式売却益の連結修正 △2.7％
その他 0.5％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.8％
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（資産除去債務関係）
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要
当行は、店舗等の不動産賃貸借契約等に基づく原状回復義務や、アスベスト
除去費用について資産除去債務を計上しております。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を当該建物の耐用年数に応じて16年～31年と見積り、割引率
は0.139％～2.324％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

期首残高 678百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 4百万円
時の経過による調整額 6百万円
資産除去債務の履行による減少額 △22百万円
その他増減額（△は減少） △4百万円
期末残高 662百万円

（関連当事者情報）
関連当事者との取引
（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金又
は出資金

（百万円）

事業の
内容

又は職業

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）
関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社の子会
社を含む）

㈱藤崎 仙台市
青葉区 400 百貨店

所有
直接0.66
被所有

直接0.06
与信取引先

資金の
貸付 4,636 貸出金 4,699

債務の
保証 356 支払承

諾見返 351
㈱フジ・ス
タイリング

仙台市
泉区 38 紳士服縫製 ― 与信取引先 資金の

貸付 274 貸出金 158
㈱藤崎エ
ージェン

シー
仙台市
青葉区 50

百貨店
友の会運営
保険代理店

― 与信取引先 債務の
保証 1,000 支払承

諾見返 1,000

役員及び
その近親者

赤井澤巳之
吉 ― ― 不動産

賃貸
被所有

直接0.00 与信取引先 資金の
貸付 518 貸出金 538

（注）1.�取引金額は平均残高を記載しております。
2.�赤井澤巳之吉は、2018年11月14日に逝去されました。当連結会計年度

末現在相続手続中のため、故人の名義で記載しております。
　

取引条件及び取引条件の決定方針等
　一般の取引と同様な条件で行っております。

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金

（百万円）

事業の
内容

又は職業

議決権等の
所有（被所有）

割合（％）
関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）
役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会 社 等

（ 当 該会
社の子会
社 を 含
む）

㈱藤崎 仙台市
青葉区 400 百貨店

所有
直接0.66
被所有

直接0.06

㈱七十七
カードと
の加盟店
契約先

加盟店
手数料
の受入

28
役務取
引等
収益

―

㈱フジ・ス
タイリング

仙台市
泉区 38 紳士服

縫製 ―
七十七リ
ース㈱と
の割賦販
売契約先

機械装
置等の
割賦販
売契約

46 その他
資産等 ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
　一般の取引と同様な条件で行っております。

（1株当たり情報）
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

1株当たり純資産額 6,582円31銭
1株当たり当期純利益 237円90銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 ―――

（注） 1.�潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式がないので記
載しておりません。

 2.�1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のと
おりであります。

（1）1株当たり純資産額
2018年度

（2019年3月31日）
純資産の部の合計額 489,077百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 ―――
普通株式に係る期末の純資産額 489,077百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 74,301千株　

（2）1株当たり当期純利益
2018年度

�自 2018年4月1日 
至 2019年3月31日〕

1株当たり当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益 17,670百万円
普通株主に帰属しない金額 ―――
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 17,670百万円
普通株式の期中平均株式数 74,275千株　

（注） �株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託が
保有する当行株式は、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式
総数から控除する自己株式に含めております。また、当該保有株式
は、1株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております。
1株当たり純資産額の算定において控除した当該自己株式の期末株式
数は、当連結会計年度で452千株であります。また、1株当たり当期
純利益の算定において控除した当該自己株式の期中平均株式数は、
当連結会計年度で479千株であります。

（重要な後発事象）
1．当行の自己株式の取得

当行は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行および株主の皆
さまへの利益還元を図るため、2019年5月15日開催の取締役会において、
会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規
定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議し実施いたしました。

（1） 2019年5月15日開催の取締役会における決議内容
①取得対象株式の種類	 普通株式
②取得する株式の総数	 500,000株（上限）
③株式の取得価額の総額	 800,000,000円（上限）
④取得期間	 2019年5月16日〜2019年6月21日

（2） 自己株式の取得状況
①取得した株式の種類	 普通株式
②取得した株式の総数	 488,800株
③株式の取得価額の総額	 799,859,087円
④取得期間	 2019年5月16日〜2019年6月19日
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事業の種類別セグメント情報

2018年度（自 2018年4月1日　至 2019年3月31日）
　当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、その他の金融サービスに係る事業を行っております。当行グループ
の報告セグメントは、そのセグメントごとに分離された財務情報が入手可能なものであり、経営陣による定期的な業績評
価及び資源配分の意思決定を行う対象となっているものです。
　当行グループの報告セグメントは「銀行業務」のみであり、「その他」の重要性が乏しいことから、記載を省略しており
ます。

2017年度（自 2017年4月1日　至 2018年3月31日）
　当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、その他の金融サービスに係る事業を行っております。当行グループ
の報告セグメントは、そのセグメントごとに分離された財務情報が入手可能なものであり、経営陣による定期的な業績評
価及び資源配分の意思決定を行う対象となっているものです。
　当行グループの報告セグメントは「銀行業務」のみであり、「その他」の重要性が乏しいことから、記載を省略しており
ます。
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　自己資本比率は、リスクに応じて計算された資産（リ
スク・アセット）に対する自己資本の割合で、銀行の健
全性をはかる重要な指標の一つです。海外に拠点を持た
ない銀行の場合、国内基準で4％以上の自己資本比率を
維持することが求められております。
　当行は、国内基準を適用のうえ自己資本比率を算出し
ており、2019年3月末の自己資本比率は、貸出金の増
加等によりリスク・アセットが増加したものの、内部留
保の積上げにより自己資本額が増加したことから、
2018年3月末比0.02ポイント上昇の10.20%となり、
必要とされる水準を大きく上回っております。

自己資本比率（国内基準）

（単位：%）
16

12

8

4

0 2016年
3月末

連結
単体

2015年
3月末
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12.19

2017年
3月末

11.21

10.90

2018年
3月末

10.73

10.48

2019年
3月末

10.43

10.18

10.38

10.20

2018年度の営業概況

自己資本比率

2018年度（自 2018年4月1日 至 2019年3月31日）の業績は、次のとおりとなりました。

預金（譲渡性預金を含む）
預金（譲渡性預金を含む）は、個人預金は増加したものの、公金預金が減少しました結果、725億円減少し、期末残高は7兆

8,918億円となりました。なお、預金と公共債・投資信託・保険等の預り資産を合わせた期末残高は798億円減少し、8兆
4,394億円となりました。

貸出金
貸出金は、地元中小企業向け貸出および個人向けの消費者ローンを中心に増強に努めました結果、978億円増加し、期末残

高は4兆7,249億円となりました。

有価証券
　有価証券は、国債を中心に1,611億円減少し、期末残高は2兆9,649億円となりました。

内国為替取扱高
　内国為替取扱高は、1,809億円増加し、48兆7,638億円となりました。

外国為替取扱高
　外国為替取扱高は、3億33百万ドル増加し、52億89百万ドルとなりました。

収益状況
　収益状況は、厳しい経営環境のなか、資金運用・調達の効率化および経費の節減に努めました結果、経常利益は220億82百
万円、当期純利益は179億68百万円となりました。
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（単位：百万円）

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

経常収益 101,785 104,318 95,578 101,581 98,475
業務純益 23,008 14,232 16,010 14,933 16,688
経常利益 30,463 24,342 21,629 23,352 22,082
当期純利益 16,876 15,662 16,627 16,754 17,968

（単位：百万円）

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

純資産額 457,870 443,084 463,020 482,622 481,223
総資産額 8,559,715 8,570,052 8,633,641 8,701,473 8,610,271
預金残高 7,195,348 7,325,912 7,364,257 7,473,032 7,440,628
貸出金残高 4,227,655 4,357,890 4,450,327 4,627,118 4,724,954
有価証券残高 3,683,636 3,478,904 3,242,629 3,126,044 2,964,936
資本金 24,658 24,658 24,658 24,658 24,658

（発行済株式総数） （383,278千株） （383,278千株） （383,278千株） （76,655千株） （76,655千株）

単体自己資本比率＜国内基準＞（％） 12.19 10.90 10.48 10.18 10.20

（単位：円）

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

1株当たり純資産額 1,221.92 1,182.06 6,236.92 6,503.91 6,476.61

1株当たり配当額 8.50 9.00 9.00 27.00 47.50
（うち1株当たり中間配当額） （4.00） （4.50） （4.50） （4.50） （22.50）
1株当たり当期純利益 45.09 41.85 222.49 225.84 241.91
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 44.91 41.66 221.47 225.46 ―――
配当性向（％） 18.85 21.50 20.22 19.92 19.63
従業員数（人） 2,710 2,694 2,651 2,713 2,727

［平均臨時従業員］ [1,215] [1,301] [1,324] [1,272] [1,344]
（注） � 1.消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2.�2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。2016年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株
当たり当期純利益を算出しております。

3.�2017年度より、役員報酬BIP信託による業績連動型株式報酬制度を導入し、役員報酬BIP信託が保有する当行株式を財務諸表において株主資本における自己株式として計上しておりま
す。役員報酬BIP信託が保有する当行株式は、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。また、当該保有株式は、1株当たり当期純利
益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

4.�2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。2017年度の1株当たり配当額27.00円は、中間配当額4.50円と期末配当額22.50円の合計であり、中間配当額4.50円は株式
併合前の配当額、期末配当額22.50円は株式併合後の配当額であります。

5.2018年度中間配当についての取締役会決議は2018年11月9日に行いました。
6.2018年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないので記載しておりません。
7.単体自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を採用しております。
8.従業員数は、就業人員数を表示しており、また従業員数の［　　］内は、平均臨時従業員数を外書きしております。

●業務純益
銀行の基本的な業務の成果を示す銀行固有の利益概念です。具体的には、預金、貸出、有価証券などの利息収支を示す「資金運用収支」、各種手数料などの収支を示す「役務取
引等収支」、債券や外国為替などの売買損益を示す「その他業務収支」の3つを合計した「業務粗利益」から、「一般貸倒引当金繰入額」と「経費（除く臨時的経費）」を控除
したものです。
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　当行の会社法第435条第2項に定める計算書類は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、有限責任監査法人トー
マツの監査を受けております。また、当行の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表は、金融商
品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査証明を受けております。
　次の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、上記の財務諸表に基づいて作成しております。

（単位：百万円）

貸借対照表
（資産の部）

区　分 2017年度
（2018年3月31日）

2018年度
（2019年3月31日）

現金預け金 705,553 710,996
現金 58,503 53,663
預け金 647,049 657,332

コールローン 530 511
買入金銭債権 4,895 4,071
商品有価証券 24,975 19,848

商品国債 567 590
商品地方債 7,407 8,257
その他の商品有価証券 17,000 11,000

金銭の信託 170,985 115,613
有価証券 3,126,044 2,964,936

国債 988,521 709,806
地方債 381,867 514,774
社債 960,182 944,892
株式 159,549 137,811
その他の証券 635,924 657,651

貸出金 4,627,118 4,724,954
割引手形 11,149 11,530
手形貸付 143,298 133,908
証書貸付 3,928,493 4,033,660
当座貸越 544,177 545,854

外国為替 5,956 4,734
外国他店預け 5,931 4,663
取立外国為替 24 71

その他資産 28,255 63,198
未決済為替貸 10 4
前払費用 28 37
未収収益 5,771 5,612
金融派生商品 2,746 810
金融商品等差入担保金 2,130 3,700
その他の資産 17,569 53,033

有形固定資産 34,695 32,031
建物 9,720 8,294
土地 19,873 19,321
リース資産 87 81
建設仮勘定 534 138
その他の有形固定資産 4,478 4,194

無形固定資産 269 263
その他の無形固定資産 269 263

支払承諾見返 29,060 24,622
貸倒引当金 △ 56,867 △ 55,511
資産の部合計 8,701,473 8,610,271
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（単位：百万円）

貸借対照表
（負債及び純資産の部）

区　分 2017年度
（2018年3月31日）

2018年度
（2019年3月31日）

預金 7,473,032 7,440,628
当座預金 202,532 212,594
普通預金 4,671,024 4,763,275
貯蓄預金 130,545 130,843
通知預金 15,002 15,477
定期預金 2,322,948 2,197,787
定期積金 16,107 14,816
その他の預金 114,872 105,833

譲渡性預金 491,270 451,220
コールマネー 14,342 16,104
債券貸借取引受入担保金 12,886 17,414
借用金 107,112 111,228

借入金 107,112 111,228
外国為替 113 339

売渡外国為替 62 66
未払外国為替 50 273

その他負債 33,986 27,463
未決済為替借 201 54
未払法人税等 1,162 2,107
未払費用 4,112 4,077
前受収益 1,268 1,275
給付補填備金 3 2
金融派生商品 2,839 3,829
金融商品等受入担保金 2,997 424
リース債務 90 84
資産除去債務 678 662
その他の負債 20,632 14,944

役員賞与引当金 73 64
退職給付引当金 24,404 14,726
株式給付引当金 876 750
睡眠預金払戻損失引当金 455 464
偶発損失引当金 695 781
繰延税金負債 30,541 23,238
支払承諾 29,060 24,622

［負債の部合計］ 8,218,851 8,129,047
資本金 24,658 24,658
資本剰余金 8,937 8,937

資本準備金 7,835 7,835
その他資本剰余金 1,102 1,102

利益剰余金 329,205 343,810
利益準備金 24,658 24,658
その他利益剰余金 304,546 319,151

固定資産圧縮積立金 754 731
別途積立金 285,305 298,305
繰越利益剰余金 18,487 20,114

自己株式 △ 5,818 △ 5,551
株主資本合計 356,983 371,855
その他有価証券評価差額金 127,111 110,820
繰延ヘッジ損益 △ 1,473 △ 1,451
評価・換算差額等合計 125,638 109,368

［純資産の部合計］ 482,622 481,223
負債及び純資産の部合計 8,701,473 8,610,271
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（単位：百万円）損益計算書

区　分
2017年度

自2017年4月　1日
至2018年3月31日

2018年度
自2018年4月　1日
至2019年3月31日

経常収益 101,581 98,475
資金運用収益 72,693 69,451

貸出金利息 41,398 42,032
有価証券利息配当金 31,076 27,139
コールローン利息 11 12
預け金利息 125 147
その他の受入利息 81 118

役務取引等収益 16,140 16,742
受入為替手数料 6,875 6,820
その他の役務収益 9,265 9,922

その他業務収益 859 115
商品有価証券売買益 6 51
国債等債券売却益 196 62
金融派生商品収益 656 ―――
その他の業務収益 0 1

その他経常収益 11,888 12,166
貸倒引当金戻入益 2,727 ―――
株式等売却益 2,833 5,989
金銭の信託運用益 4,044 3,908
その他の経常収益 2,282 2,268

経常費用 78,228 76,392
資金調達費用 3,125 3,548

預金利息 1,400 1,393
譲渡性預金利息 112 98
コールマネー利息 440 584
債券貸借取引支払利息 329 629
借用金利息 0 7
金利スワップ支払利息 833 827
その他の支払利息 7 8

役務取引等費用 6,867 7,171
支払為替手数料 1,935 2,061
その他の役務費用 4,931 5,110

その他業務費用 12,053 6,411
外国為替売買損 3,670 1,865
国債等債券売却損 728 796
国債等債券償還損 7,555 2,061
国債等債券償却 99 ―――
金融派生商品費用 ――― 1,685
その他の業務費用 ――― 0

営業経費 55,068 55,734
その他経常費用 1,113 3,527

貸倒引当金繰入額 ――― 1,565
貸出金償却 ――― 0
株式等売却損 152 135
株式等償却 20 44
金銭の信託運用損 ――― 798
その他の経常費用 940 982

経常利益 23,352 22,082
特別利益 ――― 1,378

子会社清算益 ――― 1,378
特別損失 709 761

減損損失 709 761
税引前当期純利益 22,642 22,699
法人税、住民税及び事業税 3,770 4,984
法人税等調整額 2,117 △ 253
法人税等合計 5,888 4,730
当期純利益 16,754 17,968

〔　　　　　　〕 〔　　　　　　〕
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株主資本等変動計算書
2017年度〔自　2017年4月1日　至　2018年3月31日〕

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 24,658 7,835 853 8,688 24,658 760 271,805 18,576 315,800
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,349 △ 3,349
固定資産圧縮積立金
の積立 16 △ 16 ──

固定資産圧縮積立金
の取崩 △ 23 23 ──

別途積立金の積立 13,500 △ 13,500 ──
当期純利益 16,754 16,754
自己株式の取得
自己株式の処分 249 249
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ── ── 249 249 ── △ 6 13,500 △ 88 13,404
当期末残高 24,658 7,835 1,102 8,937 24,658 754 285,305 18,487 329,205

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 5,738 343,409 120,732 △1,848 118,883 728 463,020
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,349 △ 3,349
固定資産圧縮積立金
の積立 ── ──

固定資産圧縮積立金
の取崩 ── ──

別途積立金の積立 ── ──
当期純利益 16,754 16,754
自己株式の取得 △ 1,530 △ 1,530 △ 1,530
自己株式の処分 1,450 1,699 1,699
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 6,379 375 6,754 △ 728 6,026

当期変動額合計 △ 79 13,574 6,379 375 6,754 △ 728 19,601
当期末残高 △ 5,818 356,983 127,111 △ 1,473 125,638 ── 482,622
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2018年度〔自　2018年4月1日　至　2019年3月31日〕

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 24,658 7,835 1,102 8,937 24,658 754 285,305 18,487 329,205
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,364 △ 3,364
固定資産圧縮積立金
の取崩 △ 22 22 ──

別途積立金の積立 13,000 △ 13,000 ──
当期純利益 17,968 17,968
自己株式の取得
自己株式の処分 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ── ── 0 0 ── △ 22 13,000 1,627 14,604
当期末残高 24,658 7,835 1,102 8,937 24,658 731 298,305 20,114 343,810

（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 5,818 356,983 127,111 △ 1,473 125,638 482,622
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,364 △ 3,364
固定資産圧縮積立金
の取崩 ── ──

別途積立金の積立 ── ──
当期純利益 17,968 17,968
自己株式の取得 △ 4 △ 4 △ 4
自己株式の処分 271 271 271
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △ 16,291 22 △ 16,269 △ 16,269

当期変動額合計 266 14,871 △ 16,291 22 △ 16,269 △ 1,398
当期末残高 △ 5,551 371,855 110,820 △ 1,451 109,368 481,223
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注記事項（2018年度）
（重要な会計方針）
1．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により
行っております。

2．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その
他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売
却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困
難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っており
ます。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。

（2）�金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的
の金銭の信託については時価法、その他の金銭の信託については上記（1）
のうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。

4．固定資産の減価償却の方法
（1）�有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　5年〜31年
そ　の　他　　　4年〜20年

（2）�無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。

（3）�リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中の「リ
ース資産」は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
より償却しております。

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付してお
ります。

6．引当金の計上基準
（1）�貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し
ております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、

「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、
「実質破綻先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して
おります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る
債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上しております。
破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上
の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシ
ュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッ
シュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の
帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し
た貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定
を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており
ます。

（2）�役員賞与引当金
役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（3）�退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付
債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については給付算定式基準によっております。
なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりで
あります。
過去勤務費用　　　　発生時に一括費用処理
数理計算上の差異　　�各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

（4）�株式給付引当金
株式交付規定に基づく取締役等への当行株式の交付等に備えるため、当事
業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）�睡眠預金払戻損失引当金
負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、
将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上
しております。

（6）�偶発損失引当金
信用保証協会との責任共有制度にかかる将来の負担金の支払に備えるた
め、対象債権に対する代位弁済の実績率を合理的に見積もり、必要と認め
る額を計上しております。

7．ヘッジ会計の方法
（1）�金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則
として繰延ヘッジによっております。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　2002年2月13
日。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）に基づき処理してお
ります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジ
について、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワ
ップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価して
おります。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価
をしております。
このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払
条件及び契約期間が対象資産とほぼ同一である金利スワップ等について
は、金利スワップの特例処理を行っております。

（2）�為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方
法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号　2002
年7月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価
の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目
的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金
銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在すること
を確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

8．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
（1）�退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処
理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なってお
ります。

（2）�消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜
方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等
は当事業年度の費用に計上しております。

（追加情報）
（業績連動型株式報酬制度）
連結財務諸表の注記事項(追加情報)に記載しております。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年2
月16日）等を当事業年度から適用しております。

（貸借対照表関係）
　1．関係会社の株式又は出資金の総額

株式� 11,668百万円
出資金� 1,871百万円

　2．�有担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、
「有価証券」中の国債に含まれておりますが、その金額は次のとおりであ
ります。
� 61,439百万円

　3．貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。
破綻先債権額� 4,765百万円
延滞債権額� 63,884百万円
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除
く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965
年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第
4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸
出金以外の貸出金であります。
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　4．貸出金のうち3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
3カ月以上延滞債権額� 1,842百万円
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。

　5．貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額� 24,907百万円
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及
び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

　6．�破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は次のとおりであります。
合計額� 95,399百万円
なお、上記3．から6．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

　7．�手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理し
ております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保とい
う方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次の
とおりであります。
� 11,530百万円

　8．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産		
　有価証券� 245,060百万円
　その他資産� 144百万円
　計� 245,204百万円
担保資産に対応する債務
　預金� 53,818百万円
　債券貸借取引受入担保金� 17,414百万円
　借用金� 110,129百万円
上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用とし
て、次のものを差し入れております。
　有価証券� 100百万円
　その他資産� 50,000百万円
また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は次の
とおりであります。
　保証金� 61百万円

　9．�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反が
ない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高� 1,630,377百万円
うち原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に 
無条件で取消可能なもの� 1,547,884百万円
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フロー
に影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢
の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し
込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条
項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有
価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手
続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全
上の措置等を講じております。

10．有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額� 7,695百万円

（当事業年度の圧縮記帳額）� （－百万円）
11．�「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）

による社債に対する当行の保証債務の額
� 14,993百万円

（損益計算書関係）
その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

債権売却損� 412百万円

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式� （単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時価 差額

子会社株式 ――― ――― ―――
関連会社株式 ――― ――― ―――
合計 ――― ――― ―――

（注）�時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連
会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額

子会社株式 11,668
組合出資金 1,871
関連会社株式 ―――
合計 13,540

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と
認められることから、上表の「子会社株式及び関連会社株式」には含めて
おりません。

（税効果会計関係）
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金� 13,360百万円
退職給付引当金� 7,523百万円
減価償却� 5,928百万円
有価証券償却� 3,317百万円
その他� 5,017百万円

繰延税金資産小計� 35,147百万円
評価性引当額� △11,840百万円
繰延税金資産合計� 23,306百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金� △46,211百万円
固定資産圧縮積立金� △319百万円
その他� △14百万円

繰延税金負債合計� △46,544百万円
繰延税金資産（負債）の純額� △23,238百万円

2．�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が
あるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率� 30.5％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目� 0.4％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目� △4.9％
住民税均等割額� 0.3％
評価性引当額� △5.2％
その他� △0.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率� 20.8％

（重要な後発事象）
1．当行の自己株式の取得

当行は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行および株主の皆
さまへの利益還元を図るため、2019年5月15日開催の取締役会において、
会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規
定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議し実施いたしました。

（1） 2019年5月15日開催の取締役会における決議内容
①取得対象株式の種類	 普通株式
②取得する株式の総数	 500,000株（上限）
③株式の取得価額の総額	 800,000,000円（上限）
④取得期間	 2019年5月16日～2019年6月21日

（2） 自己株式の取得状況
①取得した株式の種類	 普通株式
②取得した株式の総数	 488,800株
③株式の取得価額の総額	 799,859,087円
④取得期間	 2019年5月16日～2019年6月19日
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2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

資金運用収支 653 42 696 608 50 659
0 0資金運用収益 670 56 726 623 71 694
0 0資金調達費用 17 13 30 14 21 35

役務取引等収支 92 0 92 95 0 95
役務取引等収益 160 1 161 166 1 167
役務取引等費用 67 0 68 71 0 71

△ 76 △ 35 △ 111 △ 76 △ 35 △ 111

その他業務収支 △ 76 △ 35 △ 111 △ 18 △ 44 △ 62
その他業務収益 2 6 8 2 0 1
その他業務費用 78 41 120 20 44 64

0.84 0.25 0.84 0.84 0.25 0.84

業務粗利益 668 7 676 685 6 692
業務粗利益率（％） 0.84 0.25 0.84 0.86 0.26 0.86 

（注） � 1.国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
	 なお、当行は、特定取引勘定非設置行であるため、特定取引収支は該当ありません。

2.資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（2017年度0億円、2018年度0億円）を控除して表示しております。
3.資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
4.業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100

業務粗利益の内訳 （単位：億円）

資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り
1. 国内業務部門

2017年度 2018年度
平均残高 利　息 利回り（％） 平均残高 利　息 利回り（％）

資金運用勘定 79,279 670 0.84 79,375 623 0.78
うち貸出金 43,999 397 0.90 45,764 398 0.87

商品有価証券 245 0 0.06 227 0 0.07
有価証券 28,738 270 0.94 27,551 221 0.80
コールローン 557 0 0.00 891 0 0.00
預け金 3,532 1 0.03 3,129 1 0.04

資金調達勘定 76,725 17 0.02 76,762 14 0.01
うち預金 72,291 8 0.01 72,874 5 0.00

譲渡性預金 4,880 1 0.02 4,338 0 0.02
コールマネー 0 ─── 0.00 ─── ─── ───
債券貸借取引受入担保金 ─── ─── ─── ─── ─── ───
借用金 1,071 0 0.00 1,073 0 0.00

（注） � 1.資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高（2017年度705億円、2018年度707億円）を控除しております。
2.資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高（2017年度1,530億円、2018年度1,527億円）及び利息（2017年度0億円、2018年度0億円）を控除してお

ります。

（単位：億円）

2. 国際業務部門

2017年度 2018年度
平均残高 利　息 利回り（％） 平均残高 利　息 利回り（％）

資金運用勘定 3,047 56 1.86 2,664 71 2.69
うち貸出金 939 16 1.74 857 21 2.55

商品有価証券 ─── ─── ─── ─── ─── ───
有価証券 2,042 40 1.96 1,749 49 2.82
コールローン 5 0 1.74 5 0 2.11
預け金 ─── ─── ─── ─── ─── ───

資金調達勘定 3,051 13 0.45 2,639 21 0.79
うち預金 438 5 1.27 454 8 1.85

譲渡性預金 ─── ─── ─── ─── ─── ───
コールマネー 259 4 1.69 215 5 2.70
債券貸借取引受入担保金 232 3 1.42 249 6 2.51
借用金 0 0 1.75 2 0 2.69

（単位：億円）

（注） � 1.資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高（2017年度0億円、2018年度0億円）を控除しております。
2.国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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3. 合計

2017年度 2018年度
平均残高 利　息 利回り（％） 平均残高 利　息 利回り（％）

資金運用勘定 80,206 726 0.90 80,324 694 0.86
うち貸出金 44,939 413 0.92 46,622 420 0.90

商品有価証券 245 0 0.06 227 0 0.07
有価証券 30,781 310 1.00 29,301 271 0.92
コールローン 563 0 0.01 896 0 0.01
預け金 3,532 1 0.03 3,129 1 0.04

資金調達勘定 77,656 30 0.03 77,687 35 0.04
うち預金 72,729 14 0.01 73,329 13 0.01

譲渡性預金 4,880 1 0.02 4,338 0 0.02
コールマネー 260 4 1.69 215 5 2.70
債券貸借取引受入担保金 232 3 1.42 249 6 2.51
借用金 1,071 0 0.00 1,075 0 0.00

（注） �1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（2017年度706億円、2018年度708億円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（2017年度1,530億円、
2018年度1,527億円）及び利息（2017年度0億円、2018年度0億円）を、それぞれ控除しております。

2.国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺して記載しております。

受取・支払利息の分析
1. 国内業務部門

2017年度 2018年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 72 1,098 1,170 81 △ 4,852 △ 4,771
うち貸出金 1,287 △ 1,555 △ 268 1,595 △ 1,518 77

商品有価証券 △ 3 1 △ 2 △ 1 4 3
有価証券 △ 954 2,396 1,442 △ 1,117 △ 3,758 △ 4,875
コールローン 0 1 1 1 △ 1 0
預け金 4 0 4 △ 14 36 22

支払利息 2 △ 391 △ 389 1 △ 309 △ 308
うち預金 9 △ 328 △ 319 7 △ 302 △ 295

譲渡性預金 △ 13 △ 29 △ 42 △ 12 △ 2 △ 14
コールマネー 0 △ 0 △ 0 ─── ─── ───
債券貸借取引受入担保金 ─── ─── ─── ─── ─── ───
借用金 0 0 0 0 0 0

（注） � 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

2. 国際業務部門

2017年度 2018年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 △ 305 1,350 1,045 △ 713 2,214 1,501
うち貸出金 23 432 455 △ 143 699 556

商品有価証券 ─── ─── ─── ─── ─── ───
有価証券 △ 370 966 596 △ 574 1,509 935
コールローン 1 △ 1 0 △ 1 3 2
預け金 ─── ─── ─── ─── ─── ───

支払利息 △ 43 665 622 △ 188 897 709
うち預金 131 289 420 21 267 288

譲渡性預金 ─── ─── ─── ─── ─── ───
コールマネー 145 22 167 △ 75 219 144
債券貸借取引受入担保金 △ 19 96 77 25 275 300
借用金 0 0 0 4 2 6

（注） � 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

（単位：億円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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3. 合計

2017年度 2018年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 296 1,963 2,259 107 △ 3,349 △ 3,242
うち貸出金 1,313 △ 1,127 186 1,550 △ 916 634

商品有価証券 △ 3 1 △ 2 △ 1 4 3
有価証券 △ 1,229 3,266 2,037 △ 1,493 △ 2,446 △ 3,939
コールローン 6 △ 4 2 7 △ 6 1
預け金 4 0 4 △ 14 36 22

支払利息 13 263 276 1 428 429
うち預金 14 86 100 12 △ 19 △ 7

譲渡性預金 △ 13 △ 29 △ 42 △ 12 △ 2 △ 14
コールマネー 139 28 167 △ 75 219 144
債券貸借取引受入担保金 △ 19 96 77 25 275 300
借用金 0 0 0 0 7 7

（注） � 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて記載しております。

（単位：百万円）

役務取引等収支の内訳
2017年度 2018年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計
役務取引等収益 16,016 123 16,140 16,608 134 16,742

うち預金・貸出業務 5,459 15 5,474 5,575 30 5,605
為替業務 6,766 108 6,875 6,716 104 6,820
証券関連業務 477 ─── 477 450 ─── 450
代理業務 1,853 ─── 1,853 2,180 ─── 2,180
保護預り・貸金庫業務 104 ─── 104 101 ─── 101
保証業務 94 0 94 126 0 126

役務取引等費用 6,789 77 6,867 7,100 70 7,171
うち為替業務 1,892 43 1,935 2,021 39 2,061

（単位：百万円）

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

その他業務収益 208 650 859 206 0 115
外国為替売買益 ／ ─── ─── ／ ─── ───
商品有価証券売買益 6 ─── 6 51 ─── 51
国債等債券売却益 182 13 196 62 0 62
国債等債券償還益 ─── ─── ─── ─── ─── ───
金融派生商品収益 20 636 656 92 ─── ───
その他 0 ─── 0 1 ─── 1

その他業務費用 7,869 4,184 12,053 2,064 4,438 6,411
外国為替売買損 ／ 3,670 3,670 ／ 1,865 1,865
商品有価証券売買損 ─── ─── ─── ─── ─── ───
国債等債券売却損 214 513 728 2 794 796
国債等債券償還損 7,555 ─── 7,555 2,061 ─── 2,061
国債等債券償却 99 ─── 99 ─── ─── ───
金融派生商品費用 ─── ─── ─── ─── 1,778 1,685
その他 ─── ─── ─── 0 ─── 0

（注） � 金融派生商品収益・費用の合計については、国内業務部門と国際業務部門の損益を相殺した純額を表示しております。

（単位：百万円）その他業務収支の内訳

営業経費の内訳
2017年度 2018年度

人件費 29,462 29,328
物件費 22,326 23,186
税金 3,279 3,219
合計 55,068 55,734

（単位：百万円）
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預金科目別残高
1. 期末残高

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比）

流動性預金 50,191 ─── 50,191 （63.0） 51,221 ─── 51,221 （64.9）

有利息預金 42,087 ─── 42,087 （52.8） 43,458 ─── 43,458 （55.1）

定期性預金 23,390 ─── 23,390 （29.4） 22,126 ─── 22,126 （28.0）

固定金利定期預金 23,218 ／ 23,218 （29.2） 21,966 ／ 21,966 （27.8）

変動金利定期預金 9 ／ 9 （0.0） 9 ／ 9 （0.0）

その他 563 585 1,148 （1.4） 623 434 1,058 （1.3）

預金合計 74,145 585 74,730 （93.8） 73,971 434 74,406 （94.3）

譲渡性預金 4,912 ─── 4,912 （6.2） 4,512 ─── 4,512 （5.7）

総合計 79,057 585 79,643 （100.0） 78,483 434 78,918 （100.0）

（単位：億円、％）

2. 平均残高

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比）

流動性預金 47,982 ─── 47,982 （61.8） 49,356 ─── 49,356 （63.5）

有利息預金 41,108 ─── 41,108 （53.0） 42,583 ─── 42,583 （54.8）

定期性預金 24,121 ─── 24,121 （31.1） 23,316 ─── 23,316 （30.0）

固定金利定期預金 23,948 ／ 23,948 （30.9） 23,149 ／ 23,149 （29.8）

変動金利定期預金 9 ／ 9 （0.0） 9 ／ 9 （0.0）

その他 187 438 625 （0.8） 200 454 655 （0.8）

預金合計 72,291 438 72,729 （93.7） 72,874 454 73,329 （94.4）

譲渡性預金 4,880 ─── 4,880 （6.3） 4,338 ─── 4,338 （5.6）

総合計 77,171 438 77,609 （100.0） 77,213 454 77,667 （100.0）

（単位：億円、％）

預金者別残高
2017年度 2018年度

期末残高 うち宮城県内 期末残高 うち宮城県内

個人預金 49,002 46,651 49,820 47,510
法人その他預金 30,641 27,697 29,098 26,101
合計 79,643 74,348 78,918 73,612

（単位：億円）

（注） � 譲渡性預金を含めております。

（注） � 1.流動性預金＝当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金
2.定期性預金＝定期預金+定期積金
　　固定金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する定期預金　
　　変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金
3.国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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定期預金の残存期間別残高
期間 種類 2017年度 2018年度

3ヵ月未満

定期預金 6,278 5,943
うち固定金利定期預金 6,276 5,942
うち変動金利定期預金 0 0
うちその他 0 0

3ヵ月以上
6ヵ月未満

定期預金 4,594 4,268
うち固定金利定期預金 4,593 4,267
うち変動金利定期預金 0 1
うちその他 ─── ───

6ヵ月以上
1年未満

定期預金 7,986 7,252
うち固定金利定期預金 7,984 7,251
うち変動金利定期預金 1 1
うちその他 ─── ───

1年以上
2年未満

定期預金 1,921 2,236
うち固定金利定期預金 1,918 2,233
うち変動金利定期預金 3 3
うちその他 ─── ───

2年以上
3年未満

定期預金 1,818 1,679
うち固定金利定期預金 1,815 1,675
うち変動金利定期預金 3 3
うちその他 ─── ───

3年以上

定期預金 609 577
うち固定金利定期預金 609 577
うち変動金利定期預金 0 0
うちその他 ─── ───

合計

定期預金 23,208 21,958
うち固定金利定期預金 23,198 21,948
うち変動金利定期預金 9 9
うちその他 0 0

（単位：億円）

（注） � 本表の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。
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貸出金科目別残高
1．期末残高

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比）

手形貸付 1,432 ─── 1,432 （3.1） 1,339 ─── 1,339 （2.8）
証書貸付 38,394 890 39,284 （84.9） 39,462 874 40,336 （85.4）
当座貸越 5,441 ─── 5,441 （11.8） 5,458 ─── 5,458 （11.6）
割引手形 111 ─── 111 （0.2） 115 ─── 115 （0.2）
合計 45,380 890 46,271 （100.0） 46,375 874 47,249 （100.0）

（単位：億円、％）

2．平均残高

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比）

手形貸付 1,392 ─── 1,392 （3.1） 1,333 ─── 1,333 （2.9）
証書貸付 37,437 939 38,377 （85.4） 38,980 857 39,838 （85.4）
当座貸越 5,080 ─── 5,080 （11.3） 5,351 ─── 5,351 （11.5）
割引手形 89 ─── 89 （0.2） 98 ─── 98 （0.2）
合計 43,999 939 44,939 （100.0） 45,764 857 46,622 （100.0）

（単位：億円、％）

（注）  �国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。

貸出金の残存期間別残高
期間 種類 2017年度 2018年度

1年以下
貸出金 4,060 4,147

うち変動金利 ／ ／
うち固定金利 ／ ／

1年超
3年以下

貸出金 5,677 5,291
うち変動金利 916 909
うち固定金利 4,761 4,381

3年超
5年以下

貸出金 5,316 5,418
うち変動金利 624 698
うち固定金利 4,692 4,720

5年超
7年以下

貸出金 3,083 2,881
うち変動金利 572 544
うち固定金利 2,510 2,337

7年超
貸出金 22,690 24,051

うち変動金利 16,536 17,455
うち固定金利 6,154 6,595

期間の定め
のないもの

貸出金 5,441 5,458
うち変動金利 5,441 5,458
うち固定金利 ─── ───

合計 46,271 47,249

（単位：億円）

（注） � 残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

貸出金の使途別内訳
2017年度 2018年度

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比
設備資金 23,958 51.8 24,337 51.5
運転資金 22,312 48.2 22,912 48.5
合計 46,271 100.0 47,249 100.0

（単位：億円、％）
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リスク管理債権

2017年度 2018年度貸出金残高に占める比率 貸出金残高に占める比率
破綻先債権額 29 0.06 47 0.10
延滞債権額 666 1.43 638 1.35
3カ月以上延滞債権額 19 0.04 18 0.03
貸出条件緩和債権額 262 0.56 249 0.52
合計 976 2.11 953 2.01

貸出金残高（末残） 46,271 100.00 47,249 100.00

（単位：億円、％）

●破綻先債権
元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものと
して未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（1965年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金。

●延滞債権
未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以
外の貸出金。

●3カ月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもの。

●貸出条件緩和債権
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないもの。

金融再生法開示債権

債権額（A） 保全額（B）合計に占める比率 担保保証等 貸倒引当金 保全率（B/A）
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 153 0.32 153 62 91 100.0
危険債権 539 1.13 484 295 189 89.8
要管理債権 268 0.56 145 102 43 54.2
小計 960 2.01 782 459 323 81.5
正常債権 46,807 97.99

査定対象資産合計 47,767 100.00

（2018年度末、単位：億円、％）

（注）単位未満は、四捨五入して表示しております。

●破産更生債権及びこれらに準ずる債権
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる
債権。

●危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りが
できない可能性の高い債権。

●要管理債権
3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。

●正常債権
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記に掲げる債権以外のものに区分される債権。

（単位：億円）

2017年度
（2018年3月31日）

2018年度
（2019年3月31日）

破綻先債権額 30 49
延滞債権額 676 649
3カ月以上延滞債権額 19 18
貸出条件緩和債権額 262 249
合計 988 967

リスク管理債権（連結）
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－71－ －72－

貸出金及びリスク管理債権の業種別内訳
2017年度 2018年度

貸出金残高 （構成比） リスク管理債権 貸出金残高 （構成比） リスク管理債権

国内店分 46,271 （100.00） 976 47,249 （100.00） 953
（除く特別国際金融取引勘定分）

製造業 4,335 （9.4） 233 4,200 （8.9） 175
農業、林業 62 （0.1） 3 65 （0.1） 3
漁業 56 （0.1） 5 50 （0.1） 5
鉱業、採石業、砂利採取業 42 （0.1） 0 37 （0.1） 0
建設業 1,592 （3.4） 51 1,536 （3.3） 64
電気・ガス・熱供給・水道業 1,614 （3.5） 7 1,927 （4.1） 2
情報通信業 217 （0.5） 13 292 （0.6） 13
運輸業、郵便業 1,258 （2.7） 13 1,277 （2.7） 13
卸売業、小売業 3,891 （8.4） 206 3,844 （8.1） 211
金融業、保険業 3,111 （6.7） 0 3,059 （6.5） 4
不動産業、物品賃貸業 9,246 （20.0） 89 9,795 （20.7） 106
その他サービス業 3,328 （7.2） 250 3,412 （7.2） 251
地方公共団体 6,547 （14.2） ─── 6,407 （13.6） ───
その他 10,965 （23.7） 102 11,342 （24.0） 101

特別国際金融取引勘定分 ─── ─── ─── ─── ─── ───
合計 46,271 ／ 976 47,249 ／ 953

（単位：億円、％）

中小企業等貸出金
2017年度 2018年度

中小企業等貸出金残高 28,480 29,595
うち宮城県内向け 23,946 24,823

中小企業等貸出比率 61.5 62.6

（単位：億円、％）

（注） � 1.本表の貸出金残高には、特別国際金融取引勘定分は含まれておりません。
2.�中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業、
	 物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

消費者ローン残高
2017年度 2018年度

消費者ローン残高 11,013 11,404
うち住宅ローン 10,489 10,856

（うち宮城県内向け） （10,118） （10,467）

（単位：億円）

貸出金の担保別内訳
2017年度 2018年度

有価証券 58 53
債権 224 209
商品 ─── ───
不動産 7,443 7,942
その他 ─── ───
計 7,726 8,205
保証 12,440 12,592
信用 26,104 26,451
合計（うち劣後特約付貸出金） 46,271（98） 47,249（170）

（単位：億円）
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－73－ －74－

支払承諾見返の担保別内訳
2017年度 2018年度

有価証券 ─── ───
債権 21 9
商品 ─── ───
不動産 22 22
その他 ─── ───
計 43 31
保証 75 70
信用 171 144
合計 290 246

（単位：億円）

貸倒引当金内訳
2017年度 2018年度

期末残高 期中増減額 期末残高 期中増減額
一般貸倒引当金 277 △ 25 275 △ 2
個別貸倒引当金 291 △ 45 280 △ 11
　うち非居住者向け債権分 ─── ─── ─── ───
特定海外債権引当勘定 ─── ─── ─── ───
合計 568 △ 71 555 △ 13

（単位：億円）

貸出金償却額
2017年度 2018年度

貸出金償却額 ─── 0

（単位：億円）
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－73－ －74－

有価証券の種類別残高
1．期末残高

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比）

国債 9,885 ─── 9,885 （31.7） 7,098 ─── 7,098 （23.9）

地方債 3,818 ─── 3,818 （12.2） 5,147 ─── 5,147 （17.4）

短期社債 ─── ─── ─── （──） ─── ─── ─── （──）

社債 9,601 ─── 9,601 （30.7） 9,448 ─── 9,448 （31.9）

株式 1,595 ─── 1,595 （5.1） 1,378 ─── 1,378 （4.6）

その他の証券 4,619 1,739 6,359 （20.3） 4,877 1,698 6,576 （22.2）

外国債券 ─── 1,739 1,739 （5.6） ─── 1,698 1,698 （5.7）

外国株式 ─── 0 0 （0.0） ─── 0 0 （0.0）

合計 29,520 1,739 31,260 （100.0） 27,950 1,698 29,649 （100.0）

（単位：億円、％）

2．平均残高

2017年度 2018年度
国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比） 国内業務部門 国際業務部門 合　計 （構成比）

国債 11,203 ─── 11,203 （36.4） 8,720 ─── 8,720 （29.8）

地方債 3,211 ─── 3,211 （10.4） 4,469 ─── 4,469 （15.2）

短期社債 ─── ─── ─── （──） ─── ─── ─── （──）

社債 9,744 ─── 9,744 （31.7） 9,460 ─── 9,460 （32.3）

株式 717 ─── 717 （2.3） 676 ─── 676 （2.3）

その他の証券 3,861 2,042 5,904 （19.2） 4,224 1,749 5,974 （20.4）

外国債券 ─── 2,042 2,042 （6.6） ─── 1,749 1,749 （6.0）

外国株式 ─── 0 0 （0.0） ─── 0 0 （0.0）

合計 28,738 2,042 30,781 （100.0） 27,551 1,749 29,301 （100.0）

（単位：億円、％）

（注）  国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末のTT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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－75－ －76－

有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

期間 種類 2017年度 2018年度

1年以下

国債 2,737 2,616
地方債 ─── ───
短期社債 ─── ───
社債 1,069 1,897
株式 ／ ／
その他の証券 659 766

外国債券 181 268
外国株式 ／ ／

1年超
3年以下

国債 4,968 3,367
地方債 66 166
短期社債 ─── ───
社債 3,301 2,979
株式 ／ ／
その他の証券 1,356 1,256

外国債券 593 448
外国株式 ／ ／

3年超
5年以下

国債 1,856 989
地方債 527 836
短期社債 ─── ───
社債 2,986 3,124
株式 ／ ／
その他の証券 673 938

外国債券 297 420
外国株式 ／ ／

5年超
7年以下

国債 271 124
地方債 1,220 2,267
短期社債 ─── ───
社債 1,963 1,346
株式 ／ ／
その他の証券 582 1,101

外国債券 175 387
外国株式 ／ ／

7年超
10年以下

国債 51 ───
地方債 2,003 1,876
短期社債 ─── ───
社債 281 100
株式 ／ ／
その他の証券 1,495 806

外国債券 491 174
外国株式 ／ ／

10年超

国債 ─── ───
地方債 ─── ───
短期社債 ─── ───
社債 ─── ───
株式 ／ ／
その他の証券 0 13

外国債券 ─── ───
外国株式 ／ ／

期間の定め
のないもの

国債 ─── ───
地方債 ─── ───
短期社債 ─── ───
社債 ─── ───
株式 1,595 1,378
その他の証券 1,591 1,693

外国債券 ─── ───
外国株式 0 0

合計

国債 9,885 7,098
地方債 3,818 5,147
短期社債 ─── ───
社債 9,601 9,448
株式 1,595 1,378
その他の証券 6,359 6,576

外国債券 1,739 1,698
外国株式 0 0
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－75－ －76－

国債等公共債及び投資信託の窓口販売額
2017年度 2018年度

国債 26 40
地方債・政府保証債 27 33
合計 53 73
投資信託 309 236

（単位：億円）

商品有価証券の種類別平均残高
2017年度 2018年度

商品国債 5 6
商品地方債 70 81
商品政府保証債 ─── ───
その他の商品有価証券 168 139
合計 245 227

（単位：億円）

公共債引受額
2017年度 2018年度

国債 ─── ───
地方債・政府保証債 144 128
合計 144 128

（単位：億円）

公共債ディーリング実績

2017年度 2018年度

商品国債 236 314
商品地方債 6 6
商品政府保証債 ─── ───
合計 242 320

（単位：億円）期中売買高
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－77－ －78－

有価証券関係
※�貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

1．売買目的有価証券
2017年度 2018年度

当事業年度の損益に含まれた評価差額 当事業年度の損益に含まれた評価差額

売買目的有価証券 5 50

（単位：百万円）

2．満期保有目的の債券
　　該当ありません。

3．子会社・子法人等株式
2017年度 2018年度

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

子会社・子法人等株式 ─── ─── ─── ─── ─── ───
合計 ─── ─── ─── ─── ─── ───

（単位：百万円）

（注） � 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式� （単位：百万円）

2017年度 2018年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子会社・子法人等株式 11,990 11,668
組合出資金 926 1,871
合計 12,916 13,540

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社・子法人等株式」には含めておりません。

種　類
2017年度 2018年度

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 143,127 53,016 90,110 119,643 46,737 72,906
債　券 2,181,432 2,155,787 25,644 2,127,151 2,104,213 22,937
　国　債 988,521 977,588 10,933 709,806 702,527 7,278
　地方債 358,037 353,588 4,449 512,774 505,737 7,037
　社　債 834,872 824,610 10,262 904,569 895,948 8,621
その他 304,226 246,171 58,055 390,735 333,342 57,393
小　計 2,628,785 2,454,975 173,810 2,637,530 2,484,293 153,236

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 2,598 2,883 △ 285 4,557 5,168 △ 611
債　券 149,139 149,521 △ 381 42,322 42,376 △ 54
　国　債 ─── ─── ─── ─── ─── ───
　地方債 23,829 23,852 △ 23 2,000 2,000 △ 0
　社　債 125,310 125,668 △ 358 40,322 40,376 △ 54
その他 328,015 338,393 △ 10,377 261,929 270,113 △ 8,184
小　計 479,753 490,798 △ 11,045 308,808 317,658 △ 8,850

合計 3,108,538 2,945,773 162,764 2,946,339 2,801,952 144,386

4．その他有価証券 （単位：百万円）

（注） � 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券� （単位：百万円）

2017年度 2018年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非上場株式 1,833 1,941
組合出資金 2,756 3,115
合計 4,589 5,056

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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－77－ －78－

5．当事業年度に売却したその他有価証券
2017年度 2018年度

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額 売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額
株　式 6,296 2,833 152 13,560 5,989 135
債　券 ─── ─── ─── 4,516 11 ───

国　債 ─── ─── ─── ─── ─── ───
地方債 ─── ─── ─── ─── ─── ───
社　債 ─── ─── ─── 4,516 11 ───

その他 32,489 196 728 14,504 51 796
合計 38,786 3,030 880 32,581 6,051 932

（単位：百万円）

6．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に
比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対
照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。
　2017年度における減損処理額は99百万円（うち、その他99百万円）であります。
　2018年度における減損処理額は44百万円（うち、株式44百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社等の区分毎に次
のとおり定めております。

正常先
時価が取得原価に比べて50％以上下落または、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満
下落したもので、過去１か月間の時価の平均が取得原価に比べて50％（一定以上の信用リ
スクを有すると認められるものは30％）以上下落

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落

　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の債務者で
あります。

金銭の信託関係
（単位：百万円）

2017年度 2018年度

貸借対照表計上額 当事業年度の
損益に含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の

損益に含まれた評価差額
運用目的の金銭の信託 131,787 △ 569 81,387 △ 800

1. 運用目的の金銭の信託

（注） � 「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

2017年度 2018年度

貸借
対照表
計上額

取得原価 差　額
うち貸借対照表

計上額が
取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表
計上額が

取得原価を
超えないもの

貸借
対照表
計上額

取得原価 差　額
うち貸借対照表

計上額が
取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表
計上額が

取得原価を
超えないもの

その他の金銭の信託 39,198 21,581 17,617 17,617 ―― 34,225 21,581 12,644 12,644 ――

2. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） （単位：百万円）
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（単位：百万円）

2017年度 2018年度

評価差額 180,382 157,031
その他有価証券 162,764 144,386
その他の金銭の信託 17,617 12,644

（△）繰延税金負債 53,270 46,211
その他有価証券評価差額金 127,111 110,820

その他有価証券評価差額金
貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

3．減損処理を行った金銭の信託
　その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し
ており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額
とするとともに、減損処理しております。なお、2017年度及び2018年度においては該当ありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社等の区
分毎に次のとおり定めております。

正常先
時価が取得原価に比べて50％以上下落または、時価が取得原価に比べて30％以上
50％未満下落したもので、過去１か月間の時価の平均が取得原価に比べて50％

（一定以上の信用リスクを有すると認められるものは30％）以上下落
要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落

　なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の
債務者であります。
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デリバティブ取引関係

区
分 種類

2017年度 2018年度
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益うち1年超 うち1年超

金
融
商
品
取
引
所

金利先物
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

金利オプション
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

店
　
頭

金利先渡契約
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

金利スワップ
受取固定・支払変動 4,456 4,256 34 34 11,167 10,867 287 287
受取変動・支払固定 4,793 4,278 △ 20 △ 20 11,220 10,920 △ 183 △ 183
受取変動・支払変動 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

金利オプション
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

金利スワップション
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

その他
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

合計 14 14 104 104

（単位：百万円）

1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約
において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額
等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
2.時価の算定

	 店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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決算の状況
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区
分 種類

2017年度 2018年度
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益うち1年超 うち1年超

金
融
商
品
取
引
所

通貨先物
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

通貨オプション
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

店
　
頭

通貨スワップ 36,138 19,665 549 549 41,365 21,654 △ 498 △ 498
為替予約

売建 134,859 192 1,501 1,501 138,940 198 △ 541 △ 541
買建 3,272 192 △ 42 △ 42 4,742 198 2 2

通貨オプション
売建 3,247 1,687 △ 140 39 6,379 4,146 △ 149 160
買建 3,247 1,687 140 3 6,379 4,146 149 △ 81

その他
売建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――
買建 ――― ――― ――― ――― ――― ――― ――― ―――

合計 2,009 2,052 △ 1,038 △ 958

（2）通貨関連取引 （単位：百万円）

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
2.時価の算定

	 割引現在価値等により算定しております。

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の決算日にお
ける契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、
契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引

（2）通貨関連取引
　　該当ありません。

（単位：百万円）

（注）1.�主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、繰延ヘッ
ジによっております。

2.時価の算定
割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

ヘッジ会計の
方法 種類

2017年度 2018年度
主なヘッジ対象 契約額等 時価 主なヘッジ対象 契約額等 時価うち1年超 うち1年超

原則的
処理方法

金利スワップ
受取変動・支払固定

貸出金、 貸出金、
有価証券 225,384 224,275 △ 2,278 有価証券 227,920 226,608 △ 2,255

金利スワップの
特例処理

金利スワップ
受取変動・支払固定

貸出金 貸出金
76,436 75,663 △ 875 69,832 58,080 △ 893

その他 貸出金 貸出金
買建 750 750 △ 3 583 583 △ 3

合計 ――― ――― ――― △ 3,157 ――― ――― ――― △ 3,151
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内国為替取扱高
2017年度 2018年度

口　数 金　額 口　数 金　額

送金為替
各地へ向けた分 28,978 238,544 28,724 239,546
各地より受けた分 34,139 235,266 34,112 236,675

代金取立
各地へ向けた分 461 6,927 432 6,600
各地より受けた分 290 5,091 268 4,816

（単位：千口、億円）

外国為替取扱高
2017年度 2018年度

仕向為替
売渡為替 2,854 3,070
買入為替 205 211

被仕向為替
支払為替 1,880 1,987
取立為替 16 19

合計 4,956 5,289

（単位：百万米ドル）

特定海外債権残高　該当ありません。

利益率
2017年度 2018年度

総資産経常利益率 0.28 0.26 
資本経常利益率 4.94 4.58 
総資産当期純利益率 0.20 0.21 
資本当期純利益率 3.54 3.72 

（単位：％）

（注）1.総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（除く支払承諾見返）平均残高×100
2.資 本 経 常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／自己資本平均残高（期首と期末の単純平均）×100　〔自己資本＝純資産の部合計－新株予約権〕

利鞘
2017年度 2018年度

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計
資金運用利回り 0.84 1.86 0.90 0.78 2.69 0.86 
資金調達原価 0.69 0.80 0.71 0.69 1.16 0.72 
総資金利鞘 0.15 1.06 0.19 0.09 1.53 0.14 

（単位：％）

従業員1人当たり指標
2017年度 2018年度

従業員数 2,802人 2,825人
預金 2,842 2,793 
貸出金 1,651 1,672 

（単位：百万円）

（注）1.預金には譲渡性預金を含んでおります。
2.従業員数は期中平均人員を記載しております。なお、従業員数には本部人員を含んでおります。

1店舗当たり指標
2017年度 2018年度

営業店舗数 137店 137店
預金 58,133 57,604 
貸出金 33,774 34,488 

（単位：百万円）

（注）1.預金には譲渡性預金を含んでおります。
2.店舗数には出張所を含んでおりません。
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その他の業務
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●預証率
預金残高（譲渡性預金を含
む）に対する有価証券残高
の比率のことです。預金が
有価証券運用に向けられる
割合であり、預貸率ととも
に一種の資金ポジションを
示す経営指標の1つです。

預証率
2017年度 2018年度

期末残高 期中平均 期末残高 期中平均
国内業務部門 37.34 37.24 35.61 35.68 
国際業務部門 297.31 466.08 390.87 384.71 
合計 39.25 39.66 37.56 37.72 

（単位：％）

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

預貸率
2017年度 2018年度

期末残高 期中平均 期末残高 期中平均
国内業務部門 57.40 57.01 59.08 59.27 
国際業務部門 152.14 214.44 201.19 188.56 
合計 58.09 57.90 59.87 60.02 

（単位：％）

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。
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（単位：百万円、%）

項　目
2017年度 2018年度

経過措置による不算入額 経過措置による不算入額
コア資本に係る基礎項目　
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額  369,455  383,841 

うち、資本金及び資本剰余金の額  45,175  45,175 
うち、利益剰余金の額  332,619  346,926 
うち、自己株式の額（△）  6,658  6,391 
うち、社外流出予定額（△）  1,682  1,868 
うち、上記以外に該当するものの額  ───  ───

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額　　 △ 4,967 △ 6,290 
うち、為替換算調整勘定  ───  ───
うち、退職給付に係るものの額 △ 4,967 △ 6,290 

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額　  ───  ───
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額  ───  ───
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額　　  31,748  31,166 

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額  31,748  31,166 
うち、適格引当金コア資本算入額  ───  ───

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額  ───  ───
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額  ───  ───
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額  ───  ───
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額  ───  ───
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額  ───  ───
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　（イ）  396,236  408,717 
コア資本に係る調整項目　
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額  187  46  219 

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 ─── ─── ───
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額  187  46  219 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額  6  1 ───
適格引当金不足額　　 ─── ─── ───
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ─── ─── ───
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ─── ─── ───
退職給付に係る資産の額 ─── ─── ───
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額  5  1  4 
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ───  ─── ───
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ─── ─── ───
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ─── ─── ───

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ───  ─── ───
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ─── ─── ───
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ─── ─── ───

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ─── ─── ───
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ───  ─── ───
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ─── ─── ───
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ─── ─── ───

コア資本に係る調整項目の額　　　　　（ロ）  199  223 
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　（ハ）  396,036   408,494  
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額  3,653,366  3,796,436 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 950 ───
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 1,000 ───
うち、上記以外に該当するものの額 49 ───

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ─── ───
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額  142,892  137,744 
信用リスク・アセット調整額 ─── ───
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ─── ───
リスク・アセット等の額の合計額　　　（ニ）  3,796,259  3,934,181 
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））  10.43  10.38 

（単位：百万円、%）

自己資本の充実の状況等

自己資本の構成に関する開示事項（連結）
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項　目
2017年度 2018年度

経過措置による不算入額 経過措置による不算入額
コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額  355,301  369,986 

うち、資本金及び資本剰余金の額  33,596  33,596 
うち、利益剰余金の額  329,205  343,810 
うち、自己株式の額（△）  5,818  5,551 
うち、社外流出予定額（△）  1,682  1,868 
うち、上記以外に該当するものの額 ─── ───

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額　 ─── ───
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額　　  28,446  28,283 

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額  28,446  28,283 
うち、適格引当金コア資本算入額 ─── ───

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ─── ───
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ─── ───
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ─── ───
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセント
に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ─── ───
コア資本に係る基礎項目の額　　　　　（イ）  383,748  398,270 
コア資本に係る調整項目　
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額  149  37  183 

うち、のれんに係るものの額 ─── ─── ───
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額  149  37  183 

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ─── ─── ───
適格引当金不足額　　 ─── ─── ───
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ─── ─── ───
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ─── ─── ───
前払年金費用の額 ─── ─── ───
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額  5  1  4 
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ─── ─── ───
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ─── ─── ───
特定項目に係る十パーセント基準超過額			  ─── ─── ───

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ─── ─── ───
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ─── ─── ───
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ─── ─── ───

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ─── ─── ───
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 ─── ─── ───
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ─── ─── ───
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ─── ─── ───

コア資本に係る調整項目の額　　　　　（ロ）  155  187 
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））　　　　（ハ）  383,593  398,082 
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額 3,632,375 3,772,303 

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 961 ───
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 1,000 ───
うち、上記以外に該当するものの額   38 ───

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ─── ───
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額  135,303  130,321 
信用リスク・アセット調整額 ─── ───
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ─── ───
リスク・アセット等の額の合計額　　　（ニ） 3,767,679 3,902,624 
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））  10.18  10.20 

（単位：百万円、%）

自己資本の充実の状況等

自己資本の構成に関する開示事項（単体）
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	1. ‌��連結の範囲に関する事項
		（1）	� 告示（注）第26条の規定により連結自己資本比率を算定する

対象となる会社の集団（以下「連結グループ」という。）
に属する会社と会計連結範囲に含まれる会社との相違点お
よび当該相違点の生じた原因

				    （注）銀行法第14条の２の規定にもとづく平成18年金融庁告示第19号
				�   連結グループに属する会社と会計連結範囲に含まれる会社

に相違点はありません。
		（2）	� 連結グループのうち、連結子会社の数ならびに主要な連結

子会社の名称および主要な業務の内容
				   連結グループに属する連結子会社は以下の５社です。

名     称 主要な業務の内容

七十七リース株式会社 リース業務
七十七信用保証株式会社 信用保証業務
株式会社七十七カード クレジットカード業務
七十七証券株式会社 金融商品取引業務

七十七リサーチ＆コンサルティング株式会社 調査研究業務、コンサルティング業務、
電子計算機器等による計算業務の受託

		（3）	� 告示第32条が適用される金融業務を営む関連法人等の数
ならびに当該金融業務を営む関連法人等の名称、貸借対照
表の総資産の額および純資産の額ならびに主要な業務内容

				�   告示第32条が適用される金融業務を営む関連法人等は該当
ありません。

		（4）	� 連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれ
ないものおよび連結グループに属しない会社であって会計
連結範囲に含まれるものの名称、貸借対照表の総資産の額
および純資産の額ならびに主要な業務の内容

				�   連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれ
ないものおよび連結グループに属しない会社であって会計
連結範囲に含まれるものは該当ありません。

		（5）	� 連結グループ内の資金および自己資本の移動にかかる制限
等の概要

				�   連結子会社５社全てにおいて、債務超過会社はなく、自己
資本は充実しております。また、連結グループ内において
自己資本にかかる支援は行っておりません。

	2. ‌�自己資本調達手段（その額の全部または一部が、告示第25条
の算式におけるコア資本にかかる基礎項目の額に含まれる資本
調達手段をいう。）の概要
自己資本調達手段（2019年3月末）

種　類 概　要
普通株式

（76,655千株）
完全議決権株式（76,442千株）
なお差額は、すべて単元未満株式

	3. 自己資本の充実度に関する評価方法の概要
			�  当行は、信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リス

ク等のリスクを総体的に捉え、潜在的なリスクへの備えであ
る自己資本と比較・対照することによって、自己資本の充実
度を評価しております。

			�  具体的には、年度毎に自己資本を限度としてリスクの種類毎
にリスク資本の予算を配賦したうえで、リスク量の実績を定
期的に算定し、リスク量が配賦額の範囲に収まっていること
を確認しております。リスク量の算定につきましては、信用
リスクおよび市場リスクはVaR（バリュー・アット・リスク）（注）

等により行っており、オペレーショナル・リスクは告示に定
める「粗利益配分手法」に準じた方法により行っております。

（注）VaRとは、特定のポジションを一定期間保有すると仮定した場合において、一定
の確率の範囲内で予想される最大の損失額をいいます。

	4. 信用リスクに関する事項
		（1）リスク管理の方針および手続の概要
				�   当行は、「信用リスク管理方針」におきまして、信用リス

クを信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が
減少ないし消失し、損失を被るリスクであると定義したう
えで、信用リスク管理の重要性を十分認識し、信用格付制
度の整備、信用リスクの定量化を行うことによって、適切
な信用リスクの管理を行う旨、定めております。

				�   信用格付制度につきましては、使用する信用格付モデルの
有効性を統計的な手法を用いて定期的に検証するルールを
制定するなど、継続的に整備を行っております。また、信
用リスクの定量化につきましては、貸出金等を対象とし
て、VaR等の手法によりリスクの定量化を実施しており、
定期的にリスクの状況のモニタリングおよび経営陣に対す
る報告を行っております。

				�   貸倒引当金の計上基準につきましては、連結は「連結財務
諸表作成のための基本となる重要な事項」、単体は「重要
な会計方針」の該当部分をご参照下さい。

				�   信用リスク・アセット額の算定につきましては、告示に定
める「標準的手法」を使用しております。

		（2）標準的手法が適用されるポートフォリオに関する事項 
				�   リスク・ウェイトの判定にあたっては、内部管理との整合

性を考慮し、また、特定の格付機関に偏らず、格付の客観
性を高めるためにも複数の格付機関の格付を使用すること
が適切との判断にもとづき、エクスポージャーの種類にか
かわらず、以下の格付機関の格付を使用しております。
・（株）格付投資情報センター
・（株）日本格付研究所
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク
・Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング

	5. �信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針および手続の概
要

			�  当行は、不動産、預金等の担保および国・地方公共団体、信
用保証協会等の保証を信用リスクの削減手法として認識して
おります。

			�  また、信用リスク・アセット額の算定において、告示に定め
る「包括的手法」を使用して信用リスク削減効果を反映させ
ております。

			�  信用リスク・アセット額の算定につきましては「信用リスク・
アセット算出要領」に定めており、①現金、預金等の適格金
融資産担保、②担保登録のない定期預金（総合口座、積立性
預金を除く）、③国、地方公共団体、信用保証協会等による適
格保証等について信用リスク削減手法を適用しております。

	6.	派生商品取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針お
よび手続の概要

			�  当行の派生商品取引にかかる取引相手の信用リスクにつきま
しては、取引相手毎に与信限度額を設定し、オンバランス取
引と合算のうえ管理しております。

			�  派生商品取引の与信相当額は、カレント・エクスポージャー
方式により算定しており、与信限度額との対比状況を定期的
に経営陣へ報告しております。

			�  なお、派生商品取引につきましては、取引相手の状況に応じ
て、担保により保全を図る体制としておりますが、引当金の
算定は行っておりません。

			�  対金融機関向けの派生商品取引におきましては、一部の金融
機関と個別にCSA契約（クレジット・サポート・アネックス
契約）を締結しております。同契約には、当行の信用力が悪
化した場合、担保を追加的に提供する条項がありますが、影
響度は限定的と認識しております。

定性的開示項目
自己資本の充実の状況等
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	7. 証券化エクスポージャーに関する事項
		（1）リスク管理の方針およびリスク特性の概要
	 Ａ.	証券化取引についての方針
		�  当行は、投資家として取引を行う際には、裏付資産や取引

スキームを検証のうえ、リスク特性等が把握できる取引を
対象としております。リスク構造が複雑で極めて高いリス
クを有する取引や、内在するリスク特性の把握が困難であ
る取引は対象としておりません。

	 Ｂ.証券化取引における役割および関与の度合
		�  当行は、投資家として証券化取引に該当する取引がありま

すが、再証券化取引に該当する取引はございません。
		�  なお、オリジネーターおよびサービサーとして証券化取引

には関与しておりません。
	 Ｃ.リスク特性の内容および管理体制
		�  当行が投資家として保有する証券化エクスポージャーにつ

きましては、信用リスク、金利リスクのほかに、市場の混
乱等により市場において取引ができないことや、通常より
も著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより
損失を被る市場流動性リスクも有しております。

		�  信用リスクおよび金利リスクにつきましては、貸出金や有
価証券等の取引より発生するものと基本的に変わるもので
ないことから、貸出金や有価証券等の取引と同様の管理を
行っております。

		�  市場流動性リスクにつきましては、有価証券である証券化
エクスポージャーに対して保有限度額を設定し、適切に管
理を行っております。

		（2）‌�告示第248条第１項第１号から第４号までに規定する体制
の整備およびその運用状況の概要

				�   証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額の算定
にかかる要件を規定等に定め、当該エクスポージャーにか
かる優先劣後構造およびノンリコース等の構成上の特性を
把握するだけでなく、裏付資産にかかる包括的なリスク特
性およびパフォーマンスにかかる情報等について、定期的
にモニタリングを行っております。

		（3）信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
				�   該当ございません。
		（4）信用リスク・アセットの額の算定に使用する方式の名称
				�   証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額の算定

にあたっては、告示に定める「外部格付準拠方式」または「標
準的手法準拠方式」を使用しております。

		（5）マーケット・リスク相当額の算定に使用する方式の名称
				�   該当ございません。
		（6）‌�銀行が証券化目的導管体を用いて第三者の資産に係る証券

化取引を行った場合には、当該証券化目的導管体の種類お
よび当該銀行が当該証券化取引に係る証券化エクスポージ
ャーを保有しているかどうかの別

				�   該当ございません。
		（7）‌��銀行の子法人等（連結子法人等を除く。）および関連法人

等のうち、当該銀行が行った証券化取引（銀行が証券化目
的導管体を用いて行った証券化取引を含む。）に係る証券
化エクスポージャーを保有しているものの名称

				�   該当ございません。
		（8）証券化取引に関する会計方針
				�   当行は投資家として、「金融商品に関する会計基準」および

公認会計士協会が公表する「金融商品会計に関する実務指
針」等に即した会計処理を行っております。

				�   なお、証券化取引を目的として保有する資産、および証券
化エクスポージャーに提供している流動性補完、信用補完
等はございません。

		（9）‌�証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの
判定に使用する適格格付機関の名称

				�   証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定につき
ましては、上記「４．（2）標準的手法が適用されるポート
フォリオに関する事項」に記載しております格付機関と同
様の４社を使用しております。

				�   なお、証券化エクスポージャーの種類による格付機関の使
い分けは行っておりません。

		（10）	内部評価方式を用いている場合には、その概要
				�   該当ございません。
		（11）	定量的な情報に重要な変更が生じた場合には、その内容
				�   該当ございません。
	8. オペレーショナル・リスクに関する事項
		（1）リスク管理の方針および手続の概要
				�   当行は、「オペレーショナル・リスク管理方針」におきまし

て、オペレーショナル・リスクを損失の発生原因などから
８つのリスク（事務リスク、システムリスク、法務リスク、
人的リスク、有形資産リスク、風評リスク、アウトソーシ
ングに伴うリスク、災害等偶発事態発生によるリスク）に
分類し、それぞれの担当部が管理しております。また、各
オペレーショナル・リスクを総合的に管理するため、リス
ク統轄部をオペレーショナル・リスクの総合的な管理部署
と位置付け、適切な管理を行っております。

				�   オペレーショナル・リスクを評価、モニタリングするため
に、損失情報等の収集・分析およびコントロール・セル
フ・アセスメント（注）を継続して行っており、リスクをコン
トロール・削減するために、コントロール・セルフ・アセ
スメントを行い、コントロール・削減に必要な規定等の整
備を行っております。

（注）コントロール・セルフ・アセスメントとは、商品・業務等に内在するリス
クを特定、認識し、リスク管理の有効性やリスクが顕在化する可能性につ
いて、当該商品・業務等に携わる者自らが評価を行うことをいいます。

		（2）オペレーショナル・リスク相当額の算定に使用する手法の名称
				�   オペレーショナル・リスク相当額の算定にあたっては、告

示に定める「粗利益配分手法」を使用しております。
	9. ‌�出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方

針および手続の概要
			�  当行は、「市場リスク管理方針」におきまして、出資等または

株式等エクスポージャー（以下「株式等」という。）に関する
リスクを株式等の価格の変動に伴い資産価格が減少するリスク

（価格変動リスク）であると定義したうえで、市場リスク管理
の重要性を十分認識し、市場リスクの定量化を行うことによっ
て、適切な価格変動リスクの管理を行う旨、定めております。

			�  株式等の価格変動リスクの定量化につきましては、上場株式、
証券投資信託等を対象として、VaR、シミュレーション分析等
の手法によりリスク量を定量化し、定期的にリスクの状況のモ
ニタリングおよび経営陣に対する報告を行っております。

			�  株式等の評価基準および評価方法につきましては、連結は「連
結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」、単体は「重
要な会計方針」の該当部分をご参照下さい。

	10. 金利リスクに関する事項
		（1）リスク管理の方針および手続の概要
				�   当行は、「市場リスク管理方針」におきまして、金利リスク

を金利の変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金
利または期間のミスマッチが存在しているなかで、金利が
変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスク
であると定義したうえで、市場リスク管理の重要性を十分
認識し、市場リスクの定量化を行うことによって、適切な
金利リスクの管理を行う旨、定めております。

				�   金利リスクにつきましては、貸出金、債券、預金等の資
産・負債を対象として、⊿EVE（デルタ・イー・ブイ・イー）（注）

は月次、VaRは日次または月次で定量化し、ストレステス
トは四半期の頻度でリスク量を計測しております。

				�   定量化およびストレステストで認識した金利リスク量につ
きましては、現時点または将来時点において予想される自
己資本の状況を踏まえた内部管理上の基準を設定のうえ、
当該基準の遵守状況を定期的にモニタリングし、結果を経
営陣に報告しております。

				�   また、モニタリング結果を踏まえ、必要に応じてヘッジ、
分散、除去等により金利リスクの削減を講じる態勢を整備
しており、固定金利貸出および固定利付債券の一部につき
ましては、会計処理として特例処理や繰延ヘッジを適用す
るヘッジ取引を行っております。
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				�   なお、連結子会社の金利リスクにつきましては、資産・負
債の規模等を踏まえた検証の結果、影響が軽微である場合
には定量化の対象には含めておりません。

（注）⊿EVEとは、保有する特定の資産・負債に対して金利ショックを与えた場
合における、当該資産・負債の経済価値の減少額をいいます。

		（2）‌�金利リスクの算定手法の概要
Ａ．⊿EVEおよび⊿NIIについて
ａ．�コア預金内部モデルを使用して期間帯毎の期落ち額を統計

的に推計し流動性預金の満期を割り当てており、金利改定
の満期は平均2.96年、最長10年となっております。

ｂ．�固定金利貸出の期限前返済および定期預金の早期解約につ
きましては、開示告示に関するQ＆Aに定める保守的な前提
を採用し算定しております。

ｃ．�日本円以外の通貨における金利リスク量は、金利ショック
を与えた場合に経済価値が減少する通貨のみを単純合算し
ております。

ｄ．�割引金利につきましては資産・負債の種類に応じてLIBOR・
SWAPレートまたは国債レートを使用しており、キャッシ
ュフローにつきましてはスプレッドを含めております。

ｅ．�重要性の観点から、総資産・総負債に占める割合が５％未
満の資産・負債については計測対象としておりません。

ｆ．�金利リスク量は、負債に占める流動性預金（コア預金）の
比率が高いという資産・負債構造の特性を反映し、早期警
戒制度における基準（自己資本の20％）内に収まっており、
リスク管理上問題のない状況にあると認識しております。

ｇ．�⊿NII（デルタ・エヌ・アイ・アイ）（注）につきましては、
2020年３月末基準からの開示に向けた態勢整備を行ってお
り、当期については開示しておりません。

（注）⊿NIIとは、保有する特定の資産・負債に対して金利ショックを与えた場合
における、当該資産・負債の金利収益の減少額をいいます。

Ｂ．⊿EVE以外の金利リスクの算定手法について
				�   当行は、⊿EVE以外に内部管理上使用している金利リスク

の算定手法として、分散共分散法によるVaRを使用してお
ります。VaR算定の前提条件は、観測期間250営業日、信
頼区間99％、保有期間60営業日を基本としており、債券に
つきましては日次で、貸出金、預金等につきましては月次
で算定しております。

				   �また、四半期毎に複数のストレスシナリオにもとづくシミュ
レーション分析を行っており、想定される損失額を把握し、
自己資本の充実度評価等に活用しております。
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（単位：百万円）

1. 自己資本充実度に関する事項
（1）	 信用リスクに対する所要自己資本の額およびポートフォリオごとの額
●オン・バランス項目

項　目
（参考）

告示で定める
リスク・ウェイト（％）

所要自己資本の額

2017年度 2018年度
1. 現金 0 ─── ───
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 ─── ───
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 0～100 15 15
4. 国際決済銀行等向け 0 ─── ───
5. 我が国の地方公共団体向け 0 ─── ───
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～100 83 66
7. 国際開発銀行向け 0～100 ─── ───
8. 地方公共団体金融機構向け 10～20 110 78
9. 我が国の政府関係機関向け 10～20 336 343

10. 地方三公社向け 20 ─── 5
11. 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 20～100 1,473 1,361
12. 法人等向け 20～100 57,887 60,236
13. 中小企業等向け及び個人向け 75 32,834 34,321
14. 抵当権付住宅ローン 35 808 683
15. 不動産取得等事業向け 100 30,890 33,170
16. 三月以上延滞等 50～150 220 217
17. 取立未済手形 20 0 0
18. 信用保証協会等による保証付 0～10 227 228
19. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 10 0 0
20. 出資等 100～1250 4,087 4,116

（うち出資等のエクスポージャー） 100 4,087 4,116
（うち重要な出資のエクスポージャー） 1250 ─── ───

21. 上記以外 100～250 5,725 5,600
（うち他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対
象普通株式等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

250 200 ───

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部
分に係るエクスポージャー） 250 2,573 2,665

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決
権を保有している他の金融機関等に係るその他外
部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー）

250 ───

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有
していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る五パ
ーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

150 ───

（うち上記以外のエクスポージャー等） 100 2,952 2,935
22. 証券化 ─── 943 468

（うちSTC要件適用分） ─── ───
（うち非STC要件適用分） ─── 468

23. 再証券化 ─── ─── ───
24-1. 複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）の

うち、個々の資産の把握が困難な資産 ─── 7,562 ───

24-2. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ─── 8,491
うちルックスルー方式 ─── 8,491
うちマンデート方式 ─── ───
うち蓋然性方式（リスク・ウェイト二百五十パーセント） ─── ───
うち蓋然性方式（リスク・ウェイト四百パーセント） ─── ───
うちフォールバック方式 ─── ───

25. 経過措置によりリスク・アセットの額に算入され
るものの額 ─── 1 ───

26. 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されなかったものの額

─── △ 40 ───

合計 ─── 143,171 149,407
（注）	 所要自己資本の額は、リスク・アセットの額に4%を乗じて算出しておりますが、自己資本控除となるエクスポージャーについては、自己資本控除の額（2017年度：

199百万円、2018年度：223百万円）を所要自己資本の額として計上しております。
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●オフ・バランス項目
（単位：百万円）

項　目 掛目（％）
所要自己資本の額

2017年度 2018年度
1. 任意の時期に無条件で取消可能又は

自動的に取消可能なコミットメント 0 ─── ───
2. 原契約期間が1年以下のコミットメント 20 97 109
3. 短期の貿易関連偶発債務 20 1 0
4. 特定の取引に係る偶発債務 50 ─── ───

（うち経過措置を適用する元本補てん信託契約） 50 ─── ───
5. NIF又はRUF 50

＜75＞ ─── ───
6. 原契約期間が1年超のコミットメント 50 1,090 1,114
7. 内部格付手法におけるコミットメント ＜75＞ ─── ───
8. 信用供与に直接的に代替する偶発債務 100 942 789

（うち借入金の保証） 100 101 107
（うち有価証券の保証） 100 ─── ───
（うち手形引受） 100 ─── ───
（うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約） 100 ─── ───
（うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供） 100 ─── ───

9. 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） ─── ─── ───
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前） 100 ─── ───
控除額（△） ─── ─── ───

10. 先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 100 ─── ───
11. 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供

又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 100 147 444
12. 派生商品取引及び長期決済期間取引 ─── 69 66

カレント・エクスポージャー方式 ─── 69 66
　派生商品取引 ─── 69 66

外為関連取引 ─── 49 33
金利関連取引 ─── 19 32
金関連取引 ─── ─── ───
株式関連取引 ─── ─── ───
貴金属（金を除く）関連取引 ─── ─── ───
その他のコモディティ関連取引 ─── ─── 0
クレジット・デリバティブ取引

（カウンターパーティー・リスク） ─── ─── ───
　　一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） ─── ─── ───
　長期決済期間取引 ─── ─── ───
SA-CCR ─── ─── ───
　派生商品取引 ─── ─── ───
　長期決済期間取引 ─── ─── ───
期待エクスポージャー方式 ─── ─── ───

13. 未決済取引 ─── ─── ───
14. 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・

キャッシュ・アドバンスの信用供与枠のうち未実行部分 0～100 ─── ───
15. 上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー 100 708 46

合計 ─── 3,056 2,572

（注）�CVAリスク相当額は、簡便的リスク測定方式により算出しております。

項　目
所要自己資本の額

2017年度 2018年度
CVAリスク相当額 104 99

●CVAリスク相当額 （単位：百万円）

（注）�適格中央清算機関にかかる清算基金の所要自己資本の額は、簡便的手法により算出しております。

項　目
所要自己資本の額

2017年度 2018年度
適格中央清算機関 0 1
適格中央清算機関以外の中央清算機関 ─── ───
合計 0 1

●中央清算機関関連 （単位：百万円）

自己資本の充実の状況等
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（2）オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額およびこのうち連結グループが使用する手法ごとの額

2017年度 2018年度
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 5,715 5,509

うち基礎的手法 ─── ───
うち粗利益配分手法 5,715 5,509
うち先進的計測手法 ─── ───

（単位：百万円）

2. 信用リスクに関する事項
（1）	 エクスポージャーの期末残高および主な種類別の内訳 （単位：百万円）

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー貸出金、支払承諾見返
およびコミットメント 債券 デリバティブ取引

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

宮城県内 ─── ───  3,332,319  3,408,697 ─── ─── ─── ───  9,830  8,640 
宮城県外 ─── ───  1,293,604  1,320,166 ─── ─── ─── ───  1,838  4,141 

国内計  6,968,476  6,906,755  4,625,924  4,728,864  2,337,670  2,173,573  4,882  4,317  11,669  12,782 

国外計  211,802  206,230  35,273  34,969  173,987  169,895  2,541  1,364 ─── ───

地域別計  7,180,279  7,112,985  4,661,197  4,763,834  2,511,657  2,343,469  7,423  5,681  11,669  12,782 

製造業  604,382  629,558  449,168  431,586  155,205  197,947  9  24  1,928  1,157 

農業、林業  6,297  6,706  6,226  6,569 ───  124  71  12 ───  31 

漁業  5,753  5,114  5,643  5,024  109  90 ─── ───  8  12 

鉱業、採石業、砂利採取業  4,287  3,893  4,287  3,794 ───  99 ─── ─── ─── ───

建設業  191,791  185,566  174,078  164,480  17,713  20,988 0 97  1,362  1,522 

電気・ガス・熱供給・水道業  155,919  205,293  155,252  197,121  501  7,852  165  318 ─── ───

情報通信業  23,269  33,465  22,265  29,452  1,004  4,013 ─── ───  327  269 

運輸業、郵便業  144,447  151,073  127,381  129,310  17,066  21,762 ─── ─── 9 18 

卸売業、小売業  432,511  436,539  397,783  393,891  34,505  42,291  222  357  637  627 

金融業、保険業  413,282  412,348  313,634  310,252  92,693  97,223  6,954  4,871 ─── ───

不動産業、物品賃貸業  970,345  1,024,490  915,985  970,119  54,359  54,370 ─── ───  583  2,293 

その他サービス業  344,841  359,285  336,260  345,280  8,579  14,004 0 0  4,612  4,561 

国・地方公共団体  2,784,682  2,523,481  654,763  640,782  2,129,918  1,882,698 ─── ─── ─── ───

個人  1,098,466  1,136,168  1,098,466  1,136,168 ─── ─── ─── ───  2,198  2,287 

その他 ─── ─── ─── ─── ─── ─── ─── ─── ─── ───

業種別計  7,180,279  7,112,985  4,661,197  4,763,834  2,511,657  2,343,469  7,423  5,681  11,669  12,782 

１年以下  837,745  927,402  432,433  444,240  401,799  481,357  3,513  1,804  221  652 

１年超３年以下  1,479,268  1,247,532  580,307  547,925  897,014  697,279  1,946  2,327  1,029  524 

３年超５年以下  1,106,777  1,086,618  538,777  549,240  566,905  536,954  1,094  423  345  104 

５年超７年以下  673,059  703,099  309,690  290,032  363,088  412,631  281  435  469  83 

７年超  2,545,036  2,608,525  2,261,597  2,392,587  282,850  215,246  588  690  1,710  3,801 

期間の定めのないもの  538,391  539,807  538,391  539,807 ─── ─── ─── ───  7,892  7,617 

残存期間別合計  7,180,279  7,112,985  4,661,197  4,763,834  2,511,657  2,343,469  7,423  5,681  11,669  12,782 
（注）	 1.�信用リスクエクスポージャー期末残高については、信用リスクエクスポージャーの残高が多い「貸出金」「支払承諾見返」「コミットメント」「債券」「デリバティブ

取引」について記載しております。
	 2.各エクスポージャーの残高に、未収利息は含んでおりません。

3.�「貸出金、支払承諾見返およびコミットメント」の地域については、当該エクスポージャーの取引店舗の所属する地域を基準に集計しております。（ただし、非居住
者向けの取引については「国外」に、関連会社にかかるエクスポージャーは「宮城県内」として集計しております。）

4.「債券」「デリバティブ取引」については、「国内」「国外」の区分のみ集計しております。（「債券」の国外計は、外貨外国証券および外国証券を集計しております。）
5.�三月以上延滞エクスポージャーのうち、期限を経過しているエクスポージャーについては、「期間の定めのないもの」として集計しております。
6.�原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額については、デリバティブ取引のエクスポージャー期末残高から除いております。
7.�我が国の政府関係機関、外国の中央政府等以外の公共部門、国際開発銀行が発行する債券、および政府保証債につきましては、国・地方公共団体として集計して

おります。
8.関連会社にかかるエクスポージャーの残存期間は、期間の把握が可能なエクスポージャーを除き、「期間の定めのないもの」として集計しております。
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●個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳

期首残高 当期増加額 当期減少額（目的使用） 当期減少額（その他） 期末残高

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

宮城県内  32,870  27,799  27,799  26,422  4,823  2,325  28,046  25,473  27,799  26,422 

宮城県外  3,594  3,675  3,675  4,052  78  930  3,516  2,745  3,675  4,052 

その他  8  8  8  8  ───  ───  8  8  8  8 

国内計  36,473  31,484  31,484  30,484  4,901  3,256  31,572  28,227  31,484  30,484 

国外計  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ─── 

地域別合計  36,473  31,484  31,484  30,484  4,901  3,256  31,572  28,227  31,484  30,484 

製造業  17,985  12,850  12,850  8,339  2,857  1,465  15,128  11,384  12,850  8,339 

農業、林業  55  55  55  99  1  ───  54  55  55  99 

漁業  226  7  7  ───  126  5  100  1  7  ─── 

鉱業、採石業、砂利採取業  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ─── 

建設業  2,392  2,215  2,215  2,104  88  4  2,304  2,210  2,215  2,104 

電気・ガス・熱供給・水道業  145  269  269  109  ───  ───  145  269  269  109 

情報通信業  216  333  333  314  ───  ───  216  333  333  314 

運輸業、郵便業  32  32  32  50  ─── 0  32  31  32  50 

卸売業、小売業  5,681  6,798  6,798  7,426  111  670  5,570  6,128  6,798  7,426 

金融業、保険業  ───  ───  ───  408  ───  ───  ───  ───  ───  408 

不動産業、物品賃貸業  1,229  691  691  779  22  209  1,206  482  691  779 

その他サービス業  5,441  5,614  5,614  8,089  1,210  627  4,230  4,986  5,614  8,089 

国・地方公共団体  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ───  ─── 

個人  2,252  2,186  2,186  2,132  278  259  1,974  1,927  2,186  2,132 

その他  813  427  427  630  205  13  607  414  427  630 

業種別計  36,473  31,484  31,484  30,484  4,901  3,256  31,572  28,227  31,484  30,484 

（単位：百万円）

（注）	 1.�地域については、当該引当金が引き当てられた先の取引店舗の所属する地域を基準に集計しております。（ただし、関連会社にかかる引当金については、ゴルフ会
員権にかかる引当金を除き、宮城県内として集計しております。）

	 2.関連会社にかかる引当金については、個別に判断できるものを除き、その他の業種として集計しております。
3.ゴルフ会員権にかかる引当金については、地域および業種ともその他欄に記載しております。

（2）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高および期中の増減額

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金 2017年度  33,910  31,053 ───  33,910  31,053 
2018年度  31,053  30,384 ───  31,053  30,384 

個別貸倒引当金 2017年度  36,473  31,484  4,901  31,572  31,484 
2018年度  31,484  30,484  3,256  28,227  30,484 

特定海外債権引当勘定 2017年度 ─── ─── ─── ─── ───
2018年度 ─── ─── ─── ─── ───

合計 2017年度  70,384  62,537  4,901  65,482  62,537 
2018年度  62,537  60,868  3,256  59,281  60,868 

（単位：百万円）
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（4）リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャー

2017年度 2018年度
格付あり 格付なし 格付あり 格付なし

0% 17,993 3,498,472 14,346 3,219,522
10% ─── 147,186 ─── 177,609
20% 186,967 182,963 226,988 175,045
35% ─── 57,761 ─── 48,792
50% 773,735 4,562 813,077 4,973
75% ─── 1,089,135 ─── 1,138,719

100% 158,095 1,815,883 136,945 1,923,187
150% ─── 3,033 ─── 2,526
200% ─── 2,000 ─── ───
250% ─── 25,732 ─── 26,658

1,250% ─── ─── ─── ───
その他 ─── 521,473 ─── 496,612
合計 1,136,792 7,348,206 1,191,357 7,213,647

（単位：百万円）

（3）業種別または取引相手の別の貸出金償却の額
（単位：百万円）

（注）	 関連会社の資産にかかる償却については、個人およびその他に計上しております。

2017年度 2018年度

製造業 ─── 0 
農業、林業 ─── ───
漁業 ─── ───
鉱業、採石業、砂利採取業 ─── ───
建設業 ─── ───
電気・ガス・熱供給・水道業 ─── ───
情報通信業 ─── ───
運輸業、郵便業 ─── ───
卸売業、小売業 ─── ───
金融業、保険業 ─── ───
不動産業、物品賃貸業 ─── ───
その他サービス業 ─── ───
国・地方公共団体 ─── ───
個人  19  29 
その他 0 ───
業種別計  19  29 

（注）	 1.�「格付あり」は、与信先または保証先に付与された外部格付によりリスク・ウェイトが決定するエクスポージャーを集計しております。
2.�その他は、ETF、上場REIT以外の投資信託および金銭の信託について記載しております。加重平均のリスク・ウェイトは2017年度：36.23%、2018年度：

42.72%です。
	 3.ETF、上場REITについては、出資等として100%・格付なしとして計上しております。

4.�個別貸倒引当金が引当てられているエクスポージャーについては、0%・格付なしとして計上しております。
5.�低いリスク・ウェイト区分を適用できる保証付エクスポージャーについては、保証先のリスク・ウェイト区分欄に記載しております。
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	（4）	（2）の合計額およびグロスのアドオンの合計額から（3）の額を差し引いた額
			�  差し引いた額はゼロとなります。

	（5）	 担保の種類別の額

3. 信用リスク削減手法に関する事項
●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

2017年度 2018年度
現金および自行預金 75,748 71,721
金  ───  ─── 
適格債券 179 449
適格株式 35,498 14,359
適格投資信託  ───  ─── 
適格金融資産担保合計 111,426 86,530
適格保証 777,896 696,968
適格クレジット・デリバティブ 4 1
適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 777,901 696,970

（単位：百万円）

（注）1.�現金および自行預金には、貸出金と自行預金の相殺が可能なエクスポージャー（2017年度：36,285百万円、2018年度：29,268百万円）を含んでおります。
2.適格保証については、信用保証協会等保証付エクスポージャー（2017年度：102,035百万円、2018年度：92,401百万円）を含んでおります。

	4.� 派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項
	（1）	 与信相当額の算出に用いる方式
			�  スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。

	（2）	 グロス再構築コストの額（ゼロを下回らないものに限る。）の合計額
			�  グロス再構築コストの額の合計は2017年度は2,789百万円、2018年度は810百万円です。

	（3）	 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあたっては、取引の区分ごとの与
信相当額を含む。）

2017年度 2018年度
派生商品取引 7,423 5,681

外国為替関連取引及び金関連取引 5,299 3,322
金利関連取引 2,123 2,320
株式関連取引  ───  ─── 
貴金属関連取引（金関連取引を除く。）  ───  ─── 
その他コモディティ関連取引  ───  38 

クレジット・デリバティブ  ───  ─── 
合計 7,423 5,681

（単位：百万円）

（注）	� 原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額については、上記記載から除いております。

2017年度 2018年度
現金および自行預金  565  254 
金  ───  ─── 
適格債券  ───  ─── 
適格株式  ───  ─── 
適格投資信託  ───  ─── 

適格金融資産担保合計  565  254 

（単位：百万円）
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（6）担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額

2017年度 2018年度
派生商品取引 6,858 5,427

外国為替関連取引及び金関連取引 4,750 3,068
金利関連取引 2,107 2,320
株式関連取引  ───  ─── 
貴金属関連取引（金関連取引を除く。）  ───  ─── 
その他コモディティ関連取引  ───  38 

クレジット・デリバティブ  ───  ─── 
合計 6,858 5,427

（単位：百万円）

（注）	� 原契約期間が５営業日以内の外為関連取引の与信相当額については、上記記載から除いております。

	（7）	� 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつ、
プロテクションの購入または提供の別に区分した額

			�  該当ございません。

	（8）	 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
			�  該当ございません。

5. 証券化エクスポージャーに関する事項
	（1）	� 連結グループがオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャー

に関する事項
		 該当ございません。

2017年度 2018年度
オン･バランス オフ･バランス オン･バランス オフ･バランス

事業者向け貸出 23,398  20,008  18,191  7,813 
自動車ローン債権 466 ───  153 ───
商業用不動産 3,239 ───  3,328 ───
割賦債権 255 ─── ─── ───
売掛債権 1,000 ───  1,000 ───
合計 28,360  20,008  22,673  7,813 

（単位：百万円）

	（2）	連結グループが投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
	Ａ.	 保有する証券化エクスポージャーの額および主な原資産の種類別の内訳
ａ．証券化エクスポージャー

2017年度 2018年度
残高 所要自己資本の額 残高 所要自己資本の額

20%以下  1,722  13  10,167  61 
20%超50%以下  1,744  34  570  7 
50%超100%以下  24,893  895  11,935  399 

100%超1,250%以下  ───  ───  ───  ─── 
合計  28,360  943  22,673  468 

（単位：百万円）

ｂ．再証券化エクスポージャー
	�	 該当ございません。
	 B .	� 保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高および所要自己資本の額
ａ．証券化エクスポージャー
●オン・バランス
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2017年度 2018年度
残高 所要自己資本の額 残高 所要自己資本の額

20%以下 ─── ───  7,813  46 
20%超50%以下 ─── ─── ─── ───
50%超100%以下  20,008  708 ─── ───

100%超1,250%以下 ─── ─── ─── ───
合計  20,008  708  7,813  46 

（単位：百万円）●オフ･バランス

	Ｃ．	�告示第248条ならびに第248条の4第1項第1号および第2号の規定により1,250%のリスク・ウェイトが適用される証
券化エクスポージャーの額および主な原資産の種類別の内訳

	�	 該当ございません。

	Ｄ.　�保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無および保証人ごとまたは当該保証人に
適用されるリスク･ウェイトの区分ごとの内訳

	�	 該当ございません。
	（3）	� 連結グループがオリジネーターである場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージ

ャーに関する事項
	�	 該当ございません。
	（4）	 連結グループが投資家である場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
	�	 該当ございません。

	6. 出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
	（1）	 出資等または株式等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額等

（注）	 1.�上場している出資等または株式等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額には、ETF、REITを含んでおります。
	 2.ETF、REIT以外の投資信託、金銭の信託および投資事業組合に対する出資等または株式等エクスポージャーについては、計上しておりません。

2017年度 2018年度
連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価

上場している出資等または株式等
エクスポージャーの連結貸借対照表計上額 201,106 185,783

上記に該当しない出資等または株式等
エクスポージャーの連結貸借対照表計上額 1,887 1,995

合計 202,993 202,993 187,778 187,778

（単位：百万円）

	（2）	 出資等または株式等エクスポージャーの売却および償却に伴う損益の額

2017年度 2018年度

売却損益額 2,649 5,901
償却額 20 44

（単位：百万円）

	（3）	 連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額
			�  連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額は、2017年度は100,776百万円、

2018年度は84,829百万円です。

ｂ．再証券化エクスポージャー
	�	 該当ございません。
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	（4）	 連結貸借対照表および連結損益計算書で認識されない評価損益の額
			�  該当ございません。

	8.	�金利リスクに関する事項
⊿EVEおよび⊿NII

（単位：百万円）

保有期間
（営業日）

VaR

2017年度 2018年度

金利リスク ─── 8,982 6,383
円貨債券、円貨預貸金等 60 7,246 5,222
外貨債券 60 1,704 1,122
商品有価証券 20 31 37

（注）	 1.�信頼水準99％
	 2.��金利ショックに対する経済価値の増減額は銀行単体のみを対象として計測しております。

	7. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
	リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー額

（注）	 1.�ルックスルー方式とは、当該エクスポージャーの裏付となる個々の資産の信用リスク・アセットを算出し足し上げる方式になります。
	 2.�マンデート方式とは、ファンドの運用基準に基づき、最もリスク・アセットが大きくなる資産構成を想定し、個々の信用リスク・アセットを足し上げる方式にな

ります。
	 3.�蓋然性方式とは、当該エクスポージャーの裏付となる個々の資産のリスク・ウェイトが250％以下、または400％以下である蓋然性が高いことを疎明した場合に

250％または400％のリスク・ウェイトを適用して算出する方式になります。
	 4.フォールバック方式とは、1,250％のリスク・ウェイトを適用する方式になります。

2017年度 2018年度

ルックスルー方式 496,612
マンデート方式 ───
蓋然性方式（リスク・ウェイト250％） ───
蓋然性方式（リスク・ウェイト400％） ───
フォールバック方式 ───
合計 496,612

（単位：百万円）

	9.	�その他金融機関等（告示第29条第６項第１号に規定するその他金融機関等をいう。）であって
銀行の子法人等であるもののうち、自己資本比率規制上の所要自己資本を下回った会社の名
称と所要自己資本を下回った額の総額

	�	 該当ございません。

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
2018年度 2017年度 2018年度 2017年度

1 上方パラレルシフト 54,137
2 下方パラレルシフト 3
3 スティープ化 24,539
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 54,137

ホ ヘ
2018年度 2017年度

8 自己資本の額 408,494

（単位：百万円）

⊿EVE以外で内部管理上使用した金利ショックに対する経済価値の増減額
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1. 自己資本充実度に関する事項
（1）	 信用リスクに対する所要自己資本の額およびポートフォリオごとの額
●オン・バランス項目

項　目
（参考）

告示で定める
リスク・ウェイト（％）

所要自己資本の額

2017年度 2018年度
1. 現金 0 ─── ───
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 ─── ───
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 0～100 15 15
4. 国際決済銀行等向け 0 ─── ───
5. 我が国の地方公共団体向け 0 ─── ───
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け 20～100 83 66
7. 国際開発銀行向け 0～100 ─── ───
8. 地方公共団体金融機構向け 10～20 110 78
9. 我が国の政府関係機関向け 10～20 336 343

10. 地方三公社向け 20 ─── 5
11. 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 20～100 1,473 1,349
12. 法人等向け 20～100 58,175 60,527
13. 中小企業等向け及び個人向け 75 32,834 34,321
14. 抵当権付住宅ローン 35 808 683
15. 不動産取得等事業向け 100 30,890 33,170
16. 三月以上延滞等 50～150 213 208
17. 取立未済手形 20 0 0
18. 信用保証協会等による保証付 0～10 227 228
19. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 10 0 0
20. 出資等 100～1250 4,563 4,580

（うち出資等のエクスポージャー） 100 4,563 4,580
（うち重要な出資のエクスポージャー） 1250 ─── ───

21. 上記以外 100～250 4,086 3,866
（うち他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対
象普通株式等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

250 200 ───

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部
分に係るエクスポージャー） 250 2,219 2,244

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決
権を保有している他の金融機関等に係るその他外
部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー）

250 ───

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有
していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る五パ
ーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

150 ───

（うち上記以外のエクスポージャー等） 100 1,667 1,622
22. 証券化 ─── 943 468

（うちSTC要件適用分） ─── ───
（うち非STC要件適用分） ─── 468

23. 再証券化 ─── ─── ───
24-1. 複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）の

うち、個々の資産の把握が困難な資産 ─── 7,562

24-2. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ─── 8,491
うちルックスルー方式 ─── 8,491
うちマンデート方式 ─── ───
うち蓋然性方式（リスク・ウェイト二百五十パーセント） ─── ───
うち蓋然性方式（リスク・ウェイト四百パーセント） ─── ───
うちフォールバック方式 ─── ───

25. 経過措置によりリスク・アセットの額に算入され
るものの額 ─── 1 ───

26. 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されなかったものの額

─── △ 40 ───

合計 ─── 142,288 148,407

（単位：百万円）

（注）	 所要自己資本の額は、リスク・アセットの額に4%を乗じて算出しておりますが、自己資本控除となるエクスポージャーについては、自己資本控除の額（2017年度：
155百万円、2018年度：187百万円）を所要自己資本の額として計上しております。

自己資本の充実の状況等
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●オフ・バランス項目

項　目 掛目（％）
所要自己資本の額

2017年度 2018年度
1. 任意の時期に無条件で取消可能又は

自動的に取消可能なコミットメント 0 ─── ───
2. 原契約期間が1年以下のコミットメント 20 97 109
3. 短期の貿易関連偶発債務 20 1 0
4. 特定の取引に係る偶発債務 50 ─── ───

（うち経過措置を適用する元本補てん信託契約） 50 ─── ───
5. NIF又はRUF 50

＜75＞ ─── ───
6. 原契約期間が1年超のコミットメント 50 1,090 1,114
7. 内部格付手法におけるコミットメント ＜75＞ ─── ───
8. 信用供与に直接的に代替する偶発債務 100 941 788

（うち借入金の保証） 100 100 106
（うち有価証券の保証） 100 ─── ───
（うち手形引受） 100 ─── ───
（うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約） 100 ─── ───
（うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供） 100 ─── ───

9. 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） ─── ─── ───
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前） 100 ─── ───
控除額（△） ─── ─── ───

10. 先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 100 ─── ───
11. 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供

又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 100 147 444
12. 派生商品取引及び長期決済期間取引 ─── 69 66

カレント・エクスポージャー方式 ─── 69 66
　派生商品取引 ─── 69 66

外為関連取引 ─── 49 33
金利関連取引 ─── 19 32
金関連取引 ─── ─── ───
株式関連取引 ─── ─── ───
貴金属（金を除く）関連取引 ─── ─── ───
その他のコモディティ関連取引 ─── ─── 0
クレジット・デリバティブ取引

（カウンターパーティー・リスク） ─── ─── ───
　　一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） ─── ─── ───
　長期決済期間取引 ─── ─── ───
SA-CCR ─── ─── ───
　派生商品取引 ─── ─── ───
　長期決済期間取引 ─── ─── ───
期待エクスポージャー方式 ─── ─── ───

13. 未決済取引 ─── ─── ───
14. 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・

キャッシュ・アドバンスの信用供与枠のうち未実行部分 0～100 ─── ───
15. 上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー 100 708 46

合計 ─── 3,056 2,571

（単位：百万円）

（注）�適格中央清算機関にかかる清算基金の所要自己資本の額は、簡便的手法により算出しております。

項　目
所要自己資本の額

2017年度 2018年度
適格中央清算機関 0 1
適格中央清算機関以外の中央清算機関 ─── ───
合計 0 1

●中央清算機関関連 （単位：百万円）

（注）�CVAリスク相当額は、簡便的リスク測定方式により算出しております。

項　目
所要自己資本の額

2017年度 2018年度
CVAリスク相当額 104 99

●CVAリスク相当額 （単位：百万円）

自己資本の充実の状況等
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2. 信用リスクに関する事項
（1）エクスポージャーの期末残高および主な種類別の内訳 （単位：百万円）

（注）1.�信用リスクエクスポージャー期末残高については、信用リスクエクスポージャーの残高が多い「貸出金」「支払承諾見返」「コミットメント」「債券」「デリバティブ
取引」について記載しております。

2.各エクスポージャーの残高に、未収利息は含んでおりません。
3.�「貸出金、支払承諾見返およびコミットメント」の地域については、当該エクスポージャーの取引店舗の所属する地域を基準に集計しております。（ただし、非居住

者向けの取引については「国外」に集計しております。）
4.「債券」「デリバティブ取引」については、「国内」「国外」の区分のみ集計しております。（「債券」の国外計は、外貨外国証券および外国証券を集計しております。）
5.�三月以上延滞エクスポージャーのうち、期限を経過しているエクスポージャーについては、「期間の定めのないもの」として集計しております。
6.�原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額については、デリバティブ取引のエクスポージャー期末残高から除いております。
7.�我が国の政府関係機関、外国の中央政府等以外の公共部門、国際開発銀行が発行する債券、および政府保証債につきましては、国・地方公共団体として集計して

おります。

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞

エクスポージャー貸出金、支払承諾見返
およびコミットメント 債券 デリバティブ取引

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

宮城県内 ─── ───  3,338,374  3,414,710 ─── ─── ─── ───  8,624  7,329 
宮城県外 ─── ───  1,293,604  1,320,166 ─── ─── ─── ───  1,838  4,141 

国内計  6,967,433  6,908,667  4,631,979  4,734,876  2,330,571  2,169,473  4,882  4,317  10,462  11,471 

国外計  211,802  206,230  35,273  34,969  173,987  169,895  2,541  1,364 ─── ───

地域別計  7,179,235  7,114,898  4,667,253  4,769,846  2,504,558  2,339,369  7,423  5,681  10,462  11,471 

製造業  604,382  629,558  449,168  431,586  155,205  197,947  9  24  1,928  1,157 

農業、林業  6,297  6,706  6,226  6,569 ───  124  71  12 ───  31 

漁業  5,753  5,114  5,643  5,024  109  90 ─── ───  8  12 

鉱業、採石業、砂利採取業  4,287  3,893  4,287  3,794 ───  99 ─── ─── ─── ───

建設業  191,791  185,566  174,078  164,480  17,713  20,988 0 97  1,362  1,522 

電気・ガス・熱供給・水道業  155,919  205,293  155,252  197,121  501  7,852  165  318 ─── ───

情報通信業  23,269  33,465  22,265  29,452  1,004  4,013 ─── ─── 327 269 

運輸業、郵便業  144,447  151,073  127,381  129,310  17,066  21,762 ─── ─── 9 18 

卸売業、小売業  432,511  436,539  397,783  393,891  34,505  42,291  222  357  637  627 

金融業、保険業  414,782  413,848  315,134  311,752  92,693  97,223  6,954  4,871 ─── ───

不動産業、物品賃貸業  976,815  1,030,955  922,455  976,584  54,359  54,370 ─── ───  583  2,293 

その他サービス業  344,841  359,285  336,260  345,280  8,579  14,004 0 0  4,612  4,561 

国・地方公共団体  2,777,582  2,519,381  654,763  640,782  2,122,819  1,878,599 ─── ─── ─── ───

個人  1,096,552  1,134,215  1,096,552  1,134,215 ─── ─── ─── ───  992  976 

その他 ─── ─── ─── ─── ─── ─── ─── ─── ─── ───

業種別計  7,179,235  7,114,898  4,667,253  4,769,846  2,504,558  2,339,369  7,423  5,681  10,462  11,471 

１年以下  834,935  924,522  432,623  444,460  398,798  478,257  3,513  1,804  221  652 

１年超３年以下  1,476,249  1,246,852  581,387  548,245  892,915  696,279  1,946  2,327  1,029  524 

３年超５年以下  1,106,777  1,087,043  538,777  549,665  566,905  536,954  1,094  423  345  104 

５年超７年以下  673,059  703,099  309,690  290,032  363,088  412,631  281  435  469  83 

７年超  2,545,036  2,608,525  2,261,597  2,392,587  282,850  215,246  588  690  1,710  3,801 

期間の定めのないもの  543,177  544,854  543,177  544,854 ─── ─── ─── ───  6,686  6,306 

残存期間別合計  7,179,235  7,114,898  4,667,253  4,769,846  2,504,558  2,339,369  7,423  5,681  10,462  11,471 

（2）オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額およびこのうち銀行が使用する手法ごとの額

2017年度 2018年度
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 5,412 5,212

うち基礎的手法 ─── ───
うち粗利益配分手法 5,412 5,212
うち先進的計測手法 ─── ───

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況等
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●個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳

期首残高 当期増加額 当期減少額（目的使用） 当期減少額（その他） 期末残高

2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度 2017年度 2018年度

宮城県内  30,101  25,434  25,434  23,949  4,371  2,091  25,729  23,342  25,434  23,949 

宮城県外  3,594  3,675  3,675  4,052  78  930  3,516  2,745  3,675  4,052 

その他  6  6  6  6  ─── ───  6  6  6  6 

国内計  33,702  29,116  29,116  28,008  4,449  3,022  29,252  26,093  29,116  28,008 

国外計  ───  ───  ─── ───  ─── ─── ─── ───  ─── ─── 

地域別合計  33,702  29,116  29,116  28,008  4,449  3,022  29,252  26,093  29,116  28,008 

製造業  17,985  12,850  12,850  8,339  2,857  1,465  15,128  11,384  12,850  8,339 

農業、林業  55  55  55  99  1 ───  54  55  55  99 

漁業  226  7  7 ───  126  5  100  1  7 ─── 

鉱業、採石業、砂利採取業  ───  ───  ─── ───  ─── ─── ─── ───  ─── ─── 

建設業  2,392  2,215  2,215  2,104  88  4  2,304  2,210  2,215  2,104 

電気・ガス・熱供給・水道業  145  269  269  109  ─── ───  145  269  269  109 

情報通信業  216  333  333  314  ─── ───  216  333  333  314 

運輸業、郵便業  32  32  32  50  ─── 0  32  31  32  50 

卸売業、小売業  5,681  6,798  6,798  7,426  111  670  5,570  6,128  6,798  7,426 

金融業、保険業  ───  ───  ───  408  ─── ─── ─── ───  ───  408 

不動産業、物品賃貸業  1,229  691  691  779  22  209  1,206  482  691  779 

その他サービス業  5,441  5,614  5,614  8,089  1,210  627  4,230  4,986  5,614  8,089 

国・地方公共団体  ───  ───  ─── ───  ─── ─── ─── ───  ─── ─── 

個人  288  240  240  281  32  39  256  201  240  281 

その他  6  6  6  6  ─── ───  6  6  6  6 

業種別計  33,702  29,116  29,116  28,008  4,449  3,022  29,252  26,093  29,116  28,008 

（単位：百万円）

（注）	 1.�地域については、当該引当金が引き当てられた先の取引店舗の所属する地域を基準に集計しております。
	 2.ゴルフ会員権にかかる引当金については、地域および業種ともその他欄に記載しております。

（2）一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高および期中の増減額

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

一般貸倒引当金 2017年度  30,342  27,751 ───  30,342  27,751 
2018年度  27,751  27,502 ───  27,751  27,502 

個別貸倒引当金 2017年度  33,702  29,116  4,449  29,252  29,116 
2018年度  29,116  28,008  3,022  26,093  28,008 

特定海外債権引当勘定 2017年度 ─── ─── ─── ─── ───
2018年度 ─── ─── ─── ─── ───

合計 2017年度  64,045  56,867  4,449  59,595  56,867 
2018年度  56,867  55,511  3,022  53,845  55,511 

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況等
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（3）業種別または取引相手の別の貸出金償却の額 （単位：百万円）

2017年度 2018年度

製造業 ─── 0
農業、林業 ─── ───
漁業 ─── ───
鉱業、採石業、砂利採取業 ─── ───
建設業 ─── ───
電気・ガス・熱供給・水道業 ─── ───
情報通信業 ─── ───
運輸業、郵便業 ─── ───
卸売業、小売業 ─── ───
金融業、保険業 ─── ───
不動産業、物品賃貸業 ─── ───
その他サービス業 ─── ───
国・地方公共団体 ─── ───
個人 ─── ───
その他 ─── ───
業種別計 ─── 0

（4）リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャー

2017年度 2018年度
格付あり 格付なし 格付あり 格付なし

0% 17,993 3,490,035 14,346 3,213,860
10% ─── 147,186 ─── 177,609
20% 186,967 182,955 226,988 173,618
35% ─── 57,761 ─── 48,792
50% 773,735 4,174 813,077 4,515
75% ─── 1,089,135 ─── 1,138,719

100% 158,095 1,803,955 136,945 1,910,137
150% ─── 3,033 ─── 2,526
200% ─── 2,000 ─── ───
250% ─── 22,192 ─── 22,444

1,250% ─── ─── ─── ───
その他 ─── 521,473 ─── 496,612
合計 1,136,792 7,323,904 1,191,357 7,188,836

（単位：百万円）

（注）	 1.��「格付あり」は、与信先または保証先に付与された外部格付によりリスク・ウェイトが決定するエクスポージャーを集計しております。
2.�その他は、ETF、上場REIT以外の投資信託および金銭の信託について記載しております。加重平均のリスク・ウェイトは2017年度：36.23%、2018年度：

42.72%です。
3.ETF、上場REITについては、出資等として100%・格付なしとして計上しております。

	 4.個別貸倒引当金が引当てられているエクスポージャーについては、0%・格付なしとして計上しております。
5.低いリスク・ウェイト区分を適用できる保証付エクスポージャーについては、保証先のリスク・ウェイト区分欄に記載しております。

3. 信用リスク削減手法に関する事項
●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

2017年度 2018年度
現金および自行預金 75,798 71,751
金  ───  ─── 
適格債券 179 449
適格株式 35,498 14,359
適格投資信託  ───  ─── 
適格金融資産担保合計 111,476 86,560
適格保証 777,896 696,968
適格クレジット・デリバティブ 4 1
適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 777,901 696,970

（単位：百万円）

（注）1.�現金および自行預金には、貸出金と自行預金の相殺が可能なエクスポージャー（2017年度：36,335百万円、2018年度：29,298百万円）を含んでおります。
2.適格保証については、信用保証協会等保証付エクスポージャー（2017年度：102,035百万円、2018年度：92,401百万円）を含んでおります。
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	4. 派生商品取引の取引相手のリスクに関する事項
	（1）	 与信相当額の算出に用いる方式
			  スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。

	（2）	 グロス再構築コストの額（ゼロを下回らないものに限る。）の合計額
			�  グロス再構築コストの額の合計は2017年度は2,789百万円、2018年度は810百万円です。

	（3）	� 担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあたっては、取引の区分ごとの与
信相当額を含む。） （単位：百万円）

2017年度 2018年度
派生商品取引 7,423 5,681

外国為替関連取引及び金関連取引 5,299 3,322
金利関連取引 2,123 2,320
株式関連取引  ───  ─── 
貴金属関連取引（金関連取引を除く。）  ───  ─── 
その他コモディティ関連取引  ───  38 

クレジット・デリバティブ  ───  ─── 
合計 7,423 5,681

（注）	� 原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額については、上記記載から除いております。

	（4）	（2）の合計額およびグロスのアドオンの合計額から（3）の額を差し引いた額
			�  差し引いた額はゼロとなります。

	（5）	 担保の種類別の額

（6）担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額

2017年度 2018年度
現金および自行預金  565  254 
金  ───  ─── 
適格債券  ───  ─── 
適格株式  ───  ─── 
適格投資信託  ───  ─── 

適格金融資産担保合計  565  254 

2017年度 2018年度
派生商品取引 6,858 5,427

外国為替関連取引及び金関連取引 4,750 3,068
金利関連取引 2,107 2,320
株式関連取引  ───  ─── 
貴金属関連取引（金関連取引を除く。）  ───  ─── 
その他コモディティ関連取引  ───  38 

クレジット・デリバティブ  ───  ─── 
合計 6,858 5,427

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）	� 原契約期間が5営業日以内の外為関連取引の与信相当額については、上記記載から除いております。

自己資本の充実の状況等

011_0253528051907.indd   103 2019/07/31   11:53:56



－103－ －104－

	（7）	� 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつ、
プロテクションの購入または提供の別に区分した額

			�  該当ございません。

	（8）	 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
			�  該当ございません。

5. 証券化エクスポージャーに関する事項
	（1）	銀行がオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
			�  該当ございません。

	（2）	銀行が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
	Ａ.	 保有する証券化エクスポージャーの額および主な原資産の種類別の内訳
ａ．証券化エクスポージャー

2017年度 2018年度
オン･バランス オフ･バランス オン･バランス オフ･バランス

事業者向け貸出 23,398  20,008  18,191  7,813 
自動車ローン債権 466 ───  153 ───
商業用不動産 3,239 ───  3,328 ───
割賦債権 255 ─── ─── ───
売掛債権 1,000 ───  1,000 ───
合計 28,360  20,008  22,673  7,813 

（単位：百万円）

ｂ．再証券化エクスポージャー
	�	 該当ございません。
	 B .	� 保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高および所要自己資本の額
ａ．証券化エクスポージャー
●オン・バランス

●オフ･バランス

ｂ．再証券化エクスポージャー
	�	 該当ございません。

2017年度 2018年度
残高 所要自己資本の額 残高 所要自己資本の額

20%以下 ─── ───  7,813  46 
20%超50%以下 ─── ─── ─── ───
50%超100%以下  20,008  708 ─── ───

100%超1,250%以下 ─── ─── ─── ───
合計  20,008  708  7,813  46 

（単位：百万円）

2017年度 2018年度
残高 所要自己資本の額 残高 所要自己資本の額

20%以下  1,722  13  10,167  61 
20%超50%以下  1,744  34  570  7 
50%超100%以下  24,893  895  11,935  399 

100%超1,250%以下  ───  ───  ───  ─── 
合計 28,360 943  22,673  468 

（単位：百万円）
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（注）	� 1.上場している出資等または株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額には、ETF、REITを含んでおります。
	 2.ETF、REIT以外の投資信託、金銭の信託および投資事業組合に対する出資等または株式等エクスポージャーについては、計上しておりません。

	●子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等

貸借対照表計上額
2017年度 2018年度

子会社・子法人等 11,990 11,668
関連法人等 ─── ───
合計 11,990 11,668

（単位：百万円）

	（2）	 出資等または株式等エクスポージャーの売却および償却に伴う損益の額

2017年度 2018年度
売却損益額 2,649 5,901
償却額 20 44

（単位：百万円）

	（3）	貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
			�  貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額は、2017年度は100,124百万円、2018年度

は84,000百万円です。

	（4）	貸借対照表および損益計算書で認識されない評価損益の額
			�  該当ございません。

6. 出資等または株式等エクスポージャーに関する事項
	（1）	�出資等または株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

2017年度 2018年度
貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価

上場している出資等または株式等
エクスポージャーの貸借対照表計上額 200,423 184,923

上記に該当しない出資等または株式等
エクスポージャーの貸借対照表計上額 13,823 13,610

合計 214,246 214,246 198,533 198,533

（単位：百万円）

	C.	� 告示第248条ならびに第248条の4第1項第1号および第2号の規定により1,250%のリスク・ウェイトが適用される証
券化エクスポージャーの額および主な原資産の種類別の内訳

		 該当ございません。
	D.	� 保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無および保証人ごとまたは当該保証人に

適用されるリスク･ウェイトの区分ごとの内訳
			 該当ございません。
	（3）	�銀行がオリジネーターである場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャーに関

する事項
		 該当ございません。
	（4）	銀行が投資家である場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項
		 該当ございません。
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	8.	�金利リスクに関する事項
	⊿EVEおよび⊿NII

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
2018年度 2017年度 2018年度 2017年度

1 上方パラレルシフト 54,137
2 下方パラレルシフト 3
3 スティープ化 24,539
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 54,137

ホ ヘ
2018年度 2017年度

8 自己資本の額 398,082

（単位：百万円）

	7. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
	リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー額

（注）	 1.�ルックスルー方式とは、当該エクスポージャーの裏付となる個々の資産の信用リスク・アセットを算出し足し上げる方式になります。
	 2.�マンデート方式とは、ファンドの運用基準に基づき、最もリスク・アセットが大きくなる資産構成を想定し、個々の信用リスク・アセットを足し上げる方式にな

ります。
	 3.�蓋然性方式とは、当該エクスポージャーの裏付となる個々の資産のリスク・ウェイトが250%以下、または400%以下である蓋然性が高いことを疎明した場合に

250%または400%のリスク・ウェイトを適用して算出する方式になります。
	 4.フォールバック方式とは、1,250%のリスク・ウェイトを適用する方式になります。

2017年度 2018年度

ルックスルー方式 496,612
マンデート方式 ───
蓋然性方式（リスク・ウェイト250％） ───
蓋然性方式（リスク・ウェイト400％） ───
フォールバック方式 ───
合計 496,612

（単位：百万円）

保有期間
（営業日）

VaR

2017年度 2018年度
金利リスク ─── 8,982 6,383

円貨債券、円貨預貸金等 60 7,246 5,222
外貨債券 60 1,704 1,122
商品有価証券 20 31 37

（単位：百万円）

（注）	� 信頼水準99％

⊿EVE以外で内部管理上使用した金利ショックに対する経済価値の増減額
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１．当行（グループ）の対象役職員の報酬等に関する組織体制の
整備状況に関する事項

（1）「対象役職員」の範囲
　　�開示の対象となる2012年3月29日金融庁告示第21号に規定

されている「対象役員」および「対象従業員等」（以下、あわ
せて「対象役職員」という。）の範囲については、以下のとお
りであります。

　　Ａ．「対象役員」の範囲
　　　�対象役員は、当行の取締役（監査等委員である取締役を除

く）および監査等委員である取締役であります。なお、社
外役員を除いております。

　　Ｂ．「対象従業員等」の範囲
　　　�当行では、対象役員以外の当行の役員および従業員ならび

に主要な連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受
ける者」で当行およびその主要な連結子法人等の業務の運
営または財産の状況に重要な影響を与える者等を「対象従
業員等」として、開示の対象としております。

　　　�なお、当行の対象役員以外の役員および従業員ならびに主
要な連結子法人等の役職員で、対象従業員等に該当する者
はおりません。

ａ．「主要な連結子法人等」の範囲
主要な連結子法人等とは、銀行の連結総資産に対する当
該子法人等の総資産の割合が２％を超えるものおよびグ
ループ経営に重要な影響を与える連結子法人等であり、
当行に該当する連結子法人等はありません。

ｂ．「高額の報酬等を受ける者」の範囲
「高額の報酬等を受ける者」とは、当行の有価証券報告書
記載の「役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別
の総額及び対象となる役員の員数」における対象役員の

「報酬等の総額」に使用人兼務取締役の使用人としての報
酬を加えた金額を、同記載の対象役員の「員数」により
除すことで算出される「対象役員の平均報酬額」以上の
報酬等を受ける者を指します。
なお、退職一時金につきましては、報酬等の金額から退
職一時金の全額を一旦控除したものに「退職一時金を在
職年数で除した金額」を足し戻した金額をもって、その
者の報酬等の金額とみなし、「高額の報酬等を受ける者」
の判断を行っております。

ｃ．「グループの業務運営または財産の状況に重要な影響を
与える者」の範囲

「グループの業務運営または財産の状況に重要な影響を
与える者」とは、その者が通常行う取引や管理する事項
が、当行、当行グループ、主要な連結子法人等の業務の
運営に相当程度の影響を与え、または取引等に損失が発
生することにより財産の状況に重要な影響を与える者で
あります。

（2）対象役職員の報酬等の決定について
　・対象役員の報酬等の決定について
　　�取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等について

は、透明性および公正性を高めるため、コーポレートガバナ
ンス委員会による審議・答申を踏まえ、株主総会の決議によ
り定められた報酬限度額の範囲内で、取締役会において決定
しております。

　　�監査等委員である取締役の報酬の決定に際しては、株主総会
の決議により定められた報酬限度額の範囲内で、監査等委員
の協議において決定しております。

（3）報酬委員会等の構成員に対して払われた報酬等の総額および
報酬委員会等の会議の開催回数

開催回数（2018年4月～2019年3月）
取締役会 ２回

コーポレートガバナンス委員会 １回
（注）報酬等の総額については、報酬委員会等の職務執行に係る対価に相当する

部分のみを切り離して算出することができないため、報酬等の総額は記載
しておりません。

２．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系の設計および
運用の適切性の評価に関する事項

・報酬等に関する方針について
　・「対象役員」の報酬等に関する方針
　　�当行の役員報酬については、2017年6月29日開催の第133

回定時株主総会の決議により年間の報酬限度額を定め、取締
役（監査等委員である取締役を除く）に対する報酬限度額に
ついては、定時定額報酬である「基本報酬」として年額270
百万円（うち社外取締役は15百万円）、「業績連動報酬」とし
て年額90百万円、また、監査等委員である取締役に対する報
酬限度額については、定時定額報酬である「基本報酬」とし
て年額80百万円としております。なお、2018年6月28日開
催の第134回定時株主総会の決議により、社外取締役の増員
に対応するため、取締役（監査等委員である取締役を除く）
の基本報酬の限度額はそのまま据え置きとし、社外取締役分
の報酬限度額のみを15百万円から20百万円に改定しており
ます。

　　�また、業務執行取締役については、この報酬限度額とは別枠
にて、業績連動型株式報酬制度に基づき、当行株式の換価処
分金相当額の金銭（以下、「当行株式等」という。）の交付お
よび給付（以下、「交付等」という。）を行うことを2017年6
月29日開催の第133回定時株主総会で決議しております。

　　�取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等は、「取締
役報酬等規定」および「株式交付規定」を定め、透明性およ
び公正性を勘案し、次のとおりとしております。

　　�取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）
の報酬等は、当行の中長期的な業績向上と企業価値向上への
意欲を高める観点から、定時定額報酬である「基本報酬」、当
期純利益に連動する「業績連動報酬」、株式価値との連動性を
有する「株式報酬」の３つで構成し、それぞれの構成比率を
概ね、「基本報酬」60％、「業績連動報酬」15％、「株式報酬」
25％としております。なお、社外取締役（監査等委員である
取締役を除く）の報酬等は、経営監督機能の強化を図る観点
から、業績連動性のある報酬とはせず、定時定額報酬である

「基本報酬」のみとしております。
　　�「業績連動報酬」の内容は以下のとおりとしております。

当期純利益（単体） 業績連動報酬
限度額

業績連動報酬
支給月数

200億円超 90百万円 4.0ヵ月
150億円超  ～  200億円以下 80百万円 3.5ヵ月
100億円超  ～  150億円以下 70百万円 3.0ヵ月
  50億円超  ～  100億円以下 60百万円 2.5ヵ月
  50億円以下 0円 0.0ヵ月

　　�（支給算式）
　　業績連動報酬支給額＝�月額報酬（取締役の月額給与額）×業績

連動報酬支給月数
　　�「株式報酬」は、当行が拠出する業務執行取締役の報酬を原資

として当行株式が信託を通じて取得され、業務執行取締役に
対して、役位、経営計画等の達成度に応じて当行株式等が信
託を通じて交付等されるものであります。

　　�本株式報酬は、各事業年度における経営計画等の達成度等に
応じた業績連動部分（「役位に応じて定められた基準額×業績
連動支給月数（業績達成度に応じて0.0ヵ月～1.6ヵ月の範囲
で変動）」に相当する当行株式等）と、各事業年度末の役位に
応じた業績非連動部分（「役位に応じて定められた基準額」に
相当する当行株式等）により構成されており、原則として業
務執行取締役の退任時に交付等されます。業績連動部分につ
いては、評価対象事業年度の期初に開催される取締役会にお
いて、当行の経営計画等を踏まえて目標項目を選定してお
り、達成度に応じて変動します。

　　�なお、交付等を行う当行株式等は、信託による当行株式の平
均取得単価により計算されます。

　　�監査等委員である取締役の報酬は、独立性を高め、企業統治
の一層の強化を図る観点から、定時定額報酬である「基本報
酬」のみとしております。

３．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系とリスク管理
の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項

　　�対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体
の年間の報酬限度額が決議され、決定される仕組みになって
おります。また、業績連動報酬は、当行の当期純利益に連動
する形で報酬限度額が決定される仕組みになっております。

（詳細は前記２．に記載）

報 酬 等 に 関 す る 開 示 事 項

報酬等に関する開示事項
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４．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の種類、支払総額お
よび支払方法に関する事項

対象役職員の報酬等の総額（自 2018年4月1日　至 2019年3月31日）

区分 人数
報酬等
の総額
(百万円)

固定報酬の総額 変動報酬の総額
退職慰
労金基本

報酬
株式
報酬

基本
報酬

業績連動
報酬

（賞与）
株式
報酬

対象役員
(除く社外役員) 14 454 366 286 80 87 ― 70 17 ―

対象従業員等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
（注）1.�上記には、使用人兼務取締役4名の使用人としての報酬17百万円（使用

人分給与11百万円、使用人分賞与5百万円）が含まれております。
	 2.�当行は2017年6月29日開催の第133回定時株主総会の決議に基づき、

株式報酬型ストックオプション制度を廃止し、役員報酬ＢＩＰ信託によ
る業績連動型株式報酬制度を導入しております。上記の株式報酬の額に
は、当該制度に基づき付与された株式交付ポイントに係る費用計上額を
記載しております。

５．当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系に関し、その
他参考となるべき事項

　　�特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございま
せん。

報 酬 等 に 関 す る 開 示 事 項
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　株主資本等変動計算書���������������� 61、62
　貸出金のうち次のものの額及び合計額����������� 71
　　破綻先債権、延滞債権、3カ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権
　自己資本の充実の状況�����������85~88、98～106
　次のものの取得価額または契約価額、時価、評価損益
　　有価証券��������������������� 77、78
　　金銭の信託�������������������� 78、79
　　デリバティブ取引����������������� 80、81
　貸倒引当金の期末残高、期中の増減額����������� 73
　貸出金償却の額��������������������� 73
　会社法による監査�������������������� 58
　金融商品取引法の規定に基づく監査証明���������� 58
報酬等に関する開示事項�������������� 107、108

[連結情報]
銀行及び子会社等の概況に関する事項
　主要な業務の内容、組織の構成��������������� 3
　子会社等に関する事項������������������� 3
　　名称、所在地、資本金、事業の内容、設立年月日、
　　銀行の議決権比率、他の子会社の議決権比率
主要な業務に関する事項
　直近の事業年度における営業の概況������������ 41
　直近の5連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標�� 42
　　経常収益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、
　　包括利益、純資産額、総資産額、連結自己資本比率
直近の2連結会計年度における財産の状況に関する事項
　連結貸借対照表��������������������� 43
　連結損益計算書��������������������� 44
　連結株主資本等変動計算書���������������� 45
　貸出金のうち次のものの額及び合計額����������� 71
　　破綻先債権、延滞債権、3カ月以上延滞債権、貸出条件緩和債権
　自己資本の充実の状況������������� 84、86～97
　セグメント情報��������������������� 55
　会社法による監査�������������������� 43
　金融商品取引法の規定に基づく監査証明���������� 43
報酬等に関する開示事項�������������� 107、108

【金融機能の再生のための緊急措置に関する法律
 施行規則に基づく開示項目】

　資産の査定の公表事項������������������ 71
　　正常債権、要管理債権、危険債権、
　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権

【銀行法施行規則に基づく開示項目】

[単体情報]
概況及び組織に関する事項
　経営の組織（銀行の子会社等の経営管理に係る体制含む）����  2
　大株主�������������������������� 4
　取締役�������������������������� 6
　会計監査人の氏名又は名称�������������� 43、58
　営業所����������������������� 20～23
主要な業務の内容��������������������� 19
主要な業務に関する事項
　直近の事業年度における営業の概況������������ 56
　直近の5事業年度における主要な業務の状況を示す指標���� 57
　　経常収益、経常利益、当期純利益、資本金、発行済株式総数、
　　純資産額、総資産額、預金残高、貸出金残高、有価証券残高、
　　単体自己資本比率、配当性向、従業員数
　直近の2事業年度における業務の状況を示す指標
　　主要な業務の状況を示す指標
　　　業務粗利益、業務粗利益率�������������� 65
　　　資金運用収支、役務取引等収支、
　　　特定取引収支、その他業務収支������������ 65
　　　資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り��� 65、66
　　　資金利鞘���������������������� 82
　　　受取利息、支払利息の増減������������ 66、67
　　　総資産経常利益率、資本経常利益率、
　　　総資産当期純利益率、資本当期純利益率�������� 82
　　預金に関する指標
　　　流動性預金、定期性預金、譲渡性預金、
　　　その他の預金の平均残高��������������� 68
　　　定期預金の残存期間別残高�������������� 69
　　貸出金等に関する指標
　　　手形貸付、証書貸付、当座貸越、割引手形の平均残高�� 70
　　　貸出金の残存期間別残高��������������� 70
　　　担保種類別の貸出金残高、支払承諾見返額����� 72、73
　　　使途別の貸出金残高����������������� 70
　　　業種別の貸出金残高、貸出金の総額に占める割合���� 72
　　　中小企業等に対する貸出金残高、
　　　貸出金の総額に占める割合�������������� 72
　　　特定海外債権残高������������������ 82
　　　預貸率の期末値、期中平均値������������� 83
　　有価証券に関する指標
　　　商品有価証券の種類別平均残高������������ 76
　　　有価証券の種類別残存期間別残高����������� 75
　　　有価証券の種類別平均残高�������������� 74
　　　預証率の期末値、期中平均値������������� 83
業務の運営に関する事項
　リスク管理の体制������������������ 7～10
　法令遵守の体制������������������� 11～18
　中小企業の経営改善及び地域活性化のための取組み状況� 24～40
　当行が契約している銀行法上の指定紛争解決機関������� 1
直近の2事業年度における財産の状況に関する事項
　貸借対照表��������������������� 58、59
　損益計算書����������������������� 60

開 示 項 目 一 覧

開示項目一覧
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